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一
橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究
　
2
2

　
　
佳
ぴ
　
戦
後
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
擦

　
四
結
，

二

　
　
　
　
　
一
　
序
，

　
　
　
　
　
　
　
（
1
）

　
わ
が
国
で
経
営
指
標
を
用
い
た
企
業
運
営
の
分
析
調
査
が
、
諸
種
の
機
関
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
、
大
正
期
に
入
っ

　
　
　
　
（
2
）

て
か
ら
で
あ
る
。
そ
の
代
表
的
な
事
例
を
挙
げ
て
み
れ
ば
、
戦
前
・
戦
時
に
つ
い
て
は
、
東
洋
経
済
新
報
社
の
『
事
業
会
社
経
営
効
率
の

研
究
』
（
大
正
三
年
上
期
ー
昭
和
五
年
上
期
）
、
三
菱
合
資
会
社
の
『
本
邦
事
業
成
績
分
析
調
査
』
（
昭
和
三
年
上
期
ー
同
五
年
下
期
Y

『
本
邦
事
業
成
績
分
析
』
（
昭
和
六
年
上
期
）
、
こ
れ
を
受
け
継
い
だ
三
菱
経
済
研
究
所
の
『
本
邦
事
業
成
績
分
析
』
（
昭
和
六
年
下
期
－

同
十
八
年
上
期
）
、
日
本
興
業
銀
行
の
『
主
要
銀
行
会
社
事
業
成
績
』
（
昭
和
十
一
年
上
期
－
同
十
三
年
下
期
）
・
『
主
要
銀
行
会
社
業
績
調

査
』
（
昭
和
十
四
年
上
期
ー
同
十
六
年
上
期
Y
『
本
邦
主
要
銀
行
会
社
業
績
調
査
』
（
昭
和
十
六
年
下
期
－
同
十
八
年
下
期
）
な
ど
の
調
査

が
あ
り
、
ま
た
、
戦
後
に
つ
い
て
は
、
大
蔵
省
の
『
法
人
企
業
統
計
調
査
』
（
昭
和
二
十
三
年
1
）
、
通
商
産
業
省
の
『
最
近
に
お
け
る
主

要
産
業
の
経
営
動
向
』
（
昭
和
二
十
五
年
下
期
－
同
二
十
九
年
下
期
Y
『
最
近
の
企
業
経
営
分
析
』
（
昭
和
三
十
年
上
期
－
同
三
十
二
年
下

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
3
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
甲
　
ー
　
　
・
b

期
）
・
『
わ
が
国
企
業
の
経
営
分
析
』
（
昭
和
三
十
三
年
上
期
ー
）
、
日
本
銀
行
の
『
本
邦
主
要
企
業
経
営
分
析
調
査
』
（
昭
和
二
十
六
年
上

期
ー
同
三
十
三
年
下
期
）
・
『
主
要
企
業
経
営
分
析
』
（
昭
和
三
十
四
年
上
期
1
）
、
三
菱
経
済
研
究
所
の
『
本
邦
事
業
成
績
分
析
』
（
昭
和

二
十
五
年
上
期
1
同
三
十
八
年
上
期
Y
『
企
業
経
営
の
分
析
』
（
昭
和
三
十
八
年
下
期
－
同
四
十
四
年
下
期
）
、
こ
れ
を
受
け
継
い
だ
三
菱

総
合
研
究
所
の
『
企
業
経
営
の
分
析
』
（
昭
和
四
十
五
年
上
期
！
）
、
日
本
興
業
銀
行
の
『
本
邦
主
要
会
社
業
績
調
査
』
（
昭
和
二
十
三
年



前
・
後
期
、
昭
和
二
十
四
年
上
期
－
同
四
十
四
年
上
期
）
、
日
本
生
産
性
本
部
生
産
性
研
究
所
の
『
付
加
価
値
分
析
－
生
産
性
の
測
定
と

分
配
に
関
す
る
統
計
ー
』
（
昭
和
三
十
五
年
ー
）
な
ど
の
調
査
が
あ
る
。

　
と
こ
ろ
で
、
こ
れ
ら
の
調
査
は
、
各
機
関
に
よ
っ
て
思
い
お
も
い
の
目
的
の
も
と
に
進
め
ら
れ
、
企
業
運
営
の
実
態
を
数
量
的
に
知
る

う
え
耐
要
と
な
る
経
営
指
標
そ
の
も
の
に
関
レ
で
は
、
殆
ど
比
較
対
照
が
行
わ
れ
な
い
ま
ま
今
日
に
到
っ
で
い
る
、
と
言
っ
て
大
き
な
過

ち
は
な
い
で
あ
ろ
う
。
そ
れ
に
、
一
つ
の
調
査
を
取
っ
て
み
て
も
、
同
じ
経
営
指
標
が
し
ば
し
擢
改
称
を
余
儀
な
6
さ
れ
て
お
の
ハ
そ
の

二
と
が
、
調
査
結
果
を
時
系
列
的
に
読
み
取
ろ
う
と
す
る
揚
合
な
ど
に
は
、
読
み
違
え
を
い
く
ど
も
引
き
起
こ
す
二
と
に
も
な
っ
て
い
る
。

本
稿
は
、
こ
の
よ
う
な
事
情
か
ら
、
さ
き
の
諸
調
査
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た
経
営
指
標
、
す
癒
ガ
ち
公
表
経
営
指
標
に
つ
鵡
て
、
、
ぽ
す
．
一

れ
を
収
益
性
・
安
全
性
・
生
産
性
の
三
指
標
に
分
か
ち
、
改
称
が
そ
こ
に
見
ら
れ
れ
ぱ
、
そ
の
移
り
変
わ
り
を
示
し
、
つ
い
で
指
標
相
互

の
比
較
を
行
い
、
そ
の
対
照
表
を
作
る
こ
と
に
よ
り
、
わ
が
国
企
業
の
運
営
の
実
態
を
数
量
的
に
跡
づ
け
る
た
め
の
糸
口
を
得
よ
う
と
す

る
も
の
で
あ
る
。
検
討
の
対
象
と
す
る
資
料
は
、
戦
前
・
戦
時
に
つ
い
て
は
、
東
洋
経
済
新
報
社
、
三
菱
合
資
会
社
・
三
菱
経
済
研
究
所

お
よ
び
日
本
興
業
銀
行
の
三
調
査
で
あ
り
、
ま
た
、
戦
後
に
つ
い
て
は
、
大
蔵
省
、
通
商
産
業
省
、
日
本
銀
行
お
よ
び
三
菱
経
済
研
究

　
　
　
　
ー
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
4
）

所
・
三
菱
総
合
研
究
所
の
四
調
査
で
あ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
，

　
　
（
1
）
　
本
稿
で
は
、
経
営
指
標
の
意
味
を
あ
ら
か
じ
め
限
定
し
、
経
営
比
率
と
同
義
ヒ
こ
れ
を
用
い
て
い
る
。
　
　
，
、
　
　
！
　
　
　
ピ

　
　
（
2
）
、
本
稿
で
億
触
れ
F
な
い
が
、
こ
こ
で
い
く
つ
か
の
事
例
を
挙
げ
て
お
く
ヒ
と
に
し
よ
う
。
　
　
　
　
　
『
■
！
、
　
♪
■

　
　
　
　
野
村
商
店
調
査
部
（
編
）
『
株
式
年
鑑
』
（
明
治
四
十
五
年
－
大
正
十
二
年
Y
大
阪
屋
商
店
調
査
部
（
編
）
『
株
式
年
鑑
』
（
大
正
十
三
年
－
昭

　
　
　
和
十
七
年
）
で
は
、
配
当
率
の
み
を
一
部
掲
載
内
た
ま
に
利
益
率
（
期
中
平
均
払
込
資
本
に
対
す
る
銅
却
前
利
益
の
割
合
）
を
も
掲
載
。
い
ト

　
　
　
　
　
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
三
、



　
　
　
一
橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究
　
2
2
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
四

　
　
東
洋
経
済
新
報
社
（
編
）
『
株
式
会
社
年
鑑
』
（
大
正
十
一
年
ー
昭
和
十
七
年
Y
『
企
業
統
計
総
覧
』
（
昭
和
十
八
年
）
で
は
、
配
当
率
の
み
を

　
掲
載
、
利
益
率
（
平
均
払
込
資
本
に
対
す
る
純
益
金
の
割
合
）
を
も
一
部
掲
載
。

　
　
日
本
勧
業
銀
行
調
査
課
（
編
）
『
工
業
会
社
二
関
ス
ル
諸
統
計
』
（
創
刊
は
大
正
内
ー
九
年
？
、
昭
和
十
六
年
以
降
も
不
明
）
で
は
、
利
益
率

－
（
株
主
資
本
に
対
す
る
利
益
金
の
割
合
）
の
砥
か
、
配
当
率
、
純
資
産
率
、
社
内
保
留
対
社
外
分
配
割
合
、
社
債
・
借
入
金
・
支
払
手
形
対
株
主

　
資
本
割
合
等
を
も
掲
載
O

　
　
日
本
勧
業
銀
行
調
査
課
（
編
）
『
工
業
会
社
事
業
成
績
調
』
（
創
刊
大
正
十
三
年
、
終
刊
不
明
）
で
は
、
利
益
率
、
純
資
産
率
、
配
当
率
、
社
外

　
分
配
率
、
社
内
保
留
率
の
ほ
か
、
固
定
資
産
対
流
動
資
産
割
合
、
社
債
・
借
入
金
対
株
主
資
本
割
合
、
支
払
手
形
・
買
掛
金
対
株
主
資
本
割
合
、

　
受
取
手
形
・
売
掛
金
対
株
主
資
本
割
合
等
を
も
掲
載
。

　
　
帝
国
経
済
通
信
社
（
編
）
『
全
国
銀
行
会
社
事
業
成
績
調
査
録
』
（
例
え
ぱ
、
大
正
八
年
版
、
同
十
年
版
）
で
は
、
配
当
率
の
み
を
掲
載
、
利
益

　
率
（
払
込
資
本
に
対
す
る
利
益
金
の
割
合
）
を
も
一
部
掲
載
。

　
　
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
社
（
編
）
『
銀
行
会
社
年
鑑
』
（
例
え
ば
、
昭
和
三
年
版
、
・
同
五
年
版
）
で
は
、
利
益
率
（
平
均
払
込
資
本
金
に
対
す
る
利
益
金

　
の
割
合
）
の
ほ
か
、
配
当
率
、
社
内
保
留
率
を
も
掲
載
。

（
3
）
　
通
商
産
業
省
か
ら
は
、
こ
れ
ら
の
ほ
か
に
、
『
最
近
の
経
営
と
生
産
性
』
（
昭
和
三
十
三
年
刊
、
昭
和
三
十
年
上
期
－
同
三
十
二
年
上
期
分
を

　
掲
載
）
が
刊
行
さ
れ
た
と
い
わ
れ
る
が
、
い
ま
だ
原
物
を
確
か
め
て
い
な
い
。

（
4
）
　
本
稿
は
、
昭
和
五
十
三
年
度
財
団
法
人
島
原
科
学
振
興
会
研
究
助
成
金
に
よ
る
研
究
成
果
の
一
部
で
あ
る
。



二
　
戦
前
・
戦
時
わ
ボ
国
の
公
表
経
営
指
標

　
O
　
東
洋
経
済
新
報
社
調
査
に
お
け
る
公
表
経
営
指
標

　
は
じ
め
に
、
東
洋
経
済
新
報
社
調
査
を
取
り
あ
げ
る
二
と
に
し
よ
う
。
本
調
査
は
、
「
世
の
事
業
経
営
者
に
、
其
事
業
の
財
政
及
作
業

の
統
制
を
一
層
有
効
な
ら
し
む
べ
き
若
干
の
規
準
率
を
提
供
し
…
…
同
時
に
ま
た
或
会
社
に
財
政
的
関
係
を
持
ち
、
若
し
く
は
持
た
ん
と

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
パ
ェ
レ

す
る
者
－
銀
行
、
金
融
業
者
、
個
人
的
投
資
家
等
ー
に
対
し
て
（
其
会
社
の
内
容
を
判
断
す
る
）
助
け
を
与
へ
ん
と
す
る
」
臥
的
で
、
大

正
十
五
年
に
始
め
ら
れ
た
。
調
査
企
業
は
、
「
大
正
三
年
以
来
経
営
の
継
続
し
、
且
つ
諸
比
率
計
算
に
利
用
し
得
る
数
字
を
其
決
算
報
告

　
　
　
　
　
（
2
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
3
）

書
に
発
表
せ
る
」
一
一
事
業
の
代
表
的
事
業
会
社
七
五
社
で
あ
る
。
調
査
期
間
は
、
大
正
三
年
上
期
か
ら
昭
和
五
年
上
期
ま
で
の
三
三
期

に
わ
た
り
、
昭
和
七
年
に
一
括
し
て
調
査
結
果
の
公
表
が
行
わ
れ
た
。
「
大
正
三
年
上
期
を
起
点
と
し
て
採
つ
た
訳
は
、
わ
が
会
社
経
営

は
世
界
大
戦
を
経
て
、
今
日
異
常
の
世
界
的
恐
慌
に
巻
込
ま
れ
波
瀾
を
極
め
た
が
、
今
日
の
位
地
は
、
大
戦
前
に
比
較
し
て
果
し
て
ど
う

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ハ
　
レ

か
を
瞭
に
し
た
か
つ
た
か
ら
で
あ
る
。
」
調
査
資
料
と
し
て
は
、
決
算
報
告
書
が
用
い
ら
れ
た
。
以
上
の
よ
う
な
東
洋
経
済
新
報
社
調
査

に
お
い
て
採
択
さ
れ
た
経
営
指
標
を
示
せ
ば
、
第
1
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
第
－
表
か
ら
、
本
調
査
の
公
表
経
営
指
標
は
、
収
益
性
指
標

お
よ
び
安
全
性
指
標
の
二
つ
か
ら
な
る
こ
と
が
分
か
る
。

ω
　
三
菱
経
済
研
究
所
調
査
に
お
け
る
公
表
経
営
指
標

つ
ぎ
に
、
三
菱
合
資
会
社
・
三
菱
経
済
研
究
所
調
査
（
以
下
、

　
　
　
　
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標
　
　
　
、
、

三
菱
経
済
研
究
所
調
査
と
称
す
る
。
）
を
取
り
あ
げ
る
ア
｝
と
に
し
よ
う
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
五



第1表　東洋経済新報社調査における公表経営指標（その1）

〔収益性指標）

　　大3上～昭5上

①使用総資本利益率

　　当期利益金×2
　　期末使用総資本

　　大3上一昭5上
②　株主資本利益率

　　当期利益金×2
　　　期末株主資本

　　大3上～昭5上
③　平均払込資本利益率

　　当期利益金×2
　　　平均払込資本

　　大3上～昭5上
④営業収入構成比率

　　営業収入
　　収入合計

　　大3上～昭5上
⑤　其他収入構成比率

　　其他収入
　　収入合計

橋
大
学
研
究
年
報

商
学
研
究

22

　　大3上～昭5上
⑥営業支出構成比率

　　営業支出
　　支出合計

　　大3上～昭5上
⑦其他支出構成比率

　　其他支出
　　支出合計

　　大3上～昭5上

⑧固定資産回転率

　　営業収入×2

　　固定資産
　　大3上～昭5上

⑨手持商品回藪率

　　営業収入×2

手持商品

〔安全性指標〕

　　大3上～昭5王

①流動資産対流動負債比率

　　流動資産
　　流動負債

六



第1表　（その2）

わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標

　　大3上～昭5上
②　株主資本構成比率

　　　株主資本
　　使用総資本

　　大3上～昭5上
③外部負償構成比率

　　　外部負債
　　　使用総資本

　　大3上～昭5上
④払込資本対株主資本比率

　　　払込資本
　　　株主資本

　　大3上～昭5上
⑤　積立金対株主資本比率

　　　積立金
　　　株主資本

　　大3上～昭5上
⑥　固定資産構成比率

　　　固定資産
　　　資産総計

　　大3上～昭5上
⑦流動資産構成比率

　　　流動資産
　　　資産総計

　　大3上～昭5上
⑧社外分配率
　　　株主配当金十其他社外分配金

　　　　　　当期利益金

　　大3上～昭5上

⑨社内保留率
　　　社内保留金
　　　当期利益金

〔備考〕1）収益性指標の算式①剛⑦は百分率、⑥～⑨は回をもって表示する。安全性指標の算式

　　　　①飼⑨は百分率をもって衷示する。
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一
橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究
　
2
2
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
八

本
調
査
は
、
「
我
国
各
種
事
業
に
於
け
る
主
要
株
式
会
社
…
…
を
選
定
し
、
考
課
状
に
基
い
て
其
業
績
を
分
析
し
、
之
を
会
社
別
及
業
別
に

　
　
　
（
5
）

集
計
考
査
」
す
る
目
的
で
、
昭
和
三
年
上
期
か
ら
始
め
ら
れ
た
。
調
査
企
業
は
、
昭
和
三
年
上
期
か
ら
同
十
年
下
期
に
か
け
て
は
金
融
・

保
険
業
、
取
引
所
業
、
商
業
、
運
輸
・
倉
庫
業
、
製
造
工
業
、
鉱
業
、
瓦
斯
・
電
気
業
等
の
主
要
株
式
会
社
で
あ
り
、
同
十
一
年
上
期
か

ら
同
十
四
年
下
期
に
か
け
て
は
金
融
・
保
険
業
、
取
引
所
・
証
券
業
、
商
業
、
運
輸
・
倉
庫
業
、
製
造
工
業
、
鉱
業
、
瓦
斯
・
電
気
業
等

の
主
要
株
式
会
社
で
あ
り
、
同
十
五
年
上
期
か
ら
同
十
六
年
下
期
に
か
け
て
は
金
融
業
、
取
引
所
・
証
券
業
、
商
業
、
運
輸
・
倉
庫
業
、

製
造
工
業
、
鉱
業
、
瓦
斯
・
電
気
業
等
の
主
要
株
式
会
社
で
あ
り
、
ま
た
、
同
十
七
年
上
期
か
ら
同
十
八
年
上
期
に
か
け
て
は
金
融
業
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
6
）

取
引
所
・
証
券
業
、
商
業
、
運
輸
・
倉
庫
業
、
製
造
工
業
、
鉱
業
、
瓦
斯
業
等
の
主
要
株
式
会
社
で
あ
っ
た
。
調
査
期
間
は
、
し
た
が
っ

て
、
昭
和
三
年
上
期
か
ら
同
十
八
年
上
期
ま
で
の
一
二
期
に
わ
た
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
以
降
は
、
戦
時
中
の
諸
困
難
の
た
め
、
調
査
が
中

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
7
）

絶
さ
れ
た
。
昭
和
三
年
上
期
が
起
点
と
し
て
選
ぱ
れ
た
事
情
は
定
か
で
な
い
。
調
査
資
料
と
し
て
は
、
考
課
状
が
用
い
ら
れ
た
。
以
上
の

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
8
）

よ
う
な
三
菱
経
済
研
究
所
調
査
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た
経
営
指
標
を
示
せ
ば
、
第
2
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
第
2
表
か
ら
、
本
調
査
の
公

表
経
営
指
標
は
、
収
益
性
指
標
お
よ
ぴ
安
全
性
指
標
の
二
つ
か
ら
な
る
こ
と
が
分
か
る
。

　
匂
　
日
本
興
業
銀
行
調
査
に
お
け
る
公
表
経
営
指
標

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
9
）

　
さ
い
ご
に
、
日
本
興
業
銀
行
調
査
を
取
り
あ
げ
る
こ
と
に
し
よ
う
。
本
調
査
は
、
「
本
邦
銀
行
会
社
の
事
業
成
績
を
明
か
に
」
す
る
目

的
で
、
昭
和
十
一
年
上
期
か
ら
始
め
ら
れ
た
。
調
査
企
業
は
、
昭
和
十
一
年
上
期
か
ら
同
十
六
年
下
期
に
か
け
て
は
金
融
業
、
取
引
所
・

証
券
業
、
電
気
・
瓦
斯
業
、
運
輸
・
通
信
業
、
鉱
業
、
製
造
工
業
、
農
林
・
水
産
業
、
商
業
お
よ
び
雑
業
の
主
要
企
業
で
あ
り
、
同
十
七



　　　　　　第2表　三菱経済研究所調査における公表経営指標（その1）

　　　　　　　　　　（金融・保険業，取引所・証券業を除く）

　　　〔収益性指標〕

　　　　昭3上～18上

　　①使用総資本収益率

　　　　　純益金x2
　　　　　使用総資本

　　　　昭3上～18上

　　②株主資本収益率
　　　　　純益金×2

　　　　　株主資本

　　　　昭3上～18上

　　③払込資本収益率
　　　　　純益金×2

　　　　　払込資本

　　　　昭3上～18上

　　④使用総資本回転率

　　　　　収入X2
　　　　　使用総資本

　　　　昭3上～13上
　　⑤　株主資本回転率

　　　　　収入×2
　　　　　株主資本

　　　　昭3上～18上
　　⑥　払込資本回転率

　　　　　収入×2
　　　　　払込資本

　　　　昭3上～18上

　　⑦固定資産回転率
　　　　　収入×2
　　　　　固定資産

　　　　昭3上～13上

　　⑧流動資産回転率

　　　　　収入×2
　　　　　流動資産

　　　　昭3上～18上

　　⑨手持品回転率
　　　　　収入X2
　　　　　手持品

　　　　昭3上～10下　　　昭11上～18上
九⑩固定資産償却率一固定資産償却率

　　　　　償却高×2　　　 ｛賞却高×2
　　　　　固定資産　　　 固定資産＋償却高一未成工事

わ

が
国

の

公
表
経
営
指
標



第2表（その2）

〔安全性指標〕

吐聾
顧
昭
倣

　　昭3上～18上

②流動比率
　　　流動資産
　　　流動負債

③

昭3上～18上

固定比率

　固定資産

株主資本

　　昭3上～18上

④株主資本構成比率

　　　株主資本
　　　使用総資本

　　昭3上～18上

⑤　社外負債構成比率

　　　社外負償
　　　使用総資本

率
産

　
比
資

翫
定～
産
固

上
資
3
定
昭
固

‘

⑥

使用総資本一整理勘定

昭3上～18上

流動資産構成比率

　　流動　資産

辱
ノ

⑦

使用総資本一整理勘定

　　昭3上～18上

⑧配当率
　　　株主配当金×2

　　　平均払込資本金

　　昭3上～18上

⑨社外分配率
　　　株主配当金十役貝賞与金

　　　　純益金十減資益其他

　　昭3上～18上

⑩社内保留率
　　　積立金十繰越金増減

　　　純益金十減資益其他

〔備考〕1）収益性指標の算式①”③，⑭は百分率，④創⑥は回をもって衷示する。安全性指標の

　　　　　算式①解⑩は百分率をもって衷示する。

ノ

、
一

橋
大
学
研
究
年
報

商
学
研
究

22

○



　　　　　　第3表　日本興業銀行調査における公表経営指標

〔収益性指標〕

．．昭11上～15下　　　　昭坦上一了18下

1）株主資本利益率一自己資本利益率
　　　純益金×2　　　　　純益金×2

　　　株主探本　　　　自己資本

　　昭11上～18下

2）払込資本利益率
　　　純益金×2

　　　払込資本金

〔安全性指標〕

　　昭11上～18下

①配当率
　　　配当金×2

　　　払込資本金

　　昭11上～18下

②社内留保率
　　　社内留保額
　　　純　益　金

．〔備考〕1）収益性指標の算式①解②瞳百分率をもって表示する。安全性指標の算式①酎②は百分

　　　　　率をもって專示する。

．
①
　
　
　
②

　
わ
が
国
砂
公
表
経
営
指
標

年
上
期
か
ら
同
十
八
年
下
期
に
か
け
て
は
金
融
業
、
取
引
所
・
証

券
業
、
電
気
・
瓦
斯
業
、
運
輸
・
通
信
業
、
鉱
業
、
製
造
工
業
、

農
林
・
水
産
業
、
商
業
、
雑
業
の
主
要
企
業
お
よ
び
統
制
会
社
で

　
（
1
0
）

あ
っ
た
。
調
査
期
間
は
、
し
た
が
っ
て
、
－
昭
和
十
一
年
上
期
か
ら

同
十
八
年
下
期
ま
で
の
ニ
ハ
期
に
わ
た
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
以
降

は
、
三
菱
経
済
研
究
所
調
査
の
揚
合
と
同
様
、
戦
時
中
の
諸
困
難

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
U
）

の
た
め
、
調
査
が
中
絶
さ
れ
た
。
昭
和
十
一
年
上
期
が
起
点
と
し

て
選
ば
れ
た
事
情
は
定
か
で
な
い
。
調
査
資
料
と
し
て
は
、
昭
和

十
五
年
下
期
以
降
に
限
っ
て
い
え
ば
、
営
業
報
告
書
が
用
い
ら
れ

た
が
、
同
十
五
年
上
期
以
前
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
は
分
明
で
な
い
。

以
上
の
よ
う
な
日
本
興
業
銀
行
調
査
．
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た
経
営

指
標
を
示
せ
ば
、
第
3
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
第
3
表
か
ら
、
本

調
査
の
公
表
経
営
指
標
は
、
収
益
性
指
標
お
よ
び
安
全
性
指
標
の

二
つ
か
ら
な
る
こ
と
が
分
か
る
。

一
一



第4表　戦前・戦時わが国の公表経営指標の対照表

収益性指標

東洋経済新報社調査 三菱経済研究所調査 日本興業銀行調査

使用総資本利益率

株主資本利益率

平均払込資本利益率

営業収入構成比率

其他収入構成比率

営業支出構成比率

其他支出構成比率

固定資産回転率

手持商品回転率

使用総資本収益率’

株主資本収益率

払込資本収益率

使用総資本回転率

株主資本回転率

払込資本回転率

固定資産回転率

流動資産回転率

手持品回転率

固定資産償却率

自己資本利益率

（株主資本利益率）

払込資本利益率

橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究

22

安全性指標

東洋経済新報社調査 三菱経済研究所調査 日本興業銀行調査

流動資産対流動負債比率

株主資本構成比率

外部負債構成比率

払込資本対株主資本比率

積立金対株主資本比率

固定資産構成比率

流動資産構成比率

社外分配率

社内保留率

収支比率

流動比率

固定比率

株主資本構成比率

社外負債構成比率

固定資産構成比率

流動資産構成比率

配当率

社外分配率

社内保留率

配当率

社内留保率

〔備考〕1）初出指標の名称は（）内に記載した。



　
㈲
　
戦
前
・
戦
時
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標

　
以
上
を
要
す
る
に
、
戦
前
・
戦
時
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標
は
、
東
洋
経
済
新
報
社
調
査
、
三
菱
経
済
研
究
所
調
査
お
よ
ぴ
日
本
興
業

銀
行
調
査
に
み
る
限
り
、
収
益
性
指
標
お
よ
び
安
全
性
指
標
の
二
つ
か
ら
成
っ
て
い
た
、
と
言
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。

　
と
こ
ろ
で
、
叙
上
の
三
調
査
が
思
い
お
も
い
の
視
点
か
ら
採
択
し
て
き
た
経
営
指
標
の
一
つ
ひ
と
つ
に
つ
い
て
、
精
確
な
比
較
を
試
み

る
こ
と
は
、
き
わ
め
て
む
つ
か
し
い
。
な
ぜ
な
ら
経
営
指
標
の
分
母
・
分
子
を
構
成
す
る
勘
定
科
目
な
ど
の
内
容
に
は
、
微
妙
な
相
違
が

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
飢
）

み
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
だ
が
、
そ
の
比
較
結
果
を
示
せ
ば
、
お
よ
そ
第
4
表
の
よ
う
に
、
こ
れ
を
纏
め
る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
。

　
　
（
1
）
　
東
洋
経
済
新
報
社
（
編
）
『
事
業
会
社
経
営
効
率
の
研
究
』
東
洋
経
済
新
報
社
、
昭
和
七
年
、
序
、
一
頁
。

　
　
（
2
）
　
東
洋
経
済
新
報
社
（
編
）
、
前
掲
書
、
序
、
二
頁
。

　
　
（
3
）
　
本
調
査
で
は
、
調
査
企
業
選
定
の
基
準
は
、
「
大
正
三
年
以
来
経
営
の
継
続
し
、
且
つ
諸
比
率
計
算
に
利
用
し
得
る
数
字
を
其
決
算
報
告
書

　
　
　
に
発
表
せ
る
も
の
」
（
前
掲
書
、
序
、
二
頁
）
に
求
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
も
、
こ
の
基
準
に
よ
っ
て
選
定
さ
れ
た
企
業
は
、
「
何
れ
も
我
国
事
業

　
　
　
を
代
表
す
る
所
の
も
の
」
（
前
掲
書
、
序
、
二
頁
）
と
解
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
が
、
そ
の
根
拠
は
分
明
で
な
い
。

　
　
　
　
調
査
企
業
数
の
内
訳
は
、
第
5
表
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
（
4
）
　
東
洋
経
済
新
報
社
く
編
）
、
前
掲
書
、
九
頁
。

　
　
（
5
）
　
三
菱
経
済
研
究
所
（
編
）
『
本
邦
事
業
成
績
分
析
』
昭
和
八
年
上
期
版
、
序
書
。

　
　
　
　
こ
こ
に
「
其
業
績
を
分
析
し
、
之
を
会
社
別
及
業
別
に
集
計
考
査
」
す
る
と
い
う
文
言
は
、
「
各
会
社
別
又
は
各
業
類
別
の
営
業
成
績
及
ぴ
財

　
　
　
政
状
態
を
相
互
に
比
較
対
照
し
易
か
ら
し
め
る
こ
と
」
（
例
え
ぱ
、
昭
和
七
年
上
期
版
、
凡
例
、
一
頁
）
と
も
言
い
換
え
ら
れ
て
い
る
。

　
　
　
　
ち
な
み
に
、
本
調
査
の
目
的
は
、
は
じ
め
、
つ
ぎ
の
よ
う
に
表
現
さ
れ
て
い
た
。

　
　
　
　
　
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
三



第5表　東洋経済新報社調査の営業期別調査企業数

一
橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究

大8

上下

大7

上下

大6

上下
5
下

，
大
上

大4

上下

大3

上下
75　75

38　38

75　75

38　38

75　75

38　38

75　75

38　38

75　75

38　38

75　75

38　38

U
下
大
上

大13

上下

75　75

38　38

75　75

38　38

大12
上　下

75　75

38　38

11
大
上

75　75

38　38

大10
上　下

75　75

38　38

大9

上下

75　75

38　38

22
昭5

上

昭4

上下
75

8
75　75

38　38

昭3

上　下

75　75

38　38

昭2

上　下

75　75

38　38

昭1

上　下

75　75

38　38

調　査企　業
（うち製造工業）

調　査　企　業

（うち製造工業）

調　査　企　業

（うち製造工業）

備考〕1）本調査は年度調査の形をとっている。上期，下期の内容については明示かない。

　　　2）　11駆梁の内訳は，紡績会社10社，肥料会社4社，洋灰会社10社，製粉会社2社，

　　　　　製糖会社6社，製紙会社3社，麦酒会社3社，炭威会社5社，電燈会社10社，電力

　　　　　会社10社・電鉄会社12社となっている・

　　　3）　大正3年上期一同7年下期の調査企彙には，一部年1回決算企業が含まれている。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
山
四

　
　
「
本
調
査
ハ
各
種
事
業
二
於
ケ
ル
主
要
株
式
会
社
四
百
五
十
六
社

　
ヲ
選
定
シ
、
考
課
状
二
基
キ
其
業
績
ヲ
分
析
シ
、
之
ヲ
業
別
的
二
集
計

　
考
査
シ
タ
ル
モ
ノ
ト
ス
。
」
（
三
菱
合
資
会
社
資
料
課
（
編
）
『
本
邦
事

　
業
成
績
分
析
調
査
』
自
昭
和
三
年
上
期
至
昭
和
五
年
下
期
版
、
例
書
）

（
6
）
　
本
調
査
に
お
け
る
調
査
企
業
選
定
の
基
準
は
、
少
し
も
明
ら
か

　
で
な
い
。
し
か
し
、
第
6
表
か
ら
、
選
定
さ
れ
た
企
業
は
主
要
株
式

　
会
社
を
な
す
、
と
解
し
て
差
し
支
え
な
い
で
あ
ろ
う
。

　
　
調
査
企
業
数
の
内
訳
は
、
第
7
表
の
と
お
り
で
あ
る
。

（
7
）
　
そ
れ
は
財
政
表
と
も
呼
ば
れ
て
い
る
。

（
8
）
　
金
融
業
（
銀
行
業
）
、
保
険
業
、
取
引
所
業
、
証
券
業
お
よ
ぴ

　
産
業
会
社
の
そ
れ
ぞ
れ
に
関
し
て
採
択
さ
れ
た
経
営
指
標
は
、
ど
れ

　
も
み
な
同
じ
だ
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
。
第
2
表
で
は
、
他
機
関
の

　
調
査
と
の
比
較
上
、
産
業
会
社
に
関
し
て
採
択
さ
れ
た
経
営
指
標
の

　
み
を
掲
げ
る
こ
と
に
し
た
。

（
9
）
　
日
本
興
粟
銀
行
調
査
課
（
編
）
『
主
要
銀
行
会
社
事
業
成
績
』

　
昭
和
十
二
年
下
期
版
、
二
頁
。

（
1
0
）
　
本
調
査
で
は
、
昭
和
十
四
年
下
期
以
降
、
調
査
企
業
選
定
の
基

　
準
は
、
公
称
資
本
金
一
〇
〇
万
円
以
上
の
も
の
に
限
る
、
と
明
示
さ



第6表調査企業払込資本金の全国株式会社払込資本金に対する割合

わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標

営業期

上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上

3
　
4
　
5
　
6
　
7
　
8
　
9
　
1
0
　
n
　
1
2
　
1
3
　
1
4
　
1
5
　
1
6
　
1
7
　
1
8

昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭
昭

　全国株式会社　　　　　　　調査企業　　　　　（21の（1）に対

社　数　　〔11払込資本金　社　数　　（2）払込資本金　　する割合

6
1
1
0
0
0
0
1
1
9
9
0
0
7
7
7
7
4
4
2
2
6
6
4
4
6
6
7
7
2
2

9
8
8
3
3
5
5
4
4
4
4
1
1
6
6
7
7
6
6
5
5
6
6
9
9
6
6
9
9
9
9

6
9
9
2
2
9
9
3
3
6
6
0
0
7
7
9
9
2
2
7
7
2
2
2
2
1
1
4
4
1
1

7
7
7
8
8
8
8
9
9
9
9
0
0
0
0
1
1
3
3
4
4
6
6
8
8
3
3
5
5
8
8

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
3
3
3
3

10，222，810干円一

10，748，047

10，748，047

11，198，114

11，198，114

11，753，891

11，753，891

11，844，392

11，844，392

11，854，068

11，854，068

11，889，927

11，889，927

12，338，632

12，338，632

13，440，733

13，440，733

14，197，243

14，197，243

15，248，024

15，248，024

17，654，517

17，654，517

20，053，797

20，053，797

23，014，045

23，014，045

25，799，199

25，799，199

27，834，981

27，834，981

2
8
8
7
3
0
6
9
1
5
2
8
2
8
2
6
2
0
0
0
0
0
4
5
4
0

9
6
5
0
1
0
7
7
7
7
7
7
7
7
7
7
7
5
5
5
5
5
4
2
2
4

3
　
　
3
3
4
4
4
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3

，一
円

5，233，318

5，148，902

5，018，600

5，163，314

5，228，236

5，235，091

5，519，029

5，591，778

6，035，235

6，139，834

6，265，887

6，567，626

6，771，003

7，208，860

7，712，009

8，081，928

8，515，408

8，592，977

9，030，186

9，574，793

10，286，370

10，976，160

11，384，985

10，329，368

10，756，121

11，541，000

％

　
　
　
7
　
　
8
4
6
1
2
4
0
9
8
6
9
7
8
6
0
2
7
0
7
7
7
1
0
6
5

　
　
　
鉦
　
　
　
＆
2
。
翫
生
生
ε
7
，
8
、
9
。
6
。
8
。
乳
α
α
よ
＆
絃
凱
7
。
4
7
4
0
8
L

　
　
　
4
　
　
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
5
5
5
4
4
4
4
4
4
4
4
3
4

五，〔鵬〕・）本灘昭和3年上期紺剛8年上期版の各「調査会社の範囲」欄に掲載の資夢1から作

　　　　　成したものである0
　　　　2）全国株式会社のデータは商工大臣官房統剖課（編）『会社統計衷』各年版による。



第7表　三菱経済研究所調査の営業期別調査企業数

一
橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究

昭3　　昭4　　昭5　　昭6　　昭7　　昭8

上下上下上下上下上下上下
386　　410　　392　　414　　386　　401　　368　　358　　402　　414　　400　　376

206　　204　　206　　206　　205　　203　　197　　191　　215　　218　　211　　184

　昭9　昭10　昭11　昭12　昭13　昭14

上下上下上下上下上下上下
379　　371　　375　　372　　378　　372　　378　　372　　376　　372　　350　　372

205　　180　　202　　184　　219　　196　　218　　195　　219　　199　　199　　199

22

昭　15　　　　日召　16　　　　日召　17　　　　昭　18

上下上下上下上
350　　350　　350　　344　　325　　324　　340

199　　199　　199　　193　　191　　191　　209

調査企業
（うち製造工業）

調査企業
（うち製造工業）

調査企業
（うち製造工業）

備考〕　1）　本調査は年度調査の形をとっている。上期は3月岬8月・下期は9月一翌年2月を意

　　　　　味する。

　　　2）　本衷の調査企業数（昭和3年上期一同18年上期版の各r凡例』欄に掲載の資料から

　　　　　作成）と第6衷のそれとの間には・一部食違いが見られる。

　　　3）　昭和3年上期一同13年下期および同14年下期の調査企業には・年1回決算企桑が含

　　　　　まれているo

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
六

　
れ
る
に
い
た
っ
た
が
、
同
十
四
年
上
期
以
前
に
つ
い
て
は
、

　
そ
れ
は
分
明
で
な
い
。

　
　
調
査
企
業
数
の
内
訳
は
、
第
8
表
の
と
お
り
で
あ
る
。

（
1
1
）
　
こ
の
間
の
事
情
を
、
日
本
興
業
銀
行
調
査
部
（
編
）

　
『
本
邦
主
要
会
社
業
績
調
査
　
そ
の
一
　
製
造
工
業
の
部
』

　
（
工
業
新
聞
社
、
昭
和
二
十
二
年
刊
）
は
、
つ
ぎ
の
よ
う
に

　
述
ぺ
て
い
る
。

　
　
「
昭
和
二
十
年
五
月
本
行
機
構
改
革
に
伴
ふ
調
査
部
解
体

　
と
共
に
、
本
調
査
は
一
時
中
止
す
る
の
止
む
な
き
に
至
つ
た
。

　
恰
も
当
時
完
成
し
て
ゐ
た
昭
和
十
九
年
上
半
期
調
査
が
焼
失

　
（
原
稿
を
印
刷
会
社
に
送
附
中
）
し
た
為
、
刊
行
物
は
昭
和

　
十
八
年
下
半
期
の
調
査
を
以
つ
て
最
後
と
な
つ
た
。
」
（
は
し

　
が
き
、
二
頁
）

　
　
三
　
戦
後
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標

0
　
大
蔵
省
調
査
に
お
け
る
公
表
経
営
指
標

　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
－
）

は
じ
め
に
、
大
蔵
省
調
査
を
取
り
あ
げ
る
こ
と
に
し
よ
う
。



’

第8表　日本興業銀行調査の営業期別調査企業数

　昭11　　　昭12　　　昭ユ3　　　昭14

上下上下上下上下1，310　－　1，437　1，475　1，470　1，540　1，615　1，765

465　　　－　　　　462　　　493　　　524　　　566　　　609　　　679

　昭15　　　昭16　　　昭17　　　昭18

上下上下上下上下1，743　　1，789　　1，652　　1，559　　1，721　　1，768　　1，626　　1，647

686　　　　747　　　　699　　　　699　　　　762　　　　780　　　　747　　　　761

調査企業
（うち製造工業）

調査企業
（うち製造工業）

わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標

〔備考〕　1）　本調査は年度調査の形をとっている。上期は3月～8月，下期は9月一翌年2月を意

　　　　　味する。

　　　2）昭和14年下期～同18年下期の調査企業には，年1回決算企業が含まれている。

　　　3）　昭和11年下期欄に一を付したのは，同期版の原物か本学図轡館，経済研究所，産

　　　　　粟経営研究所にも，東京大学経済学部，国立国会図杏館，銀行図書館，日本興彙銀行

　　　　　資料センターにも所蔵されていないため，碗認できなかったことによるo

本
調
査
は
、
わ
が
国
の
営
利
法
人
の
資
産
・
負
債
・
資
本
お
よ
び
損
益
状

況
等
に
関
す
る
調
査
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
営
利
法
人
の
実
態
を
把
握
す

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
2
×
3
）

る
目
的
で
、
昭
和
二
十
三
年
か
ら
始
め
ら
れ
た
。
調
査
対
象
法
人
は
、
昭

和
二
十
三
年
に
お
い
て
は
金
融
業
を
含
む
全
産
業
の
営
利
法
人
で
あ
り
、

同
二
十
四
年
に
お
い
て
は
鉱
業
、
建
設
業
、
製
造
業
お
よ
び
卸
売
・
小
売

業
の
営
利
法
人
で
あ
っ
た
が
、
昭
和
二
十
五
年
以
降
に
お
い
て
は
金
融
・

保
険
業
を
除
く
全
産
業
の
営
利
法
人
が
調
査
対
象
法
人
と
さ
れ
て
い
る
。

い
ず
れ
の
年
ま
た
は
年
度
に
あ
っ
て
も
、
こ
の
調
査
対
象
法
人
が
母
集
団

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
4
）

と
な
り
、
そ
の
中
か
ら
調
査
法
人
が
選
定
さ
れ
た
。
調
査
期
間
は
、
し
た

が
っ
て
、
昭
和
二
十
三
年
か
ら
現
在
す
で
に
＝
二
期
に
及
ん
で
い
る
。
昭

和
二
十
三
年
が
起
点
と
し
て
選
ば
れ
た
事
情
は
定
か
で
な
い
。
調
査
資
料

と
し
て
は
、
調
査
法
人
が
調
査
項
目
に
自
計
記
入
し
た
調
査
票
が
、
当
初

か
ら
変
わ
る
こ
と
な
く
用
い
ら
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
業
種
の
分
類
は
、

昭
和
二
十
三
年
に
つ
い
て
は
昭
和
二
十
二
年
臨
時
国
勢
調
査
お
よ
ぴ
事
業

所
統
計
調
査
に
使
用
さ
れ
た
業
種
分
類
表
に
よ
っ
て
行
わ
れ
た
が
、
昭
和

二
十
四
年
以
降
に
つ
い
て
は
日
本
標
準
産
業
分
類
に
よ
っ
て
、
そ
れ
が
行

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
七



　　　　　　第9表　大蔵省調査における公表経営指標（その1）

〔収益性指標）

　　昭23～24　　　　　　　　　　　　　昭27～42　　　　　昭43～49

①総資本純損益率一（昭25～26欠〉一一総資本純利益率一→総資本純利益率一→

　　昭23　　　　　　　昭24　　　　　　　　　　　　　　　　昭34～42

②自己資本利益率一→自己資本純損益率一（昭25～33欠）一→自己資本純利益率一一

　　　　純利益　　　　　　　純損益　　　　　　　　　　　　　　　　純利益

　　　期末自己資本　　　期末自己資本　　　　　　　　　　　　期末自己資本

　　　　　昭43～49　　　　　　　　昭50～

　　　　　自己資本純利益率一→自己資本経常利益率

　　　　　　　　当期純利益　　　　　　　　経常利益
　　　　　　期首・末自己資本÷2　　　期首・末自己資本÷2

　　昭24～26　　　　　　　　　　　日召27～42　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日召44～

③　総資本営業損益率一総資本営業利益率一（昭43欠）一一→総資本営業利益率

　　　営業損益　　　　　　営業利益　　　　　　　　　　　　　　営業利益
　　　期末総資本　　　　　　期末総資本　　　　　　　　　　　　期首・末総資本÷2

　　昭23　　　　　　　　昭24

④純損益売上高比率一→純損益営業収入比率一（昭25～26欠）一

　　　純損益　　　　　　　　　　　純損益
　　　営業収入　　　　　　営菜収入十価格差補給金

　　　　　昭27～33　　　　昭34～42　　　昭43～49　　　昭50～
　　　　営業収入純利益率・一→売上高純利益率一→売上高純利益率一→売上高経常利益率

　　　　　　　　純利益　　　　　純利益　　　　　当期純利益　　　　経常利益
　　　　　　営業収入十補助金　　　売上高　　　　　　　売上高　　　　　　売上高

　　昭24　　　　　　　　　　昭25～26　　　　　　　　昭27～33

⑤営業損益営業収入比率一営業損益営業収入比率一→営業収入営業利益率一→

　　　　　　営業損益　　　　　　　営業損益　　　　　　　　　営業利益
　　　営業収入十価格差補給金　　営業収入十補助金　　　　　営業収入十補助金

　　　　　昭34～

　　　　　売上高営業利益率

　　　　　　営業利益
　　　　　　売上高

　　昭23　　　　　　　　　　昭44～49　　　　　　　　　　　　　＿
⑥原価売上高比率一（昭24～43欠〉一→売上高原価率八
　　　営業収入一純損益　　　　　　　　　　売上原価

　　　　　営業収入　　　　　　　　　　　売上高

　　　　純損益　　　　　　　　　　　　　　　純利益　　　　　　　　当期純利益　　　　　　橋

　　　期末総資本　　　　　　　　　　　　　期末総資本　　　　　期首・末総資本÷2　　　　大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学
　　　　　昭50～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研
　　　　　総資本経常利益率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　究

　　　　　　　　経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年

　　　　　　期首味総資本÷2　　　　　　　　　　　　　　　報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22
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九

　　　　　　　　　　　　第9表　（その2）

昭24

人件費営業収入比率

　人件費
　営業収入

昭24

支払賃借料営業収入比率

　支払賃借料

　営業収入

昭24

租税公課営業収入比率

　租税公課

　営業収入

昭24

その他の経営費用営業収入比率

　その他の経営費用

　　　営業収入

昭43～49

売上商金融費屠比率

　支払利息・割引料

　　売　上　高

昭43～49

売上高設備投資率
　　（当期末有形固定資産一前期末有形固定資産）＋減価償却費（會特別償却費）

　　　　　　　　　　　　売　　　　上　　　　　高

　　　日召23～24　　　　　　　0召25～33　　　　　　　　　　　日召34～42　　　　　　　　昭43～

⑬総資産回転率一→総資本回転率一一一→総資本回転率一→総資本回転率

　　　営業収入　　営業収入十補助金　売上商　　 売上高
　　　総資産　　　　　　期末総資本　　　　　期末総資本　　　　期首・末総資本÷2

」

　　　日召24　　　　　　　　　　　　日召25～26

⑭借入資本回転率一→借入資本回転串

　　　　営業収入　　　　　営業収入十補助金

　　　期末借入資本　　　　　期末借入資本

　　　昭23～24　　　昭25～33　　　　昭34～42
⑮固定資産回転率一→固定資産回転率一一→固定資産回転率

　　　営業収入　　　　営業収入十補助金　　売上高
　　　　固定資産　　　　　　　固定資産　　　　　固定資産

　　　昭50～

⑯　有形固定資産回転率

　　　　　　　　売　　　上　　　高
　　　　期首・末有形固定資産（除建設仮勘定）÷2



第9表　（その3）

　　H召24　　　　　　　　　　　　圓召25～26　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭34～42

⑰流動資産回転率一→流動資産回転率一（昭27～33欠）一→流動資産回転率

　　　営業収入　　　　　営業収入十補助金　　　　　　　　　　売上高
　　　流動資産　　　　　　　　流動資産　　　　　　　　　　　　流動資産

　　日召23　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭27～33　　　　　　　　　　　昭34～42

⑱棚卸資産回転率一（昭24～26欠〉一→棚卸資産回転率一一→棚卸資産回転率

　　　営業収入　　　　　　　　　営業収入＋補助金　　売上商
　　　棚卸資産　　　　　　　　　　　　　　　棚卸資産　　　　　棚卸資産

　　昭43～

⑲棚卸資産回転期問

　　　期首・末棚∫印資産÷2

　　　　　売上筒÷12

⑳

昭43～49

売推順権回転期間

　期首・ 末売掛金（含受取手形y÷2

⑳

　　　　　売上高÷12

昭50～

買掛金回転期間

　期首・末（支払手形十買掛金）÷2

　　　　　売上高÷12

昭50～

売掛金回転期間

　期首・末（受取手形＋売掛金）÷2

　　　　　売上高÷12

⑳減価償却率
　　昭24～26

有形固定資産（除土地）十無形固定資産

　　　減　価　償　却　費

（昭27～28欠）一

⑳

昭29～33

減価償却率

有形固定資産（除土地）十無形固定資産
　　　減価　償　却　費

昭34～42

減価償却率

有形固定資産（除土地）十無形固定資産十減価償却費
　　　　　　減価　償　却　費

激価償却率
昭43～49

　有形固定資産（除建設仮勘定）十無形固定資産十減価償却費

昭50～

減価償却率

　　　　　減　　価　　償　　却　　費

　　　　　　減　　価　　償　　却　　費

　その他の有形固定資産＋無形固定資産十減価償却費

昭24

固定資産補順率

　減価償却費十修繕費

　　固　定　資　産

橘
大
学
研
究
年
報

商
学
研
究
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　第9表（その4）

　　　〔安全性指標〕

　　　　　日召23　　　　　　　　　　　　　　　　日召25

　　①当座比率一（昭24欠）一→当座比率一〔昭26～33欠）一→
わ
が　　　　　当座資産　　　　　　　　当座資産

国　　　　　負　偵　　　　　　　流動負債

の昭34～49　昭50～公
表　　　　　　　当座比率　　　　　　　　　　　　当座比率

経　　　　　　　　現金・預金＋売掛金（含受取手形）　　現金・預金十受取手形＋売掛金＋有価証券

営　　　　　　流動負償　　　　　　 流動負債
指
　　　　　日召23～24　　　　日召25－42　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B召50～
標
　　②流動比率一→流動比率一（昭43～49欠）一→流動比率

　　　　　流動資産　　　流動資産　　　　　　　　　　　流動資産

　　　　　　負　債　　　流動負債　　　　　　　　　　　流動負債

　　　　　昭23一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　　③固定比率
　　　　　固定資産
　　　　　　自己資本

　　　　　昭34～42

　　④長期適合比率
　　　　　　固　定　資　産
　　　　　固定負債十自己資本

　　　　　昭23　　　　　　　　　　　　昭27～33　　昭34～38　　昭39～42
　　⑤　自己資本負債比率一く昭24～26欠）一→負債比率一→負債比率一→負債比率

　　　　　　負　債　　　　　　　　　　　　　　　負　償　　　借入資本　　　負　債
　　　　　　自己資本　　　　　　　　　　　　　　自己資本　　　自己資本　　　自己資本

　　　　　昭33～42　　　　　　　　　　　　日召43～

　　⑥　自己資本総資本比率一→自己資本比率

　　　　　　自己資本　　　　　　　　自己資本

　　　　　総資本　　　　　　　総資本

　　　　　昭23　　　　　昭24～32
　　⑦負債総資本比率一→借入資本総資本比率

　　　　　負　債　　　　　　借入資本

　　　　　総資本　　　　　　総資本

　　　　　昭23
　　⑧借入金総資本比率

　　　　　借入金
　　　　　総資本

＿　　　　昭23

二　⑨営業債務総資本比率

　　　　　営業債務
　　　　　総資本



　　　　　　　　　　　　　　第9表（その5）

　　昭23

⑩その他負債総資本比率

　　　その他負債

　　　総　資　本

　　昭23～42

⑪固定資産総資産比率

　　　固定資産

　　　総資産

　　昭23
⑫当座資産総資産比率

　　　当座資産

　　　総資産

　　昭23～24

⑬棚卸資産総資産比率

　　　棚卸資産

　　　総資産

　　昭43～49　　　　　　　　昭50
⑭売欄責権対買掛債務比率一→信用供与率

　　　売掛金（含受取手形）　　　　受取手形十売掛金

　　　買掛金（含支払手形〉　　　　　支払手形十買掛金

　　昭51～

⑮信用供与率
　　　受取手形十売掛金十受取手形割引残高

　　　　　　　支払手形十買掛金　，

　　昭50～

⑯手元流動性
　　　期首・末（現金・預金十有価証券）÷2

売　　上　　高

　　昭50～

⑰借入金利子率

　　　　　　　　支　払　利 息　・　割　引　料
　　　期首・末（短期・長期借入金十社債十受取手形割引残高）÷2

　　日召23　　　　　　　　　　　　　　　　　　日召43～49　　　　　　　　　　　　　日召50～

⑱配当率一（昭24～42欠）一→配当率　　　 配当率

　　　配当額　　　　　　　　　　配　当　金　　　　　中間配当額＋配当金、
　　　払込資本　　　　　　　　　期首・末資本金÷2　　　期首・末資本金÷2

　　昭43～49　　　　　　　　　　　　　　　　昭50～
⑲配当性向

法人税等引当後当期純損益十繰越利益剰余金調整額
　　　　　　　配　　当　　金

配当性向

中間配当額＋配当金

　　当期利益

橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究
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日召34～42　　　　　昭43～49

わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標

⑳社内留保率一→社内留保率
社内留保　　　法人税等引当後当期純損益十繰越利益剰余金調整額一（配当金十役貝賞与）

純利益　　　　　法人税等引当後当期純損益十繰越利益剰余金調整額

　　昭50～

　　社内留保率

　　当期利益一（中間配当額十配当金十役員賞与）

　　　　　　　当　　期　　利　　益

〔生産性指標〕

　　昭26～33　　　昭34～42　　　　　昭43～

①労働生産性一ゆ付加価値生産性一→従業貝1人当り付加価値額

　　　純所得　　　付加価値　　　　　　付加価値額

　　　従業貝数　　　従業員数　　　　　　従業貝数

　　昭23　　　　　　　　　　　　　　昭24

②役員・従業員1人当り営業収入一→労働者1人当り営業収入
　　　　営業収入　　　　　　　　　　　　営業収入十固定資産振替高

　　　役員・従業貝数　　　　　　　　　　　　従　業　員　数

　　　　　昭26～33　　　　　　　昭34～42
　　　　　労働者1人当り営業収入一一→従業貝1人当り売上商

　　　　　　営業収入十固定資産振替高　　　売上商十固定資産振替高

　　　　　　　　従業貝数　　　　従業員数
　　昭50～

③設備投資効率
　　　　　　　　付加価値額

（昭25欠）一→

期首・末有形固定資産（除建設仮勘定）÷2

　　昭44～49

④労働装備率

昭50～

労働装備率

⑤

期首・末（有形固定資産＋土地一建設仮勘定）÷2　　　期首・末有形固定資産（除建設仮勘定）÷2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従　業　員　数　　　　従　　業　　貝

昭26～32

所得率

昭34～49

　純　所得

数

　昭33

純所得率

営業収入十固定資産振替高　　　営業収入十固定資産振替高

付加価値率

　昭50～

純　所得

⑥＝一

　　　売上高十固定資産振替高

昭26～27

人件費付加価値率

　役員給料手当十従業員給料手当

　　　　　付加価値

　　　　絶　　所　　得

付加価値率

　付加価値額

　　　　売上高

昭28～33

人件費付加価値率

　役貝給料手当十従業員給料手当十福利費

　　　　　純　　所　　得



　　　　　　　　　　　　　　　第9表（その7）

　　昭34～49

⑦従業員人件費付加価値率

　　　従業員給料手当＋福利費
　　　　　イ寸’　力日　f面　　f直

〔備考〕　1）　勘定科目のうち，資産・負債およぴ資本，損益およぴ剰余金処分状況等に関するもの　　　橋

　　　　　　は，r財務諸衷等の用語，様式及ぴ作成方法に関する規則（昭和25年証券取引委員会大
　　　　　　規則第18号）」（昭和26年解同37年）およぴr財務諸表等の用語，様式及ぴ作成方法　　学

　　　　　　に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（同38年～Mこ準拠し，費用に関する研
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　究
　　　　　　ものは・本調査独自の用瓢様式および作成方法を採用している・年
　　　　2）収益性指標の算式①飼⑫・⑫飼⑳は百分亀⑬一⑬は回・⑲一⑳は月をもって表示す報

　　　　　　る。安全性指標の算式①僧⑯，⑰飼⑳は百分率，⑯は月をもって表示する。生産性指

　　　　　　標の算式①一②，④は円，③，⑤一⑦は百分率をもって表示する。商
　　　　3）昭和43年一同49年の期首・末平均は，前年度と当年度の期末計数の平均であるが，　　学

　　　　　　同50年以降のそれは，当年度調査における前期末と当期末の計数の平均である。研
　　　　4）r純損益」，r純利益」，r当期純利益」繊びr齢利益」は，いず紬税引前のもの　究

　　　　　　であることに注意されたい0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22
　　　　5）　純所得（昭26）＝役員給料手当＋従業員給料手当十動産・不動産賃借料＋支払利子・

　　　　　　　　割引料＋営業損益＋租税公課

　　　　　　純所得（昭29）＝付加価値（昭34）＝役員給料手当＋従粟員給料手当＋福利費＋動

　　　　　　　　産・不動産賃借料十支払利子・割引料＋営業純益十租税公課

　　　　　　付加価値（昭50）＝営業純益（営粟利益一支払利息・割引料）＋役員給与＋従’業員

　　　　　　　　給与＋福利厚生費＋支払利息・割引料＋動産・不動産賃借料＋租税公課

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
二
四

　
　
　
（
5
）

わ
れ
て
い
る
。
以
上
の
よ
う
な
大
蔵
省
調
査
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た
経

営
指
標
を
示
せ
ば
、
第
9
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
第
9
表
か
ら
、
本
調

査
の
公
表
経
営
指
標
は
、
収
益
性
指
標
、
安
全
性
指
標
お
よ
び
生
産
性

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
6
）

指
標
の
三
つ
か
ら
な
る
こ
と
が
分
か
る
。

　
◎
　
通
商
産
業
省
調
査
に
お
け
る
公
表
経
営
指
標

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
7
）

　
つ
ぎ
に
、
通
商
産
業
省
調
査
を
取
り
あ
げ
る
こ
と
に
し
よ
う
。
本
調

査
は
、
わ
が
国
の
主
要
企
業
の
実
態
を
把
握
す
る
こ
と
に
よ
り
、
わ
が

国
経
済
の
動
向
、
企
業
経
営
の
一
般
動
向
お
よ
び
個
別
業
種
の
動
向
を

判
断
し
、
産
業
施
策
立
案
上
の
参
考
に
資
す
る
目
的
で
、
昭
和
二
十
五

　
　
　
　
　
　
　
　
（
8
）

年
下
期
か
ら
始
め
ら
れ
た
。
調
査
企
業
は
、
昭
和
二
十
五
年
下
期
に
お

い
て
は
鉱
業
、
製
造
業
、
商
業
お
よ
ぴ
公
益
事
業
の
主
要
企
業
で
あ
り
、

同
二
十
六
年
上
期
か
ら
同
二
十
七
年
上
期
に
か
け
て
は
鉱
業
、
製
造
業
、

商
業
、
公
益
事
業
、
陸
運
・
海
運
業
、
水
産
業
、
倉
庫
業
、
興
業
お
よ

ぴ
土
建
業
の
主
要
企
業
で
あ
り
、
同
二
十
七
年
下
期
か
ら
同
三
十
六
年

下
期
に
か
け
て
は
鉱
業
、
製
造
業
、
商
業
、
公
益
事
業
、
陸
運
・
海
運
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五

第10表　通商産業省調査における公表経営指標（その1）

〔収益性指標〕

　　昭25下～29下

①総資本利益率
　　　　　　　　当期利益金X2

昭30上～36下

総資本利益率

　　　　　当期純禾1∫益金×2

〔期首総資本（除社外分配）＋期末総資本）＋2　　〔期首総資本（除社外分配）＋期末総資本〕÷2

　昭37上～38下

総資本利益率

　　　　　期首・末（資本十負債十受取手形割引高・裂書譲渡高）÷2

　　　　　昭44下～49下　　　　　　　　’昭50～

　　　　　総資本収益率一一一一一総資本収益率
　　　　　　　当期経常利益×2　　　　　　　　経常利益
　　　　　期首・末（資本十負債）÷2　　　期首・末総資本÷2

　　昭50～

②経営資本収益率
　　　　　　　　　　　経　常　利　益

　　　　　　　　　　　　　　当期純利益×2

（昭39上～44上欠）一

　　　期首・末総資本÷2一（投資その他の資産十建設仮勘定）

　　昭37上～38下　　　　　　　　　　　　　昭44下～49下

③　自己資本利益率一（昭39上～44上欠）一→自己資本収益率

　　　当期純利益×2　　　　　　　　　　　　　　　当期経常利益×2
　　　期首・末資本÷2　　　　　　　　　　　期首・末（資本＋利益留保性引当金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十税引後当期純利益）÷2
　　　　　昭50～

　　　　　自己資本収益率

　　　　　　　　　　経常利益
　　　　　　期首・末（資本十特定引当金）÷2

　　昭50～

④長期資本利益率
　　　　　　　　　経　常　利　益
　　　期首・末（資本十特定引当金十固定負債）’÷2

　　昭25下～29下　　　　　　昭30上～36下

⑤　資本金利益率一一一→資本金利益率
　　　　当期利益金×2　　　　　当期純利益金×2

　　　期首・末資本金÷2　　　　期首・末資本金÷2

　　昭50～

⑥　償却前総資本収益率

　　　経常利益十減価償却費

　　　期首・末総資本÷2

　　昭50一

⑦利子支払前総資本収益率

　　　経常利益十金融費用

　　　期首・末総資本÷2



　　昭50～

⑧総資本総利益率’

　　　　　売上総利益

第10表　（その2）

　　　期首・末総資本÷2

　　昭50～

⑨　総資本営業利益率

　　　　　営業利益
　　　期首・末総資本÷2

　　昭50～
⑩経営資本営業利益率

　　　期首・末総資本÷2一（投資その他の資産十建設仮勘定）

　　昭39上～44上　　　　　　　　　　　　　　　　　昭50一

⑪総資本純利益率　　　〔昭44下～49下欠）一→総資本税引後当期利益率

　　　　税引後当期純利益×2　　　　　　　　　　　　　　税引後当期利益
　　　期首・末（資本十負債）÷2　　　　　　　　　　　　　期首・末総資本÷2

　　昭50～

⑫自己資本税引後当期利益率

　　　　　・　税引後当期利益

　　　期首・末（資本十特定引当金）÷2

　　昭37上～38下

⑬税引企業利潤率
　　　　　　　（当期純利益一法人税十金融費用）×2

　　　　　　　　　　営　業　利　益

　　　期首・末（資本十負債十受取手形割引高・裏書譲渡高）÷2

　　昭25下～29下　　昭30上～36下　　　昭37上～38下

⑭売上高利益率一→売上高利益率一→純利益率　　（昭39上～44上欠）一｝

　　　当期利益金　　　当期純利益金　　　　当期純利益

　　　　売上高　　　　　　売上高　　　　売上高一物品税

　　　　　昭44下～49下　　　昭50～

　　　　　売上高利益率一→売上高利益率

　　　　　当期経常利益　　　経常利益

　　　　　　純売上高　　　　売上高

　　昭50～

⑮償却前売上商利益率

　　　経常利益十減価償却費

　　　　　　売上高

　　昭50～

⑯利子支払前売上高利益率

　　　経常利益十金融費用

　　　　　売上高
　　昭37上～38下　　　　昭39上～49下　　　　昭50一

⑰売上総利益率一一一→売上商総利益率一一売上高総利益率

　　　　売上総利益　　　　売上総利益　　　　　売上総利益
　　　売上高一物品税　　　　純売上高　　＿　　　売上高
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　　昭37上～38下　　　　　　　　　　　昭44下～49下　　　　　昭50～

⑱　営業利益率一（昭39上～44上欠）一→売上商営業利益率一→売上高営業利益率

　　　　営業利益　　　　　　　　　　　営業利益　　　　　　営業利益
　　　売上高一物品税　　　　　　　　　　純売上高　　　　　　　売上高

　　昭39上～44上　　　　　　　　　　　　昭50～

⑲売上商純利益率→昭44下～49下欠）一→売上商税引後当期利益率

税引後当期純利益

　　純売上高

税引後当期利益

　　売上高

　　昭50～

⑳総費用対総収益比率
　　　売上原価十販売費・一般管理費十営業外費用

　　　　　　　　売上高十営業外収益

　　昭50～

⑳売上商営業費用比率
　　　売上原価＋販売費・一般管理費

　　　　　　売　　上　　高

　　昭30上～36下　昭37上～38下

⑳　売上原価率一→売上原、価率

　　　売上原価　　　売上原価一物品税

　　　売上高　　　売上高一物品税

　　昭37上～38下

⑳管理販売費率
　　　一般管理費・販売費

　　　　売上高一物晶税

　　昭37上～38下

⑳　営業外収益率

　　　　営業外収益

　　　売上高一物贔税

　　昭37上～38下

⑳営業外費用率
　　　　営業外費用

　　　売上高一物品税

　　昭37上～38下

⑳減価償却費率 （昭39上～49下欠）一→

固定資産・繰延勘定（除土地，建設仮勘定，投資）当期償却額

　　　売　　上　　高　　　　　物　　品　　税

七

昭50～

減価償却費負担率

　当期減価償却費

　　売　上　高

　　昭37上～38下

⑳修繕費率
　　　　修　繕　費

　　　売上高一物品税



　　　　　　　　　　　　　　第10表（その4）

　　　昭37上～38下

⑳広告宣伝費率
　　　　広告宣伝サーピス費

　　　　売上高一物品税

　　　昭37上～38下

⑳金融費用率
　　　　　金融費用

　　　売上高一物品税

　　昭50～
⑳純金融費用負担率

　　　金融費用一金融収益

　　　　　売　上　高

　　昭37上～38下

⑳試験研究費率

　　　　試験研究費
　　　売上高一物品税

　　昭37上　　　　　　　　昭37下～38下

⑫　人件費率一一一一一一→人件費率　　　　　　　　　　　（昭39上～49下欠）一→

　　　　人　件　費　　　　　報酬給料手当十福利厚生費
　　　売上高一物品税　　　　　　売上高一物品税

　　　　　昭50～

　　　　　人件費負担率

　　　　　　人件費
　　　　　　亮上高

　　昭37上～38下

⑬　租税公課率

　　　租税公課

　　　売上高

　　昭25下～29下　　　　　　　　　　　昭30上～36上

⑭　金融費用対利子支払前純利益比率一→金融費用対利子支払前純利益比率一→

　　　　金融費用　　　　　 金融費用
　　　当期純利益十金融費用　　　　　　　　　純利益金十金融費用

　　　　　昭36下～38下

　　　　　金融費用対利子支払前純利益比率

　　　　　　　金　融　費　用

　　　　　　当期純利益十金融費用

　　昭50～

⑳　純金融費用対総費用比率

　　　　　　　　金融費用一金融収益
　　　売上原価十販売費・一般管理費十営業外費用

　　昭25下～36下

⑯　金融費用対売上総原価比率

　　　　　　　　金　融　費　用
　　　売上原価十一般管理費・販売費十金融費用
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第10表　（その5）

　
　
2

　
　
×
　
高

　
　
上

下
率
売

36

～
回

下
本

25
昭
総

一
〔期首総資本（除社外分配）十期末総資本〕÷2

　昭37上～38下

総資本回転率

（売上高　物品税》×2
期首・末（負債資本合計十受取手形割引高・裏｛囎良渡高）÷2

　　　昭39上～49下

　　総資本回転率
　　　　　　純売上高×2
　　　　期首・末負債資本合計÷2

昭44下～49下

＠　自己資本回転率

昭50～

総資本回転率

　　　売　上　高

　期首・末総資本÷2

　　　期首・末（利益留保性引当金十資本十税引後当期純利益）÷2

　　　　　昭50～

　　　　　自己資本回転率

　　　　　　　　　　　売　上　高
　　　　　　期首・末（特定引当金＋資本）÷2

　　昭50～

⑳他人資本回転率
　　　　　　　　売　上　高

　　　期首・末負償（除特定引当金）÷2

　　昭25下～36下

⑩　固定資産回転率　　　　　　　　　　　　　（昭37上～38下欠）一→

　　　　　　　　売　上　高　×　2
　　　期首・末固定資産（除建設仮勘定，投資）÷2

　　　　　昭39上～49下　　　　　　　昭50～

　　　　　固定資産回転率一固定資産回転率
　　　　　　　　純売上高×2　　　　売上高
　　　　　　期首・末固定資産÷2　　　期首・末固定資産÷2

　　昭30上～36下　　　　　　　　　　　　昭37上～38下

⑳有形固定資産回転率　　　 有形固定資産利用度（売上高による）

　　　　　　　　売上高×2　　　　　　　　売上・商×2
　　　有形固定資産（除土地，建設仮勘定）　　　期首・末有形固定資産（除土地，建設仮勘定）÷2

　　　　　　　　　　　　　　　昭50
　　　　　（昭39上～49下欠）一→有形固定資産回転率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売　　上　　高
　　　　　　　　　　　　　　　　期首・末（有形固定資産一建設仮勘定）÷2

　　　　　昭51～

　　　　　有形固定資産回転率

　　　　　　　　　売　上　高
　　　　　　期首・末有形固定資産÷2

　　　　　　　　　　　　売　　　　　×　　　　　　　　　　　　　　　　高　　　　　　　　　　純　　　　　　　　　　　　　　上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2



　　　　　　　　　　　　　　第10表　（その6）

　　昭44下～49下　　　　　　　昭50～

⑫　流動資産回転率一一・一一一→流動資産回転率

　　　　　純売上商×2　　　　売上高
　　　期首・末流動資産÷2　　　期首・末流動資塵÷2

　　昭25下～36上　　　　　　　　　　　　　　　　昭39上～49下

⑬棚卸資産回転率、．　　（照36下づ8下匁一→棚卸資産回転率一一一一
　　　　　売上高×2　　　　　　　　　　　　　　　　　　純売上高×2

　　　期首・末棚卸資産÷2　　　　　　　　　　’　期首・末棚卸資産÷2

　　　　　昭50～

　　　　棚卸資産回転率

　　　　　　　　売　上　高

　　　　　期首・末棚即資産÷2

　　昭25下～29下　　　　　　　　　　　　　　　　　昭50～

⑭　当座資産回転率　　　　　（昭30上～49下欠）一→当座資産回転率

　　　　　売上高×2　　　　　　　　　売上商
　　　期首・末当座資産÷2　　　　　　　　　　　　　期首・末当座資産÷2

　　昭25下～29下

⑮　受取債権回転率一一（昭30上～38下欠）一→
　　　　　　売　上商　×　2
　　　期首・末（売掛金十受取手形）÷2

　　　　　昭39上～49下　　　　　　　　　　　　昭50

　　　　売上債権回転率　　　　　　　　　　売上債権回転率

　　　　　　　純売上商×2　　　　　売上高
　　　　　　期首・末（受取手形十売掛金）÷2　　　期首・末（受取手形十売掛金）÷2

　　　　　昭51～

　　　　売上債権回転率
　　　　　　　　　　　売　　上　　高
　　　　　　期首・末（受取手形十売掛金ナ割引手形）÷2

　　昭39下～49下　　　　　　　　　　　　昭50～
⑯　買入債務回転率　　　　　　　　　　　買入債務回転率

　　　　　　　純売上商×2　　　　売上商
　　　期首・末（支払手形十買掛金）÷2　　　期首・末（支払手形十買掛金）÷2

　　昭37上～38下

⑰　総資本回転期間

　　　期首・末（資産合計十受取手形割引高・裏書譲渡高）÷2

　　　　　　　　売　　上　　高　　X　　2

　　昭37上～38下

⑯　固定資産回転期間

　　　期首・末（固定資産一建設仮勘定一投資）÷2

　　　　　　売　　上　　高　　×　　2

　　昭37上～38下

⑲現金預金回転期間
　　　期首・末現金預金÷2

　　　　　売上高X2
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　　　　　　　　　　　　　　　第10表（その7）

　　昭37上～38下

⑩一製（商）品回転期間

　　　期首・末製（商）品棚卸高÷2

　　　　（売上高一物品税）X2

　　昭37上～38下

⑪　仕掛品回転期間

　　　　期首・末仕掛品棚卸高÷2

　　　当期材料費十当期製品製造原価

　　昭37上～38下

⑫　原材料回転期間

　　　期首・末原材料棚卸高÷2

　　　　　当期材料費X2

　　昭37上～38下

⑩売掛債権回転期間
　　　期首・末（受取手形十売掛金一前受金十受取手形割引高・裏書談渡高）÷2

　　　　　　　　　　　　売　　上　　高　　X　　2

　　昭37上～38下

⑭　売掛金回転期間

　　　期首・末（売掛金一前受金）÷2

　　　　　　　売上高X2

　　昭37上～38下

⑮　買掛債務回転期間

　　　期首・末（支払手形十買掛金一前渡（払）金十受取手形裏書譲渡高一建設関係支払手形）÷2

　　　　　　　　　　　　（当期商品仕入高十当期材料仕入高等）X2

　　昭37上～38下

⑯　買掛金回転期間

　　　　　期首・末（貿掛金一前渡（払）金）÷2

　　　（当期商品仕入高十当期材料仕入高等）X2

　　昭25下～36下

⑰　固定資産減価償却率一一一一一一一一一一一一一一く昭37上～49下欠）一→

　　　　　　　　　　減価償却費×2

⑱

有形固定資産（除土地，建設仮勘定）十無形固定資産十減価償却費

　　昭50～

　　減価償却率

　　　　　　　　　　　当期減価償却費
　　　　有形固定資産一土地一建設仮勘定十無形固定資産十繰延資産十当期減価償却費

昭37上～38下

有形固定資産減価償却率

　有形固定資産（除土地，建設仮勘定）当期償却額×2

有形固定資産（除土地，建設仮勘定）＋当期償却額

　昭39上～40上

有形固定資産減価償却率

有形固定資産期末取得原価（除非償却資産〉一有形固定資産減価償却累計額

　一非償却資産十有形固定資産当期減価償却額

　　　　　　有形固定資産当期減価償却額×2



第10表　（その8）

昭40下～44上

有形固定資産減価償却率

　　　　　　有形固定資産期末取得原価（除非償却資産）一有形固定資産減価償却累計額　　　　　＿

　　　　　　　＋有形固定資産当期減価償却額橋
　　　　　昭44下～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学

　　　　　有形固定資産減価償却率研
　　　　　　　　　　　　有形固定資産当期減価償却費究
　　　　　　有形固定資産一土地一建設仮勘定＋有形固定資産当期減価償却費　　　　　　　　　年

　　昭37上～38下　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報

⑲　有形固定資産修繕費率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商

　　　　　　　　修繕費　×　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学

　　　有形固定資産（除土地，建設仮勘定）＋当期償却額研
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　究
〔安全性指標〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22
　　昭25下～32下　　　　　　昭33上～41下　　昭42上～44上

①当座比率一→当座比率一→当座比率
　　　　　当座資産　　　当座資産　　　　当座資産
　　　流動負債十引当金　　　　流動負債　　　　流動負債十特定引当金中納税引当金等

　　　　　昭44下～

　　　　　当座比率

　　　　　　当座資産

　　　　　　流動負債

　　昭25下～32下　　　　　　昭33上～39下　　昭40上～44上

②流動比率一一→流動比率一一→流動比率
　　　　　流動資産　　　　　　流動資産　　　　　　　　　流　動　資　産

　　　流動負債＋引当金　　　　流動負債　　　　流動負債十特定引当金中納税引当金等

　　　　　昭44下～

　　　　流動比率
　　　　　　流動資産
　　　　　　流動負債

　　昭25下～36下昭37上～38下昭39上～39下昭40上～44上

③固定比率一→固定比率一→固定比率一→固定比率

　　　固定資産　　　資　本　　　固定資産　　　　　　　固　　定　　資　　産

　　　自己資本　　固定資産　　　自己資本　　　自己資本十特定引当金中価格変動準備金等

　　　　　昭44下～49下　　　　　　　　　　　　　　　昭50～

　　　　固定比率　　　　　　　　　　　　　　　　　固定比率

　　　　　　　　　　固　定　資　産　　　 固定資産

　　　　　　　　　　　　　　有形固定資産当期減価償却額

利益留保性引当金十資本十税引後当期純利益　　特定引当金十資本

　　昭25下～36下

④固定長期適合率

　　　　　　固　定　資産
　　　自己資本十社債十長期借入金

昭37上～38下　　　　　昭39上～39下

長期資本固定比率一固定長期適合率一→
　固定負債十資本　　　　　固　定　資　産

　　固定資産　　　　自己資本十固定負債
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自己資本十特定引当金中価格変動準備金等十固定負債十特定引当金中固定負債的なもの

昭44下～49下

固定長期適合率

　　　　　　固

昭50～

利益留保性引当金十資本十税引後当期純利益十固定負償

　　　　　　　　　　　　　　　　　昭50～

　　　　　　　　定　　資　　産

固定長期適合率

固　定　資産

ρ

昭44下～49下

負債比率 率
負
比債負

特定引当金十資本十固定負債

⑥

⑦

　利益留保性引当金十資本十税引後当期純利益

昭50～

流動負債比率

　　　流動負債

　特定引当金十資本

昭50～

固定負債比率

　　　固定負債

　特定引当金十資本

昭39上～39下　　　昭40上～44上

　　　　　　　　　　　債　　　　　　　負

⑧自己資本比率一一→自己資本比率

　　　　自己資本

特定引当金十資本
　　　　債

負債資本合計

　　昭44下～49下

　　自己資本比率

自己資本十特定引当金中価格変動準備金等

　　　負　慣　資　本　合計

⑨

利益留保性引当金十資本十税引後当期純利益

　　　　　　負償資本合計

昭50

売上債権比率

昭50～

自己資本比率

　特定引当金十資本

　　　総資本

受取手形十売掛金十割引手形残高

　　　　売上高÷12

昭51～

売上債権比率

　受取手形＋売掛金＋割引手形

　　　　売上高÷12

　　　　昭50～
　　⑩買入債務比率
　　　　　支払手形十買掛金
　　　　　　　売上高÷12

　　　　　昭50　　　　　　　　　昭51～
　　⑪売上債権対買入債務比率一一一→売上債権対買入債務比率
三　　　　　受取手形十売掛金十割引手形残高　　　　受取手形十売掛金十割引手形

三　　　　　　　　支払手形十買掛金　　　　　　　　　支払手形十買掛金

⑫

昭50～

買入債務対棚卸資産比率

　支払手形十買掛金

棚卸資産



　　　　　　　　　　　　　　第10表　（その10）

　　昭50　　　　　　　　　昭51～
⑬割引手形残高対受取手形比率一→割引手形対受取手形比率

　　　　　割弓し手形残高　　　　　　　　　　割引手形

　　　受取手形＋割引手形残高　　　　　受取手形十割引手形　　　　　　　　　　　　　　一

　　昭50～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　橋

⑭手元流動性比率　　　　　　　　　　　　　　 大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学
　　　現金・預金＋有価証墜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研

　　　　　亮上高÷12　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　究
　　昭50～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年
⑮在庫率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報

　　　棚卸資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商
　　　売上高÷12　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　究⑯利子対有利子負債比率　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭39上～49下欠）一→

　　　　　　　　　　　金融費用x2　　　　　　　　　　22
期首・末（短期借入金十社偵十長期借入金十受取手形割引高）÷2

昭50～

借入金利子率

　　　　　　　　金 融 費　　用

期首・末（短期借入金十長期借入金十割引手形十社債）÷2

　　昭50

⑰借入金依存度
期首・末（短期借入金＋長期借入金十割引手形十社債）÷2

　　　　　期首・末総資本÷2

昭51～

借入金依存度

　期首・末（短期借入金十長期借入金十割引手形十社債）÷2

　　　　　　　　　　　期首・末総資本÷2十割引手形

　　昭25下～38下　　　　　　昭39上～40上　　　　昭40下～44上　　　　　昭44下～48上

⑱配当率　　　　配当率一配当率一→配当率一一一
　　　　　配当金×2　　　　　配当金X2　　　　　　配当金×2　　　　配当金×2
　　　期首・末資本金÷2　　　期中平均資本金　　　期首・末資本金÷2　　　資本金

　　　　　昭48下～49下　　　　昭50　　　　　　昭51～

　　　　配当率一一→配当率一→配当率

　　　　　　1繋21響｛羅憲欝響）

　　昭37上～38下　　　　　　昭39上～49下　　　　　昭50～

⑲配当性向一→配当性向一一一一一一→配当性向

　　　　　配当金　　　配当金　　 配当金　　　　　三
　　　当期純利益一法人税税引後当期純利益税引後当期利益四
　　昭44下～49下　　　　　　昭50～

⑳社外分配率一一→社外分配率
　　　配当金十役員賞与金　　　配当金十役貝賞与

　　　税引後当期純利益　　　　税引後当期利益
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⑳内部留保率

期首・末（負債資本合計＋受取手形割引高・裏書韻渡高）÷2

　　昭37下～38下

　　　　　　社　内　留　保　×　2

総資本社内留保率

期首・末（負債資本合計十受取手形割引高・蛮書談渡高）÷2
　　　　　　　社内留保×2

昭39上～42下

社内留保率

税引後当期未処分利益剰余金一前期繰越利益剰余金

　　　　　社　内　留　保　×　2

昭43上～44上

社内留保率

　税引後当期純利益＋繰越利益剰余金増加高一繰越利益剰余金減少高

昭44下～49下　　　　　　　　　　　　　昭50～

社内留保率　　　　　　　　　　　　社内留保率
　税引後当期純利益一（配当金＋役貝賞与金）　　税引後当期利益一（配当金十役貝賞与）

　　　　　税引後当期純利益　　　　　　　　　　　税引後当期利益

　　　　　　　　　社　内　留　保　×　2

　　昭50

⑳償却前社内留保率
（当期減価償却費十税引後当期利益）一（配当金十役貝賞与）

　　　　　　　　税引後当期利益

昭51～

償却前社内留保率

　（当期減価償却費十税引後当期利益）一（配当金十役貫賞与）

　　　　　　税引後当期利益十当期減価償却費

〔生産性指標〕

昭30上～36下　　　　　昭37上～38下 昭39上～49下 昭50～

①粗

昭30上～36下

②労働装備率

昭37上～38下

労働装備率

五

有形固定資産（除土地，建設仮勘定）　期首・末有形固定資産（除土地，建設仮勘定）÷2

　　　従業員数　　　　　　期首・末従業貝数÷2
昭39上～44上

資本装備率

期首・末有形固定資産÷2

　期首・末従業貝数÷2

昭44下～

資本装備率

　期首・末（有形固定資産一建設仮勘定）÷2

期首・末従業員数÷2
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昭30上～36下　　　　　昭37上～38下　　　　　　　　昭39上～49下

！！「灘射

　　　　　昭50～

　　　　　粗付加価値労働生産性

　　　　　　　　粗付加価値額
　　　　　　期首・末従業貝数÷2

　　昭37上～38下

④従業貝1人当り生産額
　　　　　生　産　額
　　　期首・末従業員数÷2

　　昭30上～36下　　　　　　　昭37上～38下

⑤従業員1人当り売上高一→従業貝1人当り売上高一一（昭39上～44上欠）一一レ

　　　売上高　　　　　　　　　　　売　上　高
　　　従業員数　　　　　　　　期首・末従業員数÷2

　　　　　昭44下～49下　　　　　　昭50～

　　　　　従業貝1人当り売上商一→従業貝1人当り売上高

　　　　　　　　純売上商　　　　　　　　売上高
　　　　　　期首・末従業員数÷2　　　期首・末従業員数÷2

　　昭30上～35下　　　　　　　昭36上

⑥従業貝1人当り純利益金一→従業貝1人当り当期純利益臼→

　　　純利益金　　　　　　　　　純利益金
　　　従業員数　　　　　　　　　従業貝数

　　　　　昭36下　　　　　　　　　　　昭37上～38下

　　　　従業員1人当り当期純利益一→従業員1人当り当期純利益r
　　　　　　当期純利益　　　　　　　　　　　　当期純利益

　　　　　　従業員数　　　　　　　　　　期首・末従業員数÷2

　　　　　　　　　　　　　　昭50～
　　　　（昭39上～49下欠）一一←従業員1人当り経常利益

　　　　　　　　　　　　　　　　　経常利益
　　　　　　　　　　　　　　　期首・末従業員数÷2

　　昭50～
⑦従業貝1人当り総資本（資本集約度）

　　　期首・末総資本÷2

　　　期首・末従業員数÷2

　　昭30上～36下

⑧従業員1人当り有形固定資産

　　　有形固定資産（除土地，建設仮勘定）

　　　　　　　従　業貝　数
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　　　　　　　　　　　　　　第10表　（その13）

　　昭30上～36下　　　　　　　　　　　　昭37上～38下

難緩1ゴ

　　　　　昭39上～44上　　　　　　　　昭44下～49下

　　　　　粗付加価値設備生産性一一→粗付加価値設備生産性

　　　　　　　　粗付加価値額×2　　　　　　粗付加価値額×2
　　　　　　期首・末有形固定資産÷2　　　期首・末（有形固定資産一建設仮勘定）÷2

　　　　　昭50～
　　　　　粗イ寸力口価値設備生産性

　　　　　　　　　　　粗付加価値額
　　　　　　期首・末（有形固定資産一建設仮勘定）÷2

　　昭50～

⑩粗付加価値総資本生産性
　　　　粗イ寸力ロ価f直額

　　　期首9末総資本÷2

　　昭37上～38下
⑪有形固定資産利用度（生産額による）

　　　　　　　　　　生　　産　　額
　　　期首・末有形固定資産（除土地，建設仮勘定）÷2

　　昭30上～36下　　　　　　昭37上　　　　　　　　　昭37下～38下

⑫従業員1人当り入件費一→従業貝1人当り人件費一・従業員1人当り人件費

　　　人件費　　　　　　　人件費十賞与金　　　報酬給料手当十福利厚生費
　　　従業員数　　　　　　　　期首・末従業貝数÷2　　　　期首・末従業員数÷2

　　　　　　　　　　　　　　　昭44下　　　　　　　　　　昭45上～49下

　　　　　　（昭39上～44上欠）一→従業員1人当り人件費一→従業員1入当り人件費一→

　　　　　　　　　　　　　　　　　　人件費　　　 入件費×2
　　　　　　　　　　　　　　　　期首・末従業貝数÷2　　　期首・末従業貝数÷2

　　　　　昭50～
　　　　　従業貝1人当り人件費

　　　　　　　　人　件　費
　　　　　　期首・末従業貝数÷2

　　昭36上～36下　　　昭37上　　　　　　　　　　　昭37下～38下
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　　　　　　　　　　　　　　　第10表　（その14）

　　　　　昭39上～

　　　　　労働分配率

　　　　　　　人件費
　　　　　　粗f寸カロ価4直額

　　昭37上　　　　　　　　　　　昭37下～38下

⑭人件費対税引付加価値比率一→人件費対税引付加価値比率

　　　　人件費＋賞与金　　　　　　報酬給料手当十福利厚生費
　　　付加価値一租税公課　　　　　　　　付加価値一租税公課

　　昭37上　　　　　　　　　　昭37下～38下

⑮人件費率（生産額による）一→人件費率（生産額による）

　　　人件費＋賞与金　　　　　　　報酬給料手当十福利厚生費

　　　　　生産額　　　　　　　　　　　　　生　産　額

　　昭37上～38下　　　　　　　　　　　　　昭39上～49下

⑯資本分配率　　　　　　資本分配率
　　　金融費用（除金融投資収益）十配当金　　　純金融費用十配当金十当期減価償却費

　　　　　　　付　加　価　値　　　　　　　　　　　　　粗付加価値額

　　　　　昭50　　　　　　　　　昭51～
　　　　　資本分配率　　　　　　　　　　　　資本分配率

　　　　　　金融費用十配当金十当期減価償却費　　　純金融費用十配当金十当期減価償却費

　　　　　　　　　　粗付力ロ価f直額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　粗付加価f直額

　　昭37上～38下

⑰利子配当対税引付加価値比率

　　　金融費用（除金融投資収益）十配当金

　　　　　　付加価値一租税公課

　　昭37上～38下

⑱　設備費対粗付加価値比率

　　　粗付加価値一付加価値

　　　　　粗付加価値

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
三
八

業
お
よ
ぴ
土
建
業
の
主
要
企
業
で
あ
り
、
同

三
十
七
年
上
期
か
ら
同
三
十
八
年
下
期
に
か

け
て
は
鉱
業
、
製
造
業
、
商
業
お
よ
び
公
益

事
業
の
主
要
企
業
で
あ
っ
た
が
、
昭
和
三
十

九
年
上
期
以
降
に
お
い
て
は
鉱
業
、
製
造
業
、

商
業
、
公
益
事
業
お
よ
び
サ
ー
ビ
ス
業
の
主

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
9
）

要
企
業
が
調
査
企
業
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ

ら
の
主
要
企
業
は
、
い
ず
れ
も
同
省
所
管
の

業
種
に
属
し
て
い
る
。
調
査
期
間
は
、
し
た

が
っ
て
、
昭
和
二
十
五
年
下
期
か
ら
現
在
す

で
に
五
三
期
に
及
ん
で
い
る
。
昭
和
二
十
五

年
下
期
が
起
点
と
し
て
選
ば
れ
た
事
情
は
定

か
で
な
い
。
調
査
資
料
と
し
て
は
、
昭
和
三

十
年
上
期
か
ら
同
三
十
六
年
下
期
ま
で
は
営

業
報
告
書
が
、
同
三
十
七
年
上
期
か
ら
同
三

十
八
年
下
期
ま
で
は
有
価
証
券
報
告
書
が
そ



　　　　　　　　　　　　　　　第10表（その15）

　　昭37上～38下

⑲留保対付加価値比率

　　　社内留保
　　　付加価値

　　昭37上～38下

⑳税対付加価値比率

　　　租税公課
　　　イ寸力01面｛直

　〔備考〕　1）　勘定科目の分類は，原則としてr企梁会計原則（昭和24年経済安定本部企藁会計基

　　　　　　準審議会中間報吉）」，r財務諸衷準則（同上）」（昭和25年下期一同38年上期）およぴ

　　　　　　r財務諸衷等の用語，様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）・

　　　　　　同取扱要領』（同38年下期～）に準拠している。

　　　　2）収益性指標の算式①周⑭・⑰一⑧は百分率，⑳一⑯は回，⑰一⑭は月をもって表示す

　　　　　　る。安全性指標の算式①一⑥，⑭～⑬，⑯周⑫は百分率，⑨～⑩，⑭一⑭は月をもっ

　　　　　　て表示する。生産性指標の算式①，⑨一⑪，⑬一⑳は百分率，②～⑧，⑫は円をもっ

　　　　　　て表示する。

　　　　3）　昭和50年以降については，年1回決算を前提としている。

　　　　4）期首・末平均にいう期首の計数が，前期末のそれと同じものであるかどうかは，定か

　　　　　　でない。
　　　　5）　r当期利益金」，r当期純利益金あr当期純利益」，r当期経常利益」およぴr経常利益」

　　　　　　は，いずれも税引前のものであるが，r税引後当期純利益」およぴr税引後当期利益』

　　　　　　は，ともに税弓1後のものてあることに注意されたい。

　　　　6）付加価値（昭37上）＝人件費＋賞与金＋金融費用（除金融投資収益）

　　　　　　　　　＋配当金十社内留保＋租税公課

　　　　　　粗付加価値（昭37上）＝付加価値＋有形固定資産減価償却費

　　　　　　　　　＋固定資産売却差損益十修繕費十有形固定資産賃借料保険料

　　　　　　粗付加価値額（昭44下）＝税引後当期純利益十人件費十租税公躁

　　　　　　　　　＋地代・家賃＋特許使用料＋純金融費用＋減価償却費

　　　　　　粗付加価値額（昭50）＝税引後経常利益＋人件喪＋租税公課＋賃借料

　　　　　　　　　十特許使用料＋純金融費用＋減価償却費

わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標

れ
ぞ
れ
用
い
ら
れ
た
が
、
こ
れ
も
昭
和
三
十
九

年
上
期
か
ら
有
価
証
券
報
告
書
の
様
式
を
基
準

と
す
る
調
査
票
に
切
換
え
ら
れ
、
そ
し
て
同
四

十
四
年
下
期
か
ら
再
び
有
価
証
券
報
告
書
に
戻

っ
て
い
る
。
だ
が
、
昭
和
二
十
五
年
下
期
か
ら

同
二
十
九
年
下
期
に
か
け
て
ど
の
よ
う
な
調
査

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
1
0
）

資
料
が
用
い
ら
れ
た
か
は
、
定
か
で
な
い
。
さ

ら
に
、
業
種
の
分
類
は
、
昭
和
三
十
七
年
上
期

以
降
に
限
っ
て
い
え
ば
、
同
省
の
行
政
上
の
必

要
に
即
し
て
行
わ
れ
て
い
る
が
、
同
三
十
六
年

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
1
1
）

下
期
以
前
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
は
分
明
で
な
い
。

以
上
の
よ
う
な
通
商
産
業
省
調
査
に
お
い
て
採

択
さ
れ
た
経
営
指
標
を
示
せ
ば
、
第
1
0
表
の
と

お
り
で
あ
る
。
第
1
0
表
か
ら
、
本
調
査
の
公
表

経
営
指
標
は
、
収
益
性
指
標
、
安
全
性
指
標
お

よ
び
生
産
性
指
標
の
三
つ
か
ら
な
る
こ
と
が
分

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
三
九
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四
〇

か
る
。

　
⑫
　
日
本
銀
行
調
査
に
お
け
る
公
表
経
営
指
標

　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
B
）

　
さ
ら
に
、
日
本
銀
行
調
査
を
取
り
あ
げ
る
こ
と
に
し
よ
う
。
本
調
査
は
、
昭
和
二
十
六
年
上
期
か
ら
始
め
ら
れ
た
。
し
か
し
、
そ
れ
が

ど
の
よ
う
な
目
的
で
開
始
さ
れ
た
か
は
、
少
し
も
明
ら
か
で
な
い
。
調
査
の
目
的
に
関
説
す
る
と
こ
ろ
が
な
い
か
ら
で
あ
る
。
も
っ
と
も

本
調
査
の
目
的
を
間
接
的
に
知
る
術
は
あ
る
。
同
行
の
『
中
小
企
業
経
営
分
析
』
は
、
そ
の
調
査
目
的
に
関
し
て
、
「
本
調
査
は
、
製
造

業
を
営
む
中
小
企
業
の
経
営
実
態
を
財
務
計
数
に
よ
り
把
握
し
、
別
途
実
施
し
て
い
る
本
邦
主
要
企
業
経
営
分
析
調
査
と
あ
わ
せ
て
企
業

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
1
3
）

経
営
統
計
の
充
実
を
は
か
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
」
と
述
べ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
引
用
し
た
こ
の
く
だ
り
は
、
同
時
に
本
調
査
の
目

的
を
も
な
す
、
と
解
し
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
端
的
に
い
え
ば
、
そ
れ
は
、
わ
が
国
主
要
企
業
の
経
営
実
態
を
財
務
計
数
に
よ
り
把
握
し
、

企
業
経
営
統
計
の
充
実
を
は
か
る
こ
と
に
あ
る
、
と
言
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
調
査
企
業
は
、
昭
和
二
十
六
年
上
期
か
ら
同
三
十
年
下
期

に
か
け
て
は
農
業
、
林
・
狩
猟
業
、
金
融
・
保
険
業
を
除
く
全
産
業
の
主
要
企
業
で
あ
っ
た
が
、
昭
和
三
十
一
年
上
期
以
降
に
お
い
て
は

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
隅
）

農
業
、
林
・
狩
猟
業
、
漁
業
、
金
融
・
保
険
業
を
除
く
全
産
業
の
主
要
企
業
が
調
査
企
業
と
さ
れ
て
い
る
。
調
査
期
間
は
、
し
た
が
っ
て
、

昭
和
二
十
六
年
上
期
か
ら
現
在
す
で
に
五
二
期
に
及
ん
で
い
る
。
昭
和
二
十
六
年
上
期
が
起
点
と
し
て
選
ば
れ
た
事
情
は
定
か
で
な
い
。

調
査
資
料
と
し
て
は
、
昭
和
三
十
九
年
上
期
以
降
に
限
っ
て
い
え
ぱ
、
有
価
証
券
報
告
書
の
様
式
を
基
準
と
す
る
調
査
表
が
用
い
ら
れ
て

い
る
が
、
同
三
十
八
年
下
期
以
前
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
は
分
明
で
な
い
。
さ
ら
に
、
業
種
の
分
類
は
、
昭
和
二
十
六
年
下
期
以
降
に
お
い

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
1
5
）

て
は
日
本
標
準
産
業
分
類
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
る
が
、
同
二
十
六
年
上
期
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
は
定
か
で
な
い
。
以
上
の
よ
う
な
日
本
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　　　　　第11表　日本銀行調査における公表経営指標（その1）

〔収益性指標〕

　　昭26上～49下　　　　　　　　　　昭50～

①総資本収益率　　　　総資本経常利益率
　　　　　当期純利益×2　　　　　　　　　　経常利益
　　　前・当期末（資本十負債）÷2　　　前・当期末（資本十負債）÷2

　　昭26上～49下　　　　　　　昭50～

②

　　昭26上　　　　　　　　　昭26下～49下　　　　　　昭50～

③払込資本収益率一一→払込資本収益率一→払込資本経常利益率
　　　　当期純利益×2　　　　　当期純利益×2　　　　　　経常利益
　　　前・当期末資本金÷2　　期中平均払込資本金　　　期中平均払込資本金

　　昭39上～39下　　　　　　　　　　　昭40上～49下

④償却前総資本収益率一一一一→償却前総資本収益率
　　　（当期純利益十減価償却費）×2　　　〔当期純利益十減価償却費（除剰余金計算書計上分）〕×2

前・当期末（資本＋負債）÷2　　　　　　前・当期末（資本＋負偵）÷2

　昭50～

　償却前総資本経常利益率

　　経常利益十減価償却費（除特別勘定計上分）

四

　　　　　　　　前・当期末（資本十負償）÷2

　　昭26上～38下　　　　　　　　　昭39上～49下

⑤企業収益率　　　　　　　　　利子支払前総資本収益率一一一→
　　　（当期純利益十金融費用）×2　　　（当期純利益十金融費用）×2
　　　前・当期末（資本十負債）÷2　　　前・当期末（資本十負債）÷2

　　　　　昭50～

　　　　　利子支払前総資本経常利益率

　　　　　　　経常利益十金融費用
　　　　　　前・当期末（資本十負債）÷2

　　昭50～

⑥　総資本総利益率

　　　　　　売上総利益
　　　前・当期末（資本十負償）÷2

　　昭39上～49下　　　　　　　　　昭50～

⑦総資本営業利益率一一→総資本営業利益率
　　　　　　営業利益×2　　　　　　　　　　　営業利益
　　　前・当期末（資本十負債）÷2　　　前・当期末（資本十負債）÷2

　　昭50～

⑧経営資本営業利益率
　　　　　　　　　　　　営　　業　　利　　益

且1』。 当期末（流動資産十固定資産一投資その他の資産一建設仮勘定）÷2



第11表　（その2）

　　昭26下～38下　　　　　　　　　　昭39上～49下

⑨税引総資本収益率一一一一一一レ税引総資本収益率一一一一一一
　　　　（当期純利益一税金）×2　　　　　（当期純利益一法人税）X2

　　　前・当期末（資本十負償）÷2　　　前・当期末（資本十負債〉÷2

　　　　　昭50～

　　　　総資本当期利益率

　　　　　　　　　当期利益
　　　　　前・当期末（資本十負債〉÷2

　　昭26下～38下　　　　　　　　昭39上～49下

⑩税引自己資本収益率一一一→税引自己資本収益率一
　　　（当期純利益一税金）X2　　　‘当期純利益一法人税）×2

　　　　　　　　　　　　　　　　　前・当期末資本÷2

⑪

前・当期末資本÷2

昭50～

自己資本当期利益率（広義）

　　　　　当　期　利　益
　　前・当期末〔資本十特定引当金）÷2

　自己資本当期利益率（狭義）

　　　　当期利益

　　前・当期末資本÷2

昭26下～38下　　　　　　　　昭39上～49下　　　　　　　　　昭50～

税引払込資本収益率一一一一→税引払込資本収益率一一一一・払込資本当期利益率

　（当期純利益一税金）×2　　　（当期純利益一法人税〉×2　　　　　当期利益

　　　　期中平均払込資本金　　　　　期中平均払込資本金　　　　期中平均払込資本金

　　昭26上～38下　　　　　　　昭39上～49下　　　　昭50～

⑫純利益対純売上高比率一・→売上商純利益率一→売上高経常利益率

　　　当期純利益　　　　　　　当期純利益　　　　　経常利益
　　　純売上高　　　　　　　　純売上高　　　　　　売上高

　　昭39上～49下　　　　　　　　　昭50～

⑬利子支払前売上高純利益率一一。利子支払前売上高経常利益率

　　　当期純利益十金融費用　　　　　経常利益十金融費用

　　　　　　純売上高　　　　　　　　　　売上高

　　昭26上～38下　　　　　　　　　昭39上～49下　　　　昭50～

⑭売上総利益対純売上高比率一→売上高総利益率一→売上高総利益率

　　　売上総利益　　　　　　　　　　売上総利益　　　　　売上総利益

　　　純売上高　　　　　　　　　　　純売上高　　　　　　売上高

　　昭26上～38下　　　　　　　　昭39上～49下　　　　　昭50～

⑮営業利益対純売上高比率一売上高営業利益率一売上高営業利益率

　　　営業利益　　　　　　　　　営業利益　　　　　　営業利益
　　　純売上高　　　　　　　　　　純売上高　　　　　　　売上高

　　昭39上～49下　　　　　　昭50～

⑯税引売上高純利益率一→売上高当期利益率

　　　当期純利益一法人税　　　当期利益

　　　　　純売上高　　　　　売上高
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四

昭26上～38下

⑰総費用対総収益率

第11表（その3）

　　　　　　昭39上～49下

総費用対総収益比率

⑱

売上原価＋一般管理費販売費＋営業外費用　　売上原価十販売費一般管理費十営業外費用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　純売上高十営業外収益　　純売上高十営業外収益

昭50～

総費用対総収益比率

　売上原価十販売費一般管理費十営業外費用

　　　　　　　　売上高＋営業外収益

昭26上～49下

営業費用対純売上高比率

　売上原価十一般管理費販売費

　　　　　　　純売上高

　　昭26上～49下

⑲売上原価率
　　　売上原価
　　　純売上高

　　昭26上～38下

⑳材料費対純売上高比率

　　　材料費
　　　純売上高

　　昭26上～38下

⑳労務費対純売上高比率

　　　労務費
　　　純売上高

　　昭26上～38下

⑳　経費対純売上商比率

　　　経　費
　　　純売上高

　　昭26上

⑳減価償却効率

昭26下～38下

減価償却効率一

⑳

⑳

　　　昭39上～49下　　　　　　　　昭50～

　　　減価償却費対売上高比率一→減価償却費対売上商比率

　　　　減価償却費　　　　　　　　　減価償却費（除特別勘定計上分）

　　　　純売上高　　　　　　　　　　　　売　　上　　高

昭26上～38下

営業外費用対純売上高比率

　営業外費用

　純売上高

昭50～

人件費対売上商比率

　人件費
　売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　減価償却費

　　　　　　純売上高　　　　 純売上高
　損益計算減価償却費＋原価計算減価償却費



⑳

⑳

　　　　　　　　　　　　第11表

昭50～

金融費用対売上高比率

　金融費用

　売上高

昭50～

純金融費用対売上高比率

　金融費用一受取利息・割引料・配当金

　　　　　　売　　上　　高

（その4）

⑳租税負担率
　　昭26上

⑳

⑳

⑳

損益計算租税公課十原価計算租税公課十利益処分税金

　　　　亮上総利益十営業外収益

昭26下～27上

租税負担率

一般管理費販売費租税公課十営業外費用租税公課十税金十原価計算租税公課

　　　　　　　　　　売上総利益十営業外収益

昭27下～38下

租税負担率

　　当期純利益十一般管理費販売費租税公課十営業外費用租税公課

昭39上～45上

　一般管理費販売費租税公課十営業外費用租税公課＋剰余金処分税金

租税負担率

　　　　当期純利益十租税公課

昭26上～38下

営業外費用対営業外収益比率

　営業外費用

　営業外収益

昭26上～49下

純利益対売上原価比率

　当期純利益

　売上原価

昭26上～38下

営業外費用対営業費用比率

　　　　　営業外費用

　当期純利益十販売費一般管理費租税公課十営業外費用租税公課十製造原価租税公課

昭45下～47上　　　　　　　昭47下～49下

租税負担率一一一一一→租税対税引前純利益比率
　　租税公課十法天税　　　　　　租税公課十法人税

　　販売費一般管理費租税公課＋営業外費用租税公課＋製造原価租税公課十法人税

　　　　　　　　　　　　　当期純利益十租税公課

⑫

　売上原咽十一般管理費販売費

昭26下～49下

減価償却費対総費用比率

　　　　　　　減価償却費
売上原価十一般管理費販売費十営業外費用

橋
大
学
研
究
年
報
齢
商
学
研
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　　　　　　　　　　　　第11衷　（その5）

昭31上～38下　　　　　　　　　　　　　　昭39上～

金融費用対総費用比率　　　　　　　　　　金融費用対総費用比率

　支払利息・割弓1料＋社債発行差金償却＋社債利息　　　 金融費用
　売上原価÷一般管理費販売費十営業外費用　　　売上原価十販売費一般管理費十営業外費用

昭50～

純金融費用対総費用比率

　　金融費用一受取利息・割引料・配当金

　売上原価＋販売費一般管理費十営業外費用

昭26上～38下　　　　　　　　　　　　　　　　　昭39上～49下

金融費用対営業費用比率　　　　　　　　　　金融費用対営業費用比率

　支払利息・割引料十社債発行差金償却十社債利息　　　　　金　融　費　用

　　　　　売上原価十一般管理費販売費

昭31上～38下

⑳利子対売上原価比率

売上原価十販売費一般管理費

昭39上～49下

　　　　　　　　　　売上　原　価

　　昭28上～30下

⑰　利子対製造原価比率

　　　支払利息・割引料十社偵発行差金償却十社債矛ILO，

　　　支払禾IL息・割引料十社債発行差金償却十社債利息

利子対売上原価比率

金融費馬

売上原価

四
五

⑳

⑳

　　　　　　　製　造原　価

昭26上～43下　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

総資本回転率一一一一一→総資本回転率一総資本回転率
　　　売上原価×2　　　 純売上高×2　　　　売上高
　前・当期末総資本÷2　　　前・当期末総資本÷2　　　　前・当期末総資本÷2

昭26上～43下　　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

自己資本回転率一一一一一一→自己資本回転率一→自己資本回転率

　　　売上原価×2　　　　純売上高×2　　　　売上商
　　　前・当期末自己責本÷2　　　　前・当期末自己資本÷2　　前・当期末自己資本÷2

　　昭26下～43下　　　　　昭44上～49下　　　　　　昭50～

⑩　払込資本回転率・一一一→払込資本回転率一→払込資本回転率

　　　　売上原価×2　　　純売上商×2　　　売上高
　　　期中平均払込資本金　　　期中平均払込資本金　　　期中平均払込資本金

　　昭26上～43下　　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

⑪他人資本回転率一一一一一→他人資本回転率一→他人資本回転率

　　　　　売上原価×2　　　　純売上商×2　　　　売上高
　　　前・当期末他人資本÷2　　　前・当期末他人資本÷2　　　前・当期末他人資本÷2

　　昭26上～43下　　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

⑫流動負債回転率一一一一一→流動負債回転率一一一→流動負債回転率

　　　　　売上原価×2　　　　純売」二高×2　　　　売上高

⑬

　前・当期末流動負債72　　　　”1∫・当期末流動負偵÷2　　　HI∫・当期末流動魚偵÷2

昭26上～43下　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

買入債務回転率一一→買入債務回転率一一一一→買入債務回転率
　　　売上原価×2　　　　　　　純売上高×2　　　　　　　　売　」二高
　前・当期末買入債務÷2　　　前・当期末買入債務÷2　　　前・当期末買人債務÷2



⑭

⑮

　　　　　　　　　　　　第11表（その6）

昭26上～43下　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

買掛金回転率一一一→買掛金回転率一一一一一一一→買掛金回転率

　　　売上原価×2　　　純売上商×2　　　　売上高
　前・当期末買掛金÷2　　前・当期末買掛金÷2　　　　前・当期末買掛金‡2

昭26上～43下　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

固定資産回転率一→固定資産回転率一一一固定資産回転率
　　　売上原価×2　　　　純売上高×2　　　　売上高

　　　前・当期末固定資産÷2　　前・当期末固定資産÷2　　　前・当期末固定資産÷2

　　昭26上～43下　　　　　　　　　昭44上～49下

⑯　有形固定資産回転率一→有形固定資産回転率一一一一一→

　　　　　　売上原価×2　　　　　　　　　純亮上高×2
　　　前・当期末有形固定資産÷2　　　前・当期末有形固定資産÷2

　　　　　昭50～

　　　　有形固定資産回転率

　　　　　　　　　売　上　高
　　　　　前・当期末有形固定資産÷2

　　昭26上～43下　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

⑰　流動資産回転率一→流動資産回転率一一一一一→流動資産回転率

　　　　　売上原価×2　　　 純売上高×2　　　　売上高
　　　前・当期末流動資産÷2　　前・当期末流動資産÷2　　　前・当期末流動資産÷2

　　昭26上～43下　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

⑱棚卸資産回転率一一→棚卸資産回転率一棚卸資産回転率
　　　　　売上原価×2　　　 純売上高×2　　　　売上高
　　　前・当期末棚卸資産÷2　　前・当期末棚卸資産÷2　　　前・当期末棚卸資産÷2

　　昭26上～43下　　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　昭50～

⑲　製品（商品）回転率一製商品回転率一→製商品回転率
　　　　　　売上原価×2　　　 純売上高×2　　　売上商
　　　前・当期末製品（商品）÷2　　前・当期末製商品÷2　　前・当期末製商品÷2

　　昭26上～43下　　　　　　昭44上～49下　　　　　　昭50～

⑩　原材料回転率一一一一一→原材料回転率一原材料回転率

　　　　　売上原価×2　　　純売上高×2　　　売上高
　　　前・当期末原材料÷2　　前・当期末原材料÷2　　　前・当期末原材料÷2

　　昭26上～43下　　　　　　昭44上～49下　　　　　　昭50～

⑪仕掛品回転率一一一一一→仕掛品回転率一一一一一→仕掛品回転率

　　　　　売上原価×2　　　　　　純売上高×2　　　　　　　売上高
　　　前・当期末仕掛品÷2　　前・当期末仕掛品÷2　　　前・当期末仕掛品÷2

　　昭26上～43下　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

⑫当座資産回転率一一一→当座資産回転率一一一→当座資産回転率

　　　　　売上原価×2　　　 純売上高×2　　　　売上高
　　　前・当期末当座資産÷2　　前・当期末当座資産÷2　　　前・当期末当座資産÷2

　　昭26上～38下

⑬現金預金回転率

　　　　　売上原価X2
　　　前・当期末現金預金÷2
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　　昭26上～43下　　　　　　　昭44上～49下　　　　　　　昭50～

⑭　売上債権回転率一一一一一一。売上債権回転率一一売上債権回転率

　　　　　売上原価×2　　　 純売上高×2　　　　売上商
わ
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　　　前・当期末売上債権÷2　　前・当期末売上債権÷2　　　前・当期末売上償権÷2

　　昭26上～43下　　　　　　昭44上～49下　　　　　　昭50～

⑮　売掛金回転率一一一一一→売掛金回転率一→売掛金回転率
　　　　　売上原価×2　　　　　　純売上高×2　　　　　　　売　上　高
　前・当期末売掛金÷2　　前・当期末売掛金÷2　　　前・当期末売掛金÷2

昭26上

⑯減価償却率

有形固定資産十無形固定資産一土地一建設仮勘定

　　昭26下～27上

（損益計算減価償却費十原価計算減価償却費）×2

減価償却率

　有形固定資産十無形固定資産一土地一建設仮勘定

昭27下～49下

　　　　　　　　減価償却費×2

減価償却率

　有形固定資産十無形固定資産一土地一建設仮勘定十減価償却費

昭50～

固定資産減価償却率

　有形固定資産減価償却額十無形固定資産減価償却額

　　　　　　　　減価償却費×2

　　　　　　有形固定資産一土地一建設仮勘定十無形固定資産
　　　　　　　十有形固定資産減価償却額十無形固定資産減価償却額

　　昭50～
⑰　有形固定資産減価償去陣

　　　　　　　　　　有形固定資産減価償却額
　　　有形固定資産一土地一建設仮勘定十有形固定資産減価償却額

〔安全性指標）

　　昭26上～38下

①流動資産対固定資産比率

　　　流動資産

　　　固定資産

　　昭39上～49下　　　　　昭50～

四
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第11表　（その8）

昭26上～38下　昭39上～49下　　　昭50一

昭26上～38下　　　　　　　　昭39上～49下

固定資産対長期資本比率一→固定資産対長期資本比率一

　　固定資産　　　　　　　　　　固定資産
　資本十固定負債　　　　　　　自己資本十固定負債

　　　昭50～

固定長期適合率（広義）

　　　　固　定　資　産
　資本十特定引当金十固定負債

固定長期適合率（狭義）

　　　固定資産

　資本十固定負債

　　昭26上～

⑤流動比率
　　　流動資産
　　　流動負債

　　昭26上～33上　　昭33下～

⑥酸性試験比率一当座比率
　　　当座資産　　　　当座資産
　　　流動負債　　　　　流動負債

　　昭26上～38下

⑦売上債権対商品（製贔）比率

　　　受取手形十売掛金
　　　　　商品十製品

　　昭26上～38下

⑧売上偵権対棚卸資産比率

　　　受取手形十売掛金

　　　　　棚卸資産

　　昭26上～

⑨　売上債権対買入債務比率

　　　受取手形十売掛金

　　　支払手形十買掛金

　　昭39上～49下　　　　　　　　　　　　　　　昭50～

⑩売上債権（含割手残）対買入偵務比率一一。売上債権（含割手残）対買入償務比率

　　　受取手形（含受取手形割引残高）十売掛金　　　　受取手形（含受取手形割引残高・
　　　　　　　　支払手形十買掛金　　　　　　　　膿渡手形残高）＋売掛金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支払手形十買掛金十膿渡手形残高
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　　昭26上～38下

⑪棚卸資産対固定資産比率

　　　棚卸資産

　　　固定資産

　　昭26上～29下　　昭30上～38下昭39上～49下

⑫

⑬

⑭

昭50～

欝聾

饗→
昭26上～38下　　昭39上～49下　　　昭50～

　　　　　　　　　　　　　　　　昭50～昭26上～38下　　昭39上～49下

　　昭26上～38下　　　　　　　昭39上～49下

⑮固定負債対長期資本比率一固定負債対長期資本比率

　　　　固定負債　　　　　　　　　　　固定負債
　　　資本十固定負債　　　　　　　自己資本十固定負債

　　昭26上～38下

⑯固定資産対固定負偵比率
　　　固定資産

　　　固定負債

　　昭50～

⑰有利子負債対総資本比率
　　　短期借入金（含受取手形割引残高）十長期借入金十社債未償還残高

四
九

　　　　　　　　　　資本十負債十受取手形割引残商

　　昭26上～

⑱買入偵務対棚卸資産比率

　　　支払手形十買掛金

　　　　　棚卸資産

　　昭31上～38下　　　　　　　　　　　　　　　昭39上～49下

⑲受取手形割引高対受取手形（含割引商）比率一→受取手形割引残高対受取手形比率一

　　　　　〇受取手形割引残高　　　　　　　　　　　　　　受取手形割引残高

　　　受取手形十受取手形割引残高　　　　　　　　　受取手形十受取手形割引残高



　　　　　　　　　第11表　（その10）

昭50～

受取手形割引残高対受取手形比率

　　　受取手形割引残高十譲渡手形残商

　　　受取手形十受取手形割引残高十譲渡手形残高

昭28上～38下

⑳利子対有利子負債比率

　　　　　　（支払利息・割引料十社債発行差金償却十社債利息）×2

前・当期末（短期借入金十長期借入金十受取手形割引残高十社債）÷2

　昭39上～49下

利子対有利子負債比率

　前・当期末（短期借入金十長期借入金十受取手形割引残高＋社債）÷2

昭50～

利子対有利子負債比率

　　　　　　　　　　　　金　　融　　費　　用

　　　　　　　　　　金　融　費　用　×　2

　　　前・当期末（短期借入金十長期借入金十受取手形割引残高十社債未償還残高）÷2

昭26上～27上

⑳利子負担率
（支払利息・割引料十社債発行差金償却十社債利息）×2

　　　　　　　前・当期末負債÷2

昭27下～38下

利子負担率

（支払利息・割引料＋社債発行差金償却十社債利息）×2

　　　　前・当期末（負債＋受取手形割引残高）÷2

昭39上～49下

利子負担率

　前・当期末（負債十受取手形割引残高）÷2

昭50～

利子負担率

　　　　　　　　金　　融　　費　　用

　　　　　　　金融費用×2

　　　　　前・当期末（負債十受取手形割引残高十譲渡手形残高〉÷2

　　昭50～

⑳経営収支比率
　　　経常収入
　　　経常支出

　　昭43上～49下　　　　　　　　　　　　　　昭50～

⑳手元流動性比率　　　　　　手元流動性比率
　　　期末（現金・預金十短期所有有価証券）　　　　期末（現金・預金十短期所有有価証券）

　　　　　　　　純充上高÷6　　　　　　　　　　　　　　　　　…赴高÷12

　　昭39上～42下　　　　　　　　　　　　　　昭50～

⑳　現金預金手持月数一イ昭43上～49下欠）一一・現預金比率

　　　期末現金・預金　　　　　　　　　　　　　期末現金・預金

　　　純売上高÷6　　　　　　　　　　　　　　売上高÷12
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　　　　　昭39上～42下　　　　昭4き上～49下　　　　　　　　　　昭50～

　　⑳　売上債権手持月数一→企業間信用比率（売上債権）一一→企業間信用比率（売上債権）

　　　　　　期末売上債権　　　　　期末売上債権　　　　　　　　　　期末売上債権

　　　　　　純売上高÷6　　　　純売上高÷6　　　　　　　　　　　売上高÷12

　　　　　昭39上～42下

　　⑳売上偵権（含割手残）手持月数
　　　　　　期末〔受取手形（含受取手形割引残高）十売掛金〕

　　　　　　　　　　　　　純売上高÷6

　　　　　　　　昭43上～49下

　　　　　　　企業間信用比率（売上債権）（含割手残）一一一→

　　　　　　　　　期末〔受取手形（含受取手形割引残高）十売掛金〕

　　　　　　　　　　　　　純　売　上　高　÷　6

　　　　　　　　昭50～
　　　　　　　　企業間僑用比率（売上債権）（含割手残）

　　　　　　　　　期末売上債権（含受取手形割引残高）

　　　　　　　　　　　　完　上　高　÷　12

　　　　　昭39上～42下　　　　　　　B召43上～49下

　　⑳　買入債務手持月数一→企業問信用比率（買入債務）一→
　　　　　　期末（支払手形十買掛金）　　期末（支払手形十買掛金）

　　　　　　　　純売上高÷6　　　　　　　純売上高÷6

　　　　　　　　昭50一

　　　　　　　　企業間信用比率（買入債務）

　　　　　　　　　期末買入偵務

　　　　　　　　　売上高÷12

　　　　　昭31上～42下　　　　昭43上～49下　　　　　昭50～

　　　⑳　棚卸資産手持月数一在庫率（棚卸資産）一→在庫率（棚卸資産）

　　　　　　期末棚卸資産　　　　　期末棚卸資産　　　　　期末棚卸資産

　　　　　　純売上高÷6　　　　純売上高÷6　　　　　売上高÷12

　　　　　昭31上～42下　　　　　昭43上～49下　　　昭50～
　　　⑳商昂（製品）手持月数一→在庫率（製商品）一→在庫率（製商品）

　　　　　　期末商品（製品）　　　　期末製品・商品　　　期末製品・商品

　　　　　　純売上高÷6　　　　　純売上高÷6　　　　売上高÷12

　　　　　昭31上～42下　　　昭43上～49下　　　　昭50～

　　　⑳原材料手持月数一→在庫率（原材料）一→在庫率（原材料）

　　　　　　期末原材料　　　　期末原材料　　　　　期末原材料

　　　　　　材料費÷6　　　　　材料費÷6　　　　　材料費÷12

　　　　　昭31上～42下　　　昭43上～49下　　　昭50～
　　　⑪　仕掛品手持月数一→在庫率（仕掛品）一→在庫率（仕掛贔）

五期末仕掛品期末仕掛品期末仕掛品
一　　　　　窺売上高÷6　　　純売上高÷6　　　　売上高÷12

　　　　　昭26上　　　　　　　　　昭26下一49下　　　　　　昭50～

　　　⑫　配当率　　　　　　　　　配当率　　　　　　　　配当率

　　　　　　　　配当金×2　　　　　　　配当金×2　　　　　配当金十中間配当額
　　　　　　前・当期末資本金÷2　　　期中平均払込資本金　　　期中平均払込資本金
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　　昭26下～49下　　　　　　　昭50～

⑬　配当金対税引利益比率一→配当性向

　　　　　配　当　金　　　　　　配当金十中間配当額

　　　当期純利益一法人税　　　　　　当期利益

　　昭50～

⑭社内留保率
　　　当期利益一（配当金・中間配当額＋役貝賞与金）

　　　　　　　　　当　期利　益

〔生産性指標〕

　　昭39上～49下　　　　　昭50～

①付加価値率一付加価値率
　　　・付加価値額　　　　　　　付加価値額

　　　純売上高　　　　　　　売上高

　　昭34上～36下

②労働装備率
昭37上～49下

前・当期末（宥形固定資産一建設仮勘定）÷2
労働装備率

　前・当期末常用労働者÷2

昭50～

労働装備率

　前・当期末（有形固定資産一建設仮勘定）÷2

　　　　前・当期末従業員数÷2

前・当期末（有形固定資産一建設仮勘定）÷2

　　　前・当期末従業者÷2

　　昭31上
③　常用労働者1人当り付加価値生産額

当期純利益＋事務員給料手当＋労務費十動産・不動産賃借料十減価償却費

　　　　　　　常　　用　　労　　働
昭34上～36下

常用労働者1人当り付加価値生産額

　　　　　　常　　用　　労　　働　　者　　数
昭31下～33下

常用労働者1入当り付加価値生産額

　当期純利益十人件費十金融費用十賃借料十租税公課十減価償却費

　　　　　　　　　　　　　　　　　者　　数

（当期純利益十人件費十金融費用十賃借料十租税公課十減価償却費）×2

　　　　　　　　前・当期末常用労働者÷2
昭37上～49下

従業者1人当り付加価値額

（当期純利益十人件費十金融費用十賃借料十租税公課十減価償却費）×2

　　　　　　　　　　　　　　　　前。当期末従業者÷2

　　　　　昭50～

　　　　従業貝1人当り付加価値額

　　　　　　　　付加価値額
　　　　　前・当期末従業貝数÷2

　　昭26下～33下　　　　　　　　　　昭34上一τ36下

④常用労働者1入当り純売上高一一常用労働者1入当り純売上商一→

　　　　純売上高　　　　　　　　　　　　　　純売上高×2

　　　常用労働者数　　　　　　　　　　前・当期末常用労働者÷2
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　　　　　　　　昭37上～49下　　　　　　　昭50～

　　　　　　　従業者1人当り純売上商一一！従業貝1人当り売上高

　　　　　　　　　　純売上高×2　　　　　　　　　売　上　高

　　　　　　　　　前・当期末従業者÷2　　　　前・当期末従業貝数÷2

　　　　　昭26下～33下　　　　　　　　昭34上～36下

　　⑤　常用労働者1人当り純利益一一・常用労働者1人当り純利益一→

　　　　　　当期純利益　　　　　　　　　　　　当期純利益×2
　　　　　常用労働者数　　　　　　　　　前・当期末常用労働者÷2

　　　　　　　　昭37上～49下　　　　　　昭50～

　　　　　　　従業者1人当り純利益r→従業員1入当り経常利益

　　　　　　　　　　当期純利益×2　　　経常利益
　　　　　　　　　前・当期末従業者÷2　　前・当期末従業貝数÷2

　　　　　昭34上一36下　　　　　　　　　昭37上～38下

　　⑥　資本集約度　　　　　　　　　　資本集約度

　　　　　　前・当期末（負債十資本）÷2　　前・当期末（負債十資本）÷2

　　　　　　前・当期末常用労働者÷2　　　　，前・当期末従業者÷2

　　　　　　　　昭39上～49下　　　　　　　　　　　昭50～

　　　　　　　資本集約度　　　　　　　　　　　　資本集約度

　　　　　　　　　前・当期末（自己資本＋負債）÷2　　　前・当期末（資本十負債）÷2

　　　　　　　　　　　前・当期末従業者÷2　　　　　　　前・当期末従業貝数÷2

　　　　　昭26上～30下

　　⑦常用労働者1人当り棚卸資産

　　　　　　棚卸資産
　　　　　　常用労働者数

　　　　　昭26上～33下

　　⑧常用労働者1人当り有形固定資産

　　　　　　有形固定資産

　　　　　　常用労働者数

　　　　　昭34上一36下　　　　　　　　　　　　　昭37上～49下

　　⑨　設備投資効率　　　　　　　　　　　　設備投資効率

　　　　　　　　　付加価値生産額×2　　　　　　　　　　　　付加価値額×2
　　　　　　前・当期末（有形固定資産一建設仮勘定）÷2　　　前・当期末（有形固定資産一建設仮勘定）÷2

　　　　　　　　昭50～

　　　　　　　設備投資効率

　　　　　　　　　　　　　　　付加価値額
　　　　　　　　前・当期末（有形固定資産一建設仮勘定）÷2

　　　　　昭34上～36下　　　　　　　　　　昭37上～38下

　　⑩総資本投資効率一総資本投資効率一一一一一一一卜

五付加価値生産額×2　付加価値額×2
三　　　　　　前・当期末（負債十資本）÷2　　　　前・当期末（負債十資本）÷2

　　　　　　　　昭39上～49下　　　　　　　　　　　　昭50～

　　　　　　　　総資本投資効率　　　　　　　　　　総資本投資効率

　　　　　　　　　　　　付加価値額×2　　　　　　　　付加価値額
　　　　　　　　　前・当期末（自己資本十負債）÷2　　　　前・当期末（資本十負債）÷2
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　　　　　　　　　　　　　　　第11表　（その14）

　　昭34上～36下　　　　　　　　　　　昭37上～49下

⑪賃金水準　　　　　 従業者1人当り人件費一一一→
　　　　（事務貝給料・手当＋労務費）×2　　　（事務員給料・手当十労務費）×2

　　　　　前・当期末常用労働者÷2　　　　　　　前・当期末従業者÷2　　　　　　　　　一

　　　　　昭50～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　橋

　　　　従類・人当り人件費　　　　　　　・奉
　　　　　　従業員給料・手当十労務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研

　　　　　　前・当期末従業員数÷2究　〔備考〕1）勘定科目の分類は，原則としてr財務諸表等の用語，様式及び作成方漁こ関する規則年

　　　　　　（昭和25雑券取引類会規則第・8号）」（昭和26年上期一同38年上期）および報

　　　　　　「財翻蜘の用語・様餓ぴ作成方灘関する規則（昭和38年大灘令第59号）」　商
　　　　　　（同38年下期解）に準拠している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学

　　　　2）収益性指標の算式①一動⑯一⑰は百分率，⑯一⑯は回をもって表示する。安全性指研

　　　　　　標の算式①一⑳・⑫一⑭は百分率，⑳～⑳は月をもって衷示する。生産性指標の算式　　究

　　　　　　①，⑨一⑩は百分率，②一⑥，⑪は円をもって表示する。
　　　　3）昭和50年以降については，年1回決算を前提としている。　　　　　　　　　　　　　22

　　　　4）　「当期純利益」およぴ「経常利益」は，ともに税引前のものであるが，r当期利益」は

　　　　　　税引後のものであることに注意されたい。

　　　　5）付加価値生産額（昭32上）；付加価値額（昭37上）＝当期純利益

　　　　　　　　＋人件費＋金融費用＋賃借料＋租税公課＋減価償却費

　　　　　　付加価値額（昭50）＝経常利益＋人件費＋金融費用＋賃借料

　　　　　　　　＋租税公課＋減価償却費
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銀
行
調
査
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た
経
営
指
標
を
示
せ
ば
、
第
1
1
表
の

と
お
り
で
あ
る
。
第
1
1
表
か
ら
、
本
調
査
の
公
表
経
営
指
標
は
、
収

益
性
指
標
、
安
全
性
指
標
お
よ
ぴ
生
産
性
指
標
の
三
つ
か
ら
な
る
こ

と
が
分
か
る
。
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合
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る
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（
1
6
）

　
さ
い
ご
に
、
三
菱
経
済
研
究
所
・
三
菱
総
合
研
究
所
調
査
（
以
下
、

三
菱
総
合
研
究
所
調
査
と
称
す
る
。
）
を
取
り
あ
げ
る
こ
と
に
し
よ

う
。
本
調
査
は
、
わ
が
国
主
要
株
式
会
社
の
財
務
状
況
、
損
益
状
況

お
よ
び
利
益
処
分
状
況
を
会
社
別
な
ら
ぴ
に
業
種
別
に
比
較
対
照
す

る
こ
と
に
よ
り
、
主
要
株
式
会
社
の
経
営
実
態
を
把
握
す
る
目
的
で
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
1
7
）

昭
和
二
十
五
年
上
期
か
ら
始
め
ら
れ
た
。
調
査
企
業
は
、
昭
和
二
十

五
年
上
期
か
ら
同
三
十
年
上
期
に
か
け
て
は
農
業
、
林
・
狩
猟
業
、

金
融
・
保
険
業
を
除
く
全
産
業
の
主
要
株
式
会
社
で
あ
っ
た
が
、
昭

和
三
十
年
下
期
以
降
に
お
い
て
は
農
業
、
林
・
狩
猟
業
、
漁
業
、
金

融
・
保
険
業
を
除
く
全
産
業
の
主
要
株
式
会
社
が
調
査
企
業
と
さ
れ
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　　　　第12表三菱総合研究所調査における公表経営指標（その1）

〔収益性指標〕

　　昭32下～38上　　　　　　　　　　　　　昭45上～49下

①使用総資本収益率一（昭38下～44下欠）一→総資本経常利益率一

　　　当期利益金×2　　　　　　　　　　　　　　　経常利益×2

　　　期末使用総資本　　　　　　　　　　　　　　期首・末総資本÷2

　　　　　昭50～
　　　　　総資本経常利益率

　　　　　　　　経常利益

　　　　　　期首。末総資本÷2

　　昭32下～38上　　　　　　　　　　　　　昭45上～49下

②自己資本収益率一（昭38下～44下欠）一→自己資本経常利益率一→

　　　当期利益金×2　　　　　　　　　　　　　　経常利益×2
　　　期末自己資本　　　　　　　　　　　　　期首・末自己資本÷2

　　　　　昭50～
　　　　　自己資本経常利益率

　　　　　　　　　経常利益
　　　　　　期首・末自己資本÷2

　　昭32下～38上　　　　　　　　　　　昭45上～49下　　　　　昭50一
③　資本金収益率一（昭38下～44下欠）一→資本金経常利益率一一→資本金経常利益率

　　　当期利益金×2　　　　　　　　　　　　経常利益×2　　　　　　経常利益
　　　　期末資本金　　　　　　　　　　　　　期首・末資本金÷2　　　期首・末資本金÷2

　　昭32下～38上

④企業利潤率
　　　　（当期利益金＋利益剰余金調整＋金融費用）×2

　　　　期末使用総資本

昭38下～44下

昭45上～49下

総資本利潤率
（経常利益十剰余金増減尻十金融費用）×2

五
五

　　　　　　期首・末総資本÷2

昭50～

総資本利潤率
　経常利益十特別損益，特定引当繰・戻等十金融費用

2
　

2

÷

本
　
×

資

総
　
益

末

曹
　
利

首

期
総
　
警

　
欄
売
猛ト簸農

　
⑤

期首・末（総資産一建設仮勘定一投資資産一繰延勘定）÷2



昭38下～44下

⑥　経営資産営業利益率

第12表　（その2）

期首・末（総資産一建設仮勘定一投資資産一繰延勘定）÷2

　昭45上～49下

　　　　　　営　業利　益　×　2

経営資本営業利益率

　期首・末（総資本一建設仮勘定一投資一繰延勘定一貸倒引当金）÷2

昭50～

経営資本営業利益率

　　　　　　　　　　　　　営　業利　益

　　　　　　　　　　営業孝1∫益×2

　　　　　期首・末（総資本一建設仮勘定一投資その他資産一隷延資産一貸倒引当金）÷2

　　昭38下～44下

⑦経営資産経営利益率
　　　　　　　　　（営業利益一金融費用）×2
　　　期首・末（総資産一建設仮勘定一投資資産一繰延勘定）÷2

　　昭25上～38上　　　　昭38下～44下　　　　　　　昭45上～49下

⑧使用総資本収益率一使用総資本純利益率一→総資本当期純利益率一
　　　　純利益×2　　　　　　　純利益×2　　　　　　　当期純利益×2
　　　期末使用総資本　　　　期首・末使用総資本÷2　　　期首・末総資本÷2

　　　　　昭50～

　　　　総資本当期純利益率

　　　　　　　当期純利益
　　　　　　期首・末総資本÷2

　　昭25上～38上　　　　昭38下～44下　　　　　　　昭45上～49下

⑨　自己資本収益率一自己資本純利益率一→自己資本当期純利益率→

　　　純利益×2　　　　　　純利益×2　　　　　　　当期純利益×2
　　　期末自己資本　　　　期首・末自己資本÷2　　　期首・末自己資本÷2

　　　　　昭50～

　　　　　自己資本当期純利益率

　　　　　　　　当期純利益
　　　　　　期首・末自己資本÷2

　　昭25上～38上　　昭38下～44下　　　　　　昭45上～49下

⑩資本金収益率一資本金純利益率一一一→資本金当期純利益率一→

　　　純利益×2　　　　　純利益X2　　　　　当期純利益×2
　　　期末資本金　　　期首・末資本金÷2　　　期首・末資本金÷2

　　　　　昭50～

　　　　　資本金当期純利益率

　　　　　　　当期純利益
　　　　　　期首・末資本金÷2

　　昭32下～38上　　　　　　　　　　　　昭45上～

⑪売上高利益率一（昭38下～44下欠）一→売上高経常利益率

　　　当期利益金　　　　　　　　　　　　　経常利益

　　　　売上高　　　　　　　　　　　　　売上高
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第12表　（その3）

⑫売上高利潤率
　　昭32下～38上

当期利益金十利益剰余金調整十金融費用

　　　　　　売　上高

昭38下～44下

1牒叢躍帳卜

昭45上～49下

売上商利潤率

　　　　　　売上高

昭50～

売上商利潤率

　経常利益十特別損益，特定引当繰・戻等十金融費用

　経常利益十剰余金増減尻十金融費用

　　　　　　　　　　　　　　売上高

　　昭25上～32上　　　　　昭32下～

⑬売上商売上総利益率一→売上高総利益率

　　　売上総利益　　　　　　　売上総利益

　　　　売上高　　　　　　　　　売上高

　　昭32下～

⑭売上高営業利益率

　　　営業利益

　　　売上高

　　昭25上～32上　　　昭32下～38上　　昭38下～44下　　　昭45上～

⑮売上高純利益率一売上高利益率一売上高純利益率一→売上高当期純利益率

　　　純利益　　　　　　　純利益　　　　　　純利益　　　　　　　当期純利益

　　　売上高　　　　　　　売上高　　　　　　売上高　　　　　　　　売上高

　　昭38下～44下

⑯売上商売上原価率
　　　売上原価

　　　売上高

⑰

昭45上る

売上高販売費一般管理費率

　販売費・一般管理費

　　　売上　高

　　昭31上～44下　　昭45上～

⑱減価償却効率一償却費負担率
　　　減価償却費　　　　減価償却費

　　　　売上高　　　　　売上高



　　　　　　　　　　　　　　第12表（その4）

　　昭30上～32上　　昭32下～44下　　　　　　昭45上～

⑲売上高利子率一→売上高利子負担比率一→利子負担率

　　　金融費用　　　　・金融費用　　　　　　　金融費用

　　　売上高　　　　　売上高　　　　　　　　　売上高

　　昭32下～44下

⑳純利益対売上原価比率

　　　純利益
　　　売上原、価

　　昭30上～44下

⑳利子対売上原価比率

　　　　　金融費用
　　　売上原、価＋金融費用

　　昭30上～38上　　　　　　　　　昭38下～44下

⑳　利子対利子支払前利益比率一利子対利子支払前利益比率

　　　　　　金融費用　　　　　　　　　　　金融費用
　　　当期利益金十金融費用　　　　　税引前利益金十金融費用

　　昭25上～32上　　　　　　　　　　　　　　昭38下～44下

⑳　使用総資本回転率一（昭32下～38上欠）一一・使用総資本回転率一一一一→

　　　　売上高×2　　　　　　　　　　　　　　　　　売上高×2
　　　期末使用総資本　　　　　　　　　　　　　期首・末使用総資本÷2

　　　　昭45上～49下　　　　　昭50～

　　　　総資本回転率一一一一→総資本回転率

　　　　　　　売上高×2　　　売上高
　　　　　期首・末総資本÷2　　期首・末総資本÷2

　　昭38下～44下

⑳経営資産回転率

期首・末（総資産一建設仮勘定一投資資産一繰延勘定）÷2

　昭45上～49下

　　　　　　　売上高　×　2

経営資本回転率

昭50～

経営資本回転率

　　　　　　　　　　　売

　　　　　　　　　売　　上
期首・末（総資本一建設仮勘定一投資一繰延勘定一貸倒引当金）÷2

　上　　　高

高　　×　　2

⑳

　　　期首・末（総資本一建設仮勘定一投資その他資産一繰延資産一貸倒引当金）÷2

昭25上～32上　　　　　　　　　　　　昭38下～49下

自己資本回転率一（昭32下～38上欠）一ゆ自己資本回転率一一一一一φ

　売上高×2　　　　　　　　　　　　　　　　売上高×2
　期末自己資本　　　　　　　　　　　　　期首・末自己資本÷2

　　　昭50～

　　自己資本回転率

　　　　　売上商
　　　期首・末自己資本÷2
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　　　　　　　　　　　　　　第12表　（その5）

　　昭25上～32上　　　　　　　　　　　昭38下～49下　　　　　　昭50～

⑳資本金回転率一（昭32下～38上欠）一→資本金回転率一一一→資本金回転率

　　　売上高×2　　　　　　　売上高×2　　　売上商
　　　期末資本金　　　　　　　　　　　　　期首・末資本金÷2　　　期首・末資本金÷2

　　昭38下～49下　　　　　　　昭50～

⑳他人資本回転率一→他人資本回転率
　　　　　売上高X2　　　　売上高
　　　期首・末他人資本÷2　　　期首・末他人資本÷2

　　昭38下～49下　　　　　　　　　　　　　　　昭50～

⑳　借入金回転率　　　　　　　　　　　　　　借入金回転率

　　　　　　　売上高×2　　　　　　　売上高
　　　期首・末（短期借入金十長期借入金）÷2　　　期首・末（短期借入金十長期借入金）÷2

　　昭25上～32上　　　　　　　　　　　　昭38下～49下

⑳固定資産回転率一（昭32下～38上欠）一固定資産回転率一→
　　　売上高×2　　　　　　　　　　　　　　　　売上高×2

　　　固定資産　　　　　　　　　　　　　　期首・末固定資産÷2

　　　　　昭50～

　　　　　固定資産回転率

　　　　　　　　売上高
　　　　　　期首・末固定資産÷2

　　昭32下～38上　　　　　　　　　　昭38下～49下

⑳有形固定資産回転率一→有形固定資産回転率
　　　　　　　売上高×2　　　　　　　　　　　　　売　上　高　×　2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　期首・末（建物・機械その他十土地十建設仮勘定）÷2

　　　　　　期首・末（建物・機械その他十土地十建設仮勘定）÷2

　　昭38下～49下　　　　　　　　　　　昭50～

⑳建物・設備回転率一建物・設備回転率
　　　　　　　売上商×2　　　　　　売上高
　　　期首・末建物・機械その他÷2　　　期首・末建物・機械その他÷2

　　昭25上～38上

⑫　棚卸資産回転率

　　　売上高×2

　　　棚卸資産

　　昭25上～38上

⑳　売上債権回転率

　　　　売上高X2
　　　受取手形十売掛金

　　昭32下～38上

⑭　買入債務回転率

　　　　売上高×2
　　　支払手形十買掛金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商

建物・機械その他＋土地十建設仮勘定

　　昭50～

　　有形固定資産回転率

　　　　　　　　　　売　　上



　　　　　　　　　　　　　　第12表（その6）

　　昭38下～49下　　　　　　　昭50～

⑳現金・預金回転期間一一一→現金・預金回転期間

　　　期首・末現金・預金÷2　　　期首・末現金・預金÷2

　　　　　　売上高×2　　　　　　　　売上高

　　昭38下～49下　　　　　　　　　　　　昭50～

⑯　売推膿権回転期間　　　　　　　　　売掛債権回転期間

　　　期首・末（受取手形十売掛金）÷2　　　期首・末（受取手形十売掛金）÷2

　　　　　　売上高X2　　　　　 売上高
　　昭38下～44下

⑰　売推H責権（含割手）回転期間

　　　期首・末（受取手形十売掛金十割引手形）÷2

　　　　　　　　売上高　X　2

　　昭45上～49下　　　　　　昭50～

⑱棚卸資産回転期間一一一→棚卸資産回転期間

　　　期首・末棚卸資産÷2　　期首・末棚卸資産÷2

　　　　　売上高×2　　　 売上高
　　昭38下～44下

⑳　製品・商品回転期間

　　　期首・末製品・商品÷2

　　　　　　売上高X2

　　昭38下～44下

⑩　仕掛品回転期間

　　　期首・末仕掛品÷2

　　　　　売上高×2

　　昭38下～44下

⑪　原材料・貯蔵品回転期間

　　　期首・末原材料・貯蔵品÷2

　　　　　　　売上高×2

　　昭38下～49下　　　　　　　　　　　　昭50～

⑫　買捌責務回転期間　　　　　　　　　買掛債務回転期間

　　　期首・末（支払手形十買掛金）÷2　　　期首・末（支払手形十買掛金）÷2

　　　　　　　売上高×2　　　　　　　　　　　　売上高

　　昭25上～44下

⑬減価償却率
　　　　　　　　　減価償却費×2
建物・機械その他十無形固定資産＋減価償却費

　昭45上～49下

年換算償却率

　建物・設備十無形固定資産十減価償却費

昭50～

減価償却率

　　　　　　減価償却費

　　　　　　減価償却費X2

建物・設備十無形固定資産十減価償却費
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　　　　　　　　　　　　　　　　第12表　（その7）

　　　　昭38下～44下　　　　　　　　　　　　　昭45上～

　　⑭　減価償却引当金累計率一一→減価償却進捗率
　　　　　　　　　減価償却引当金　　　　　　　　　　減価償却引当金累計額
　　　　　建物・機械その他十減価償却引当金　　　　建物・設備十減価償却引当金累計額

　　　〔安全性指標〕

　　　　昭45上一

　　①現金・預金比率
　　　　　現金・預金
　　　　　　資　産

　　　　昭45上～

　　②売掛債権比率
　　　　　受取手形十売掛金
　　　　　　　資　産

　　　　昭45上～

　　③当座資産比率
　　　　　現金・預金十受取手形・売掛金＋有価証券

　　　　　　　　　　資　　　　産

　　　　昭45上～

　　④棚卸資産比率
　　　　　商品（製品）十仕掛品十原材料。貯蔵品

　　　　　　　　　　資　　　産

　　　　昭25上～

　　⑤流動資産比率
　　　　　流動資産
　　　　　資　産

　　　　昭45上～

　　⑥建物・設備比率
　　　　　建物・設備
　　　　　　資　産

　　　　昭45上～

　　⑦有形固定資産比率
　　　　　建物・設備十土地十建設仮勘定

　　　　　　　　　資　　産

　　　　昭25上～

　　⑧固定資産比率
　　　　　岡定資産
　　　　　資　産

　　　　昭45上～49下　　　昭50～
ム2　　⑨　投資比率一一一→・投資比率

　　　　　投　資　　　　　投資その他資産
　　　　　資　産　　　　　　　　資　産
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第12表（その8）

　　昭25上～28下　　昭29上～44下　　　昭45上～

⑩外部負債比率一→他人資本比率一→他人資本比率

　　　外部負債　　　　他人資本　　　　他人資本

　　　使用総資本　　使用総資本　　 総資本

　　昭45上～

⑪買樹責務比率
　　　支払手形十買掛金

　　　　　総資本

　　昭45上～

⑫短期借入金比率

　　　短期借入金
　　　総　資　本

　　昭45上～

⑬流動負債比率
　　　流動負債

　　　総資本

～
率
債
本

上
比
　
資

45

社
総

昭
社
　
⑭

　　昭45上～

⑮長期借入金比率
　　　長期借入金
　　　　総資本

　　昭45上～

⑯固定負債比率
　　　周定負債

　　　総資本

　　昭45上～

⑰特定引当金比率

　　　特定引当金
総、資本

　　昭45上～

⑱資本金比率
　　　資本金
　　　総資本

　　昭25上～44下　　昭45上～

⑲自己資本比率一→自己資本比率

　　　自己資本　　　　自已資本

　　　使用総資本　　　総資本

率
料
～
応
材

下
料

38

原

昭
原
　
⑳

製造総費用
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　　　　　　　　　　　　　　　　　第12表（その9）

　　　　　昭38下～

　　　⑳労務費比率
　　　　　　原　材　料

　　　　　昭38下～

　　　⑳経費比率
　　　　　　　経　費
　　　　　　製造総費用

　　　　　昭25上～

　　　⑳当座比率
　　　　　　当座資産
　　　　　　流動負債

　　　　　昭25上～

　　　⑳流動比率
　　　　　　流動資産
　　　　　　流動負債

　　　　　昭32下～38上　　　　　　　昭38下～44下

　　　⑳売上債権対買入債務比率一→売概責権対買掛債務比率

　　　　　　受取手形十売掛金　　　　　　受取手形十売掛金

　　　　　　支払手形十買掛金　　　　　　支払手形十買掛金

　　　　　昭38下～44下　　　　　　　　　　　昭45上～
　　　⑳　売樹責権（含割手）対買推蹟務比率一売掛債権（含割手）対買推蹟務比率

　　　　　　受取手形十売掛金十割引手形　　　　　受取手形十売掛金十受取手形割引残高

　　　　　　　　支払手形十買掛金　　　　　　　　　　　　支払手形十買掛金

　　　　　昭38下～44下　　　　　　昭45上～

　　　⑳割引手形比率一→手形割引比率
　　　　　　　　割引手形　　　　　　　　　受取手形割引残高

　　　　　　受取手形十割引手形　　　受取手形十受取手形割引残高

　　　　　昭38下～44下

　　　⑳　売掛債権対棚卸資産比率

　　　　　　受取手形十売掛金

　　　　　　　　棚卸資産

　　　　　昭38下～44下

　　　⑳売掛債権対商品製品比率

　　　　　　受取手形十売掛金
　　　　　　　　商品（製品）

　　　　　昭32下～38上　　　　　　　　　　　　　　昭38下～44下

　　　⑳買入債務対棚卸資産比率一一一一一一耳買掛債務対棚卸資産比率
山　　　　　　　　　　支払手形十買掛金　　　　　　　　　　　　　支払手形＋買掛金
ノヤ

三　　　　　　商品（製贔）十仕掛品十原材料・貯蔵晶　　　　商品（製品）十仕掛品十原材料・貯蔵晶

　　　　　昭25上～28下　昭29上～44下　　昭45上～

　　　⑳負債比率一一→負債比率一一→負債比率

　　　　　　外部負債　　　他入資本　　　流動負債十岡定負債＋特定引当金
　　　　　　自己資本　　　　自己資本　　　　　　　　自　己　資　本
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　　　　　　　　　　　　　　第12表　（その10）

　　昭25上～

⑫固定比率
　　　固定資産
　　　自己資本

　　昭32下～38上　　　昭38下～44下　　　　昭45上～

⑳　固定長期適合率一固定長期適合率一→固定長期適合率

　　　岡定資産　　 岡定資産　　　　　固定資産
　　　同定負債　　　　　長期資本　　　　　　岡定負債＋特定引当金十自己資本

　　昭32下～44下

⑭　流動負債対自巳資本比率

　　　流動負債
　　　自己資本

　　昭38下～44下

⑮　固定負債対自己資本比率

　　　岡定負債

　　　自己資本

　　昭38下～44下

⑳　借入金対自己資本比率

　　　短期借入金十長期借入金

　　　　　　自己資本

　　昭38下～44下

⑰　借入金対資本金比率

　　　短期借入金十長期借入金

　　　　　　資　本金

　　昭38下～44下

⑳　流動資産対固定資産比率　　　　　　　　　　　，

　　　流動資産

　　　固定資産

　　昭25上～38上　　　昭38下～44下

⑳収支比率一一一→収支比率

　　　支　出　　　　　費　用

　　　収　入　　　　　収　益

　　昭30上～38上

⑩　借入金利子率

短期借入金十長期借入金十社債十受取手形割引残高

　　昭38下～49下

　　　　　　　金融　費　用

借入金利子率

　期首・末（短期借入金十長期借入金十社債十受取手形割引残高）÷2

昭50～

借入金利子率

　　　　　　　　　　　金　融　費　用

　　　　　　　　　金　融　費　用　×　2

期首・末（短期借入金十長期借入金十社債十受取手形割引残高）÷2

橋
大
学
研
究
年
報

商
学
研
究

22

山ハ



第12表　（その11）
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　　昭30上～38上

⑪　借入金依存度
短期借入金十長期借入金十社債十受取手形割引残高

　　使用総資本十受取手形割引残高　　　　　　　　　　　　　　　・

昭38下～

借入金依存度
　期首・末（短期借入金十長期借入金十社債十受取手形割引残高）÷2

　　　　　　期首・末（総資本十受取手形割引残高）÷2

　　昭30上～32上

⑫　総資本利子率

　　　　　　金　融　費　用
　　　使用総資本＋受取手形割引残高

　　昭38下～44下

⑬　使用総資本純貯蓄率

　　　　　室と［勾f呆留×2

　　　共月首・末f吏用総資本÷2

　　昭38下～44下

⑭　使用総資本粗貯蓄率　’

　　　　（減価償却費十祉内保留）×2

　　　　期首・末使用総資本÷2

　　昭38下～42上　　　　　　　　　　　　　　　昭45上～49下

⑮　自己資本純貯蓄率一一一→（昭42下～44下欠）一→自己資本社内保留率一一→，

　　　　　祉内保留×2　　　　　　　　　　　　　　　　社内保留×2
　　　期首・末自己資本÷2　　　　　　　　　　　　　期首・末自己資本÷2

　一　　　　昭50～

　　　　　自己資本祉内保留率

　　　　　　　　　社内保留
　　　　　　期首・末自己資本÷2

　　昭38下～42上　　　　　　　　　　　　　　　　　昭45上～49下
⑯　自己資本祖貯蓄率　　　　　　　（昭42下～44下欠）一→自己資本償却前社内保留率一

　　　　（減価償却費十社内保留）×2　　　　　　　　　　　　（減価償却費十社内保留）×2

　　　　　期首・末自己資本÷2　　　　　　　　　　　　　　　　期首・末自己資本÷2

　　　　　昭50～
　　　　　自己資本償却前社内保留率

　　　　　　減価償却費十社内保留
　　　　　　ヨ明首・末巨1己資本÷2

　　昭38下～42上

⑰　資本金純貯蓄率

　　　　祉内保留×2
期首・末資本金÷2

　　昭38下～42上

（⑱　資本金粗貯蓄率

　　　（減価償却費十社内保留）X2

　　　　　期首・末資本金÷2



　　　　　　　　　　　　　　第12表　（その12）

　　昭38下～44下

⑲有形固定資産純貯蓄率

　　　　　　牡内保留×2

　　　期首・末有形岡定資産÷2

⑩有形固定資産粗貯蓄率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学

　　　　（減価償却費＋社内保留）×2研
　　　　期首・末有形固定資産÷2究
　　昭32下～38上昭38下～44下年
⑪輩奪

　　昭25上～38上　　　昭38下～49下　　　　　昭50～

⑫　配当率一一→配当率一一→配当率
　　　配当金×2　　配当金×2　　　配当金
　　　資　本　金　　　　期中平均資本金　　　　　期中平均資本金

　　昭32下～44下　　　　　　　　昭45上～

⑬配当性向　　　　　　　　　配当性向

　　　　　　配　当　金　　　　　　　配当金

　　　純利益十利益剰余金調整　　　当期純利益

　　昭25上～25下　　　　　　　昭26上～30下　　　　　　　昭31上～44下

⑭分配率　　　　　　　　　分配率　　　　　　　　　社外分配率一一一一一一→・

　　　　　　社外分配　　　　　　　　　社外分配　　　　　　　　　　社外分配

　　　純利益十減債益その地　　　純利益十利益剰余金調整　　純利益十利益剰余金調蜂

　　　　　昭45上～

　　　　社外分配率

　　　　　　社外分配
　　　　　　当期処分利益

　　昭25上～25下　　　　　　　昭26上～44下　　　　　　　　昭45上～

⑮社内保留率一→社内保留率一一一一一一一一→社内保留率

　　　　　　社内保留　　　　社内保留　　　社内保留
　　　純利益十減債益その他　　　純利益十利益剰余金調整　　　　当期処分利益

〔生産性指標〕

　　昭38下～44下　　　　　　　　昭45上～49下　　　　　　　昭50～

①従業貝1人当り売上高一一一→従業員1人当り売上高一→従業員1人当り売上高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　売上高×2　　　　　　　（売上高一問接税）×2　　　　　売上商一間接税　　　　全

　　　期首・末常用従業員数÷2　　　期首・末従業員数÷2　　　期首・末従業員数÷2　　ハ



第12表　（その13）

　　昭38下～44下

②従業員1人当り生産高
　　　（売上高一期首製品・商品棚卸高十期末製品・商品棚卸高一期首仕掛品棚卸高十期末仕掛品棚卸高1×2

　　　　　　　り　　　　　　　　期首・末常用従業員数÷2

　　昭45上～49下　　　　　　　　　昭50～

③従業貝1人当り税充当前利益一→従業員1人当り税充当前利益

　　　　当期純利益×2　　　　　　　　　　当期純利益
　　　齋・末従業員数÷2　　　　　　期首・末従業貝数÷2

　　昭38下～44下　　　　　　　　昭45上～49下

④従業員1人当り付加価値額一→従業貝1人当レ）付加価値額一→

　　　　　付加価値額×2　　　　　　　付加価値額×2
　　　期首・末嶺用従業員数÷2　　　期首・末従業貝数÷2

　　　　　昭50～

　　　　　従業員1人当り付加価値額
　　　　　　　　｛寸力01面f直客頁

　　　　　　期首・末従業員数÷2

　　昭38下～44下　　昭45上～
⑤　　イ寸力日f面イ直率一一一一，付力π価｛直尋ニ

　　　イ寸力田面f直額　　　　　　　イ寸力朗面f直春頁

　　　　売上高　　　　売上高一問接税

　　昭38下～44下　　　　　　　　昭45上～

⑥労働装備率　　　　労働装備率
　　　期首・末有形岡定資産÷2　　　期首・末有形岡定資産÷2

　　　期首・末常用従業員数÷2　　　　期首・末従業員数÷2

　　昭38下～49下　　　　　　　　　昭50～

⑦資本生産性　　　　資本生産性
　　　　　付加価値額×2　　　　　　　　　付加価値額
　　　期首・末有形固定資産÷2　　　期首・末有形固定資産÷2
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点
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選
ば
れ
た
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情
は
定
か
で
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る
。

調
査
資
料
と
し
て
は
、
昭
和
二
十
五
年
上
期

か
ら
同
二
十
五
年
下
期
ま
で
は
決
算
報
告
書

が
、
同
二
十
六
年
上
期
か
ら
同
二
十
八
年
下

期
ま
で
は
決
算
報
告
書
ま
た
は
有
価
証
券
報

告
書
が
、
同
二
十
九
年
上
期
か
ら
同
三
十
一

年
上
期
ま
で
は
決
算
報
告
書
ま
た
は
有
価
証

券
報
告
書
と
所
定
の
調
査
票
と
が
そ
れ
ぞ
れ

用
い
ら
れ
た
が
、
昭
和
三
十
一
年
下
期
か
ら

有
価
証
券
報
告
書
と
所
定
の
調
査
票
と
が
使

わ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
業
種
の
分
類
は
、

昭
和
二
十
五
年
上
期
か
ら
ず
っ
と
日
本
標
準

産
業
分
類
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
る
。
以
上

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
六
七



　　　　　　　　　　　　　　　第12表（その14）

　　昭38下～44下　　　　　　　　昭45上～49下　　　　　　　昭50～

⑧平均賃金　　　　 従業員1人当り人件費一→従業貝1人当り人件費
　　　　従業貝給料・手当×2　　　　　　人件費×2　　　　　　　　人　件　費

　　　期首・末常用従業貝数÷2　　　期首・末従業貝数÷2　　　期首・末従業貝数÷2

　　昭38下～44下　　　　　　昭45上～　　、　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　橋
⑨　労働分配率一一一→労働分配率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大

　　　従業員給粘手当　　人件費　　　　　　　　　　学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研
　　　　付加価値額　　付加価値額　　　　　　　　　　究
　〔備考〕　1）　勘定科目の分類は，原則としてr財務諸表準則（昭和24年経済安定本部企業会計基　　　年

　　　　　　轄齢中間報告）」（昭和25年上期桐44年醐），r財務繊獅臓，様式灘　報

　　　　　　欝鷲鴨羅鵬無魏鴛繋黙窺謁1購鮭耀璽
　　　　　　令第59号）」（同38年下期～同44年下期）および各社が有価証券報皆翻こ掲げる科，研

　　　　　　項目（同45年上期陶）に準拠している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　究

　　　　2）収益性指標の算式①一⑳，⑧～⑭は百分率，⑳～⑭は回，⑭～⑫は日または月をもっ

　　　　　　て表示する。安全性指標の算式①一⑯は百分率をもって表示する。生産性指標の算式　　22

　　　　　　①～④，⑥，⑧は円，⑤，⑦，⑨は百分率をもって表示する。

　　　　3）昭和50年以降については，年1回決算を前提としている。

　　　　4）期首・末平均にいう期首の計数が，前期末のそれと同じもので南るかどうかは，定カン

　　　　　　でない。

　　　　5）「当期利益金」，「税引前利益」およぴr経常利益」は，いずれも税引前のものである

　　　　　　が・r純利益」およぴr当期純利益」は，ともに税引後のものであることに注意され

　　　　　　たい。

　　　　6）付加価値額（昭38下）＝人件費＋賃借料＋減価償却費十金融費用

　　　　　　　　　＋租税公課＋法人税引当額＋可処分純利益

　　　　　　付加価値額（昭45上）＝人件費＋賃借料＋金融費用＋租税公課

　　　　　　　　　＋法人税等充当額＋当期純利益＋減価償却費

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
六
八

の
よ
う
な
三
菱
総
合
研
究
所
調
査
に
お
い
て
採
択
さ
れ

た
経
営
指
標
を
示
せ
ば
、
第
1
2
表
の
と
お
り
で
あ
る
。

第
1
2
表
か
ら
、
本
調
査
の
公
表
経
営
指
標
は
、
収
益
性

指
標
、
安
全
性
指
標
お
よ
び
生
産
性
指
標
の
三
つ
か
ら

　
　
　
　
　
　
（
2
0
）

な
る
こ
と
が
分
か
る
。

　
㈲
　
戦
後
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標

　
以
上
を
要
す
る
に
、
戦
後
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標

は
、
大
蔵
省
調
査
、
通
商
産
業
省
調
査
、
日
本
銀
行
調

査
お
よ
ぴ
三
菱
総
合
研
究
所
調
査
に
み
る
限
り
、
収
益

性
指
標
、
安
全
性
指
標
お
よ
び
生
産
性
指
標
の
三
つ
か

ら
成
っ
て
い
る
、
と
言
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。

　
と
こ
ろ
で
、
叙
上
の
四
調
査
が
思
い
お
も
い
の
視
点

か
ら
採
択
し
て
き
た
経
営
指
標
の
一
つ
ひ
と
つ
に
つ
い

て
、
精
確
な
比
較
を
試
み
る
こ
と
は
、
き
わ
め
て
む
つ

か
し
い
。
戦
前
・
戦
時
の
三
調
査
に
お
け
る
と
同
様
、



第13表　戦後わが国の公表経営指標の対照表（その1）

収益性楷標

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

総資本経常利益率ホ

（総資本純損益率）

自己資本経常利益率＊

（自己資本利益率）

総資本営業利益率宰

（総資本営業損益率）

総資本収益率率

（総資本利益率）

経営資本収益率寧

自己資本収益率傘

（自己資本利益率）

長期資本利益率皐

資本金利益率．

償却前総資本収益率掌

利子支払前総資本収益率率

総資本総利益率事

総資本営業利益率寧

経営資本営業利益率寧

総資本税引後当期利益率率

（総資本純利益率）

lil己資本税引後当期利益率傘

総資本経常利益率申

（総資本収益率）

自己資本経常利益率寧

（自己資本収益率）

躯、込資本経常利益率率

（払込資本収益率）

償却前総、資本経常利益率率

（償却前総資本収益率）

利子支払前総資本経常利益率零

（企業収益率）

総資本総利益率宰

総資本営業利益率孝

経営資本営業利益率傘

総資本当期利益率盛

（税引総資本収益率）

自己資本当期利益率申

（税引自己資本収益率）

総資本経常利益率寧

（使用総資本収益率）

自己奪本経常利益率申

（自己資本収益率）

資本金経常利益率零

（資本金収益率）

総資本利潤率零

（企業利潤率）

経営資産売上総利益率

経営資本営業利益率事

く経営資産営業利益率）

経．営資産経営利益率

総資本当期純利益率富

（使用総資本収益率）

自己資本当期純利益率ホ

（自己資本収益率）

鳥簑国l　eく｛掘翼麺顯聴

弓
く
ぺ
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第13表（その2）

大蔵省調盗 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調盗

売上高経常利益率雫

（純損益売上高比率）

売上高営業利益率零

（膏業損益営業収入比率）

売上高原価率

（原価売上高比率）

税引企業利潤率

売上高利益率噛

償却前売上高利益率ホ

利子支払前売上商利益率零

売上商総利益率廓

（売上総利益率）

売上高営業利益率＊

（営業利益率）

売上商税引後当期利益率率

（売上高純利益率）

総費用対総収益比率ホ

売上高営業費用比率傘

売上原価率

払込資本当期利益率噛

（税引払込資本収益率）

売上高経常利益率＊

（純利益対純売上高比率）

利子支払前売上高経常利益率＊

（利子支払前売上為純利益率）

売上高総利益率＊

（売上総利益対純売上高比率）

売上高営業利益率掌

（営業利益対純売一ヒ高比率）

売上高当期利益率雫

（税引売上高純利益率）

総費用対総収益比率掌

営業費用対純売上高比率

売上原価率

資本金当期純利益率申

（資本金収益率）

売上高経常利益率＊

（売上高利益率）

売上高利潤率噛

売上高総利益率＊

（売上高売上総利益率）

売上高営業利益率＊

売上高当期純利益率禦

（売上高純利益率）

売上高売上原価率

材料費対純売上高比率

労務費対純売上高比率

経費対純売上高比率一

管理販売費率

営業外収益率
売上高販売費一般管理費率零



第13表（その3）

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

人件費営業収入比率

売上高金融費用比率

支払賃借料営業収入比率

租税公課営業収入比率

営業外費用率

減価償却費負担率串

（減価償却費率）

人件費負担率掌

（人件費率）

修繕費率

広告宣伝費率

金融費用率

純金融費用負担率率

租税公課率

試験研究費率

営業外費用対純売上高比率

減価償却費対売上高比率零

（減価f賞却交埣）

人件費対売上高比率率

金融費用対売上高比率＊

純金融費用対売上高比率率

償却費負担率率

（減価償却効率）

利子負担率孝

（売上高利子率）

その他の経営費用営業収入比率

金融費用対利子支払前純利益比率

純金融費用対総費用比率ホ

租税対税引前純利益比率

（租税負担率）

営業外費用対営業外収益比率

純利益対売上原価比率

営業外費用対営業費用比率

減価償却費対総費用比率

金融費用対総費用比率零

純金融費用対総費用比率率

利子対利子支払前利益比率

純利益対売上原価比率

臭簑圖e屯縦鯉細覇攣 ギ1
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第13表（その4）

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

金融費用対売上総原価比率

売上高設備投資率

総資本回転率“

（総資産回転率）

借入資本回転率

固定資産回転率

有形固定資産回転率ゆ

流動資産回転率

棚卸資産回転率

総資本回転隼掌

自己資本回転率率

他人資本回転率寧

買入債務回転率拳

固定資産回転率申

有形固定資産回転率“

流動資産回転率率

棚卸資産回転率率

金融費用対営業費用比率

利子対売上原価比率

利子対製造原価比率

総資本回転率喰

自己資本回転率寧

払込資本回転率喰

他人資本回転率零

流動負債回転率率

買入債務回転率零

買掛金回転率傘

固定資産回転率零

有形固定資産回転率＊

流動資産回転率＊

棚卸資産回転率ゆ

利子対売上原価比率

総資本回転率率

（使用総資本回転率）

経営資本回転率噛

（経営資産回転率）

自己資本回転率掌

資本金回転率零

他人資本回転率喰

借入金回転率零

買入債務回転率

固定資産回転率‡

有形固定資産回転率噛

建物・設備回転率率

棚卸資産回転率



第13表（その5）

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

買掛金回転期間率

棚卸資産回転期間事

売掛金回転期間喰

（売掛債権回転期間）

当座資産回転率零

売上債権回転率零

（受取債権回転率）

．総資本回転期間

買掛債務回転期問

買掛金回転期問

一固定資産回転期間

製（商）品回転期間

原材料回転期間

仕掛品回転期間

現金・預金回転期問

売掛債権回転期問

製商品回転率率

（製品（商品）回転率）

原材料回転率事

仕掛品回転率宰

当座資産回転率零

現金預金回転率

売上債権回転率零

’売掛金回転率申

売上債権回転率

買掛債務回転期問＊

棚卸資産回転期間宰

製品・商品回転期間

原材料・貯蔵品回転期間

｛上書卦品回朝胡間

現金・預金回転期間傘

売掛債権回転期間零

売掛債権（含割手）回転期間

売掛金回転期間

尋築圃eく《掘翼細無肇 ギ111
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第13表　（その6）

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

減価償却率傘 減価償却率＊

（固定資産減価償却率）

有形固定資産減価償却率掌

固定資産減価償却率率

（減価償却率）

有形固定資産減価償却率索

減価償却率零

減価償却進捗率零

（減価償却引当金累計率）

固定資産補填率

有形固定資産修繕費率

安全性指標

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

当座資産総資産比率

棚卸資産総資産比率

固定資産総資産比率

借入資本総資本比率

（負債総資本比率）

現金・預金比率＊

売掛債権比率累

当座資産比率掌

棚卸資産比率噛

流動資産比率＊

建物・設備比率事

有形固定資産比率孝

固定資産比率噛

投資比率串

他人資本比率零

（外部負債比率）



第13表　（その7）

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

営業償務総資本比率

借入金総資本比率

その他負債総資本比率

自己資本比率宰

（自己資本総資本比率）

当座比率率

流動比率ホ

信用供与率

（売掛偵権対買掛偵務比率）

信用供与率牟

自己資本比率率

ホ
　
　
ホ

畔
辟
座
動
当
流

売上債権対買入債務比率＊

自己資本比率（広義、狭義）＊

当座比率零

（酸性試験比率）

流動比率ホ

売上債権対買入債務比率率

売上偵権（含割手残）対買入債務比率零

売上債権対棚卸資産比率

買掛債務比率零

短期借入金比率＊

流動負償比率＊

社債比率雫

長期借入金比率＊

固定負憤比率零

特定引当金比率申

資本金比率零

自己資本比率零

原材料比率零

労務費比率率

経費比率申

当座比率ホ

流動比率傘

売書蝦責権対買掛債務比率

（売上債権対買入偵務比率）

売洲責権（含割手）対買書粥責務比率零

手形割引比率寧

（割引手形比率）

売掛債権対棚卸資産比率

鳥畏圖eく欄縄細無駆 ギ園
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第13表　（その8）

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

負債比率

（自己資本負債比率）

固定比率率

長期適合比率

手元流動性事

買入債務対棚卸資産比率傘

負債比率＊

固定比率＊

固定長期適合率＊

流動負債比率ホ

固定負債比率傘

割引手形対受取手形比率零

（割引手形残高対受取手形比率）

手元流動性比率“

売上偵権対商品（製品）比率

買入債務対棚卸資産比率率

負債比率（広義、狭義）掌

（負俄資本比率）

固定比率（広義、狭義）申

固定長期適合率（広義、狭義）掌

（固定資産対長期資本比率）

固定負債対長期資本比率

固定資産対固定負債比率

流動負債比率（広義、狭義）＊

固定負償比率（広義、狭義）噛

流動資産対固定資産比率

棚卸資産対固定資産比率

経営収支比率焼

受取手形割引残高対受取手形比率傘

（受取手形割引高対受取手形（含割引高）比率）

手元流動性比率ホ

現預金比率申　　　　　　一

（現金・預金手持月数）

売掛債権対商品製品比率

買掛緯務対棚卸資産比率

（買入債務対棚卸資産比率）

負偵比率零

固定比率雫

固定長期適合率掌

流動負債対自己資本比率

固定負偵対自己資本比率

借入金対自己資本比率

借入金対資本金比率

流動資産対固定資産比率

収支比率



第13表　（その9）

大蔵省調益 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

借入金利子1率寧

売上債権比率申

買入債務比率零

：在庫率紫

借入金利子率＊

（利子対有利子負債比率）

借入金依存度孝

企業間信用比率（売上債権）宰

（売上債権手持月数）

企業問信用比率（売上債権）（含割手残）零

（売上債権（含割手残）手持月数）

企業間信用比率（買入債務）寧

（買入債務手持月数）

在庫率（棚卸資産）零

（棚卸資産手持月数）

在庫率（製商品）＊

（商品（製品）手持月数）

在庫率（原材料）＊

（原材料手持月数）

在庫率（仕掛品）寧

（仕掛品手持月数）

利子対有利子負債比率＊

利子負担率零

右利子負債対総資本比率索

借入金利子率零

借入金依存度零

総資本利子率

使用総資本純貯蓄率

使用総資本粗貯蓄率

自己資本社内保留率零

（自己資本純貯蓄率）

鳥簑囮eく蝋潮細轄騨 ギギ
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第13表　（その10）

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

配当率喰

配当性向零

社内留保率率

　
ホ＊
向

率
性
当
当
配
配

社外分配率＊

社内留保率串

（内部留保率）

償却前社内留保率率

配当率零

配当性向廓

（配当金対税引利益比率）

社内留保率＊

自己資本償却前社内保留率率

（自己資本粗貯蓄率）

資本金純貯蓄率

資本金粗貯蓄率

有形固定資産純貯蓄率

有形固定資産粗貯蓄率

自己蓄積効率（純貯蓄、粗貯蓄）

（自己蓄積効率）

配当率串

配当性向噛

社外分配率＊

（分配率）

社内保留率＊

生産性指標

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

付加価値率串

（所得率）

粗付加価値率累 付加価値率串 イ枷価値率＊



第13表　（その11）

大蔵省調査 通商産業省調査 日本銀行調査 三菱総合研究所調査

一‘

労働装備率申

従業員1人当り付加価値額亀

（労働生産性）

従業貝1人当り売上高

（役貝・従業員1人当り営業収入）

設備投資効率ホ

人件費付加価値率

資本装備率零

（労働装備率）

粗付加価値労働生産性‡

（労働生産性）

従業貝1人当り生産額

従業貝1人当り売上高率

従業貝1人当り経常利益率

（従業貝1人当ワ純利益金）

従業貝1人当り総資本（資本集約度）o

従業貝1人当り有形固定資産

粗付加価値設備生産性ホ

（資本生産性）

粗付加価値総資本生産柱事．

有形固定資産利用度（生産額による）

従業貝1人当り人件費4

労働分配率率

（分配率）

労働装備率零

従業貝1人当り付加価侮額傘
（常用労働者1人当り付加価値生産額）

従業員1人当り売上高噛

（常用労働者1人当り純売上商）

従業員1人当り経常利益申

（常用労働者1人当り純利益）

資本集約度拳

常用労働者1人当り有形固定資産

常用労働者1人当り棚卸資産

設備投資効率＊

1総資本投資効率喚．

従業貝1入当り人件費率
（賃金水準〉

労働装備率率

従業員1人当り付加価値額＊

従業員1人当り生産商

従業員1人当り売上高零

従業員1人当り税充当前利益零

資本生産性噛

従業員1人当り人件費事
（平均賃金）

労働分配率ホ

従業員入件費付加価値率

人件費対税引付加価値比率

入件費率（生産額による）

嶋簑圓eく｛榔麟細覇駆 ギペ
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鯨
蒔
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際
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耕
麹
訟
翻
蹴

田
隈
お
ゆ
鞘
童
闘
瞭

壌
耕
ゆ
轄
曽

望
申
囲
瞳
津
謀
“
一
‡
営
自
蒔
拝
騰

聾
議
踏
護
‡
営
自
颪
誉
楓

踏
痴
潔
毒
言
菖
颪
注
優

識
灘
｛
6
買
塁
陸
注
楓

〔
藩
撒
〕
一
）

　
　
　
N
）

討
窪
猷
窺
O
菌
堺
露
（
　
）
冴
π
器
爵
C
神
。

濁
む
密
盆
曲
郎
寓
ヨ
丑
o
瀞
賄
π
轟
勢
遇
鱒
茸
C
葎
。

こ
れ
ら
四
調
査
の
揚
合
も
、
経
営
指
標
の
分
母
・
分
子
を
構
成
す
る
勘
定
科
目
な
ど
の
内
容
に
は
、
微
妙
な
相
違
が
み
ら
れ
る
か
ら
で
あ

る
。
だ
が
、
そ
の
比
較
結
果
を
示
せ
ば
、
お
よ
そ
第
1
3
表
の
よ
う
に
、
こ
れ
を
纏
め
る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
。

　
　
（
1
）
　
大
蔵
省
の
『
法
人
企
業
統
計
調
査
』
の
調
査
結
果
は
、
つ
ぎ
の
雑
誌
ま
た
は
年
報
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
。

　
　
　
　
昭
和
二
十
三
年
〔
財
政
金
融
統
計
月
報
第
四
号
〕
、
同
二
十
四
年
〔
同
第
一
二
号
〕
、
同
二
十
五
年
〔
調
査
月
報
第
四
一
巻
特
別
第
一
号
、
財
政

　
　
　
金
融
統
計
月
報
第
二
三
号
〕
、
同
二
十
六
年
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
二
十
六
年
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
二
五
号
・
第
二
九
号
〕
、
同
二
十
七

　
　
　
年
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
二
十
七
年
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
三
三
号
・
第
三
八
号
〕
、
同
二
十
八
年
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
二
十
八
年
、

　
　
　
財
政
金
融
統
計
月
報
第
四
二
号
・
第
四
八
号
〕
、
同
二
十
九
年
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
二
十
九
年
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
五
二
号
・
第
五

　
　
　
六
号
〕
、
同
三
十
年
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
三
十
年
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
六
一
号
・
第
六
六
号
〕
、
同
三
十
一
年
〔
法
人
企
業
統
計
年
報

　
　
　
昭
和
三
十
一
年
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
七
〇
号
・
第
七
六
号
〕
、
同
三
十
二
年
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
三
十
二
年
、
財
政
金
融
統
計
月
報



　
第
八
一
号
・
第
八
七
号
〕
、
同
三
十
三
年
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
三
十
三
年
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
九
二
号
・
第
九
七
号
〕
、
同
三
十
四
年

　
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
三
十
四
年
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
一
〇
二
号
・
第
一
〇
八
号
〕
、
同
三
十
五
年
度
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
三

　
十
五
年
度
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
一
一
四
号
・
第
一
二
〇
号
〕
、
同
三
十
六
年
度
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
三
十
六
年
度
、
財
政
金
融
統
計

　
月
報
第
ご
一
穴
号
・
第
＝
一
二
号
〕
、
同
三
十
七
年
度
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
三
十
七
年
度
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
二
二
七
号
・
第
一
四

　
三
号
〕
、
同
三
十
八
年
度
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
三
十
八
年
度
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
一
四
九
号
・
第
一
五
五
号
〕
、
同
三
十
九
年
度
〔
法

，
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
三
十
九
年
度
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
一
六
一
号
・
第
一
六
八
号
〕
、
同
四
十
年
度
〔
法
人
企
業
統
計
年
報
昭
和
四
十
年

　
度
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
一
七
三
号
・
第
一
八
一
号
〕
、
同
四
十
一
年
度
〔
財
政
金
融
統
計
月
報
第
一
九
三
号
〕
、
同
四
十
二
年
度
〔
同
第
二
〇

　
四
号
〕
、
同
四
十
三
年
度
〔
同
第
二
一
六
号
〕
、
同
四
十
四
年
度
〔
同
第
二
二
七
号
〕
、
同
四
十
五
年
度
〔
同
第
二
三
八
号
〕
、
同
四
十
六
年
度
〔
同

　
第
二
四
九
号
〕
、
同
四
十
七
年
度
〔
同
第
二
六
〇
号
〕
、
同
四
十
八
年
度
〔
同
第
二
七
一
号
〕
、
同
四
十
九
年
度
〔
同
第
二
八
三
号
〕
、
同
五
十
年
度

　
〔
同
第
二
九
五
号
〕
、
同
五
十
一
年
度
〔
同
第
三
〇
七
号
〕
、
同
五
十
二
年
度
〔
同
第
三
一
九
号
〕
、
同
五
十
三
年
度
〔
同
第
三
三
一
号
〕
。

　
　
な
お
、
本
調
査
の
担
当
者
は
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
・

　
　
昭
和
二
十
主
年
－
同
二
十
五
年
〔
大
蔵
省
大
臣
官
房
調
査
部
〕
、
同
二
十
六
年
－
同
三
十
四
年
・
同
三
十
五
年
度
ー
同
三
十
七
年
度
〔
同
理
財

　
局
経
済
課
〕
、
同
三
十
八
年
度
－
同
四
十
年
度
〔
同
証
券
局
企
業
財
務
課
〕
、
同
四
十
一
年
度
ー
同
四
十
五
年
度
〔
同
証
券
局
企
業
財
務
第
一
課
〕
、

　
同
四
十
六
年
度
ー
同
五
十
三
年
度
〔
同
証
券
局
資
本
市
揚
課
〕
。

（
2
）
　
昭
和
二
十
三
年
調
査
に
は
、
「
今
回
大
蔵
省
に
お
い
て
は
・
終
戦
後
の
法
人
企
業
の
実
態
を
把
握
す
る
一
つ
の
試
み
と
し
て
・
独
自
の
調
査

，
方
法
（
標
本
調
査
の
方
法
「
平
田
）
に
よ
り
法
人
企
業
の
資
産
及
，
ぴ
経
営状
，
態
，
に
関
ず
各
，
統
計
調
，
査
を
行
つ
だ
。
」
（
財
政
金
融
統
計
児
報
第
四

　
号
、
一
頁
）
と
あ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

　
　
さ
ら
に
、
最
近
の
、
例
え
ぱ
、
昭
和
五
十
一
年
度
調
査
を
見
る
と
、
「
大
蔵
省
で
は
、
わ
が
国
の
営
利
法
人
（
金
融
・
保
険
業
を
除
く
）
の
実

　
　
　
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
八
一
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⇔
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ω
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耕
謡
瞬
姦
蜘
瓶
魁
盛
（
調
曽
田
～
象
岳
）
伴
岳
岡
謹
階
（
画
器
骨
蛇
環
）
o
駅
酵
伴
o
う
’
伊
。
（
8
録
胃
留
ツ
＾
｝
卜
齢
弗
一
㎞
1
0
塑

話
並
童
麟
鹸
δ
魏
丁
＾
暫
卜
蕊
姦
轟
並
～
O
卸
引
澄
轟
一
〇
b
～
閣
甘
い
渇
噌
小
ン
鵡
》
輔
累
叫
び
。
）

ー
移
錐
＞
弾
檎
引
濫
4
勝
び
臼
卜
嘩
帥
叫
。

仁
唾
ン
O
疎
潜
湯
置
勝
o
＾
f
闘
盛
群
＞
擁
脚
儀
演
理
・
錦
＞
π
霧
嚇
耕
O
回
箔
鞍
鉾
＞
侮
瓶
一
回
隣
鞍
錦
＞
伴
紮
吟
繭
誉
＾
ッ
が
。

司
盗
姦
M
池
聖

　
　
ヤ

態
を
は
握
す
る
た
め
、
昭
和
二
十
三
年
以
降
毎
年
、
標
本
調
査
の
方
法
に
よ
り
活
動
法
人
の
資
産
・
負
債
・
資
本
及
ぴ
損
益
状
況
等
に
関
す
る
調

査
直
し
て
『
法
人
企
業
統
計
調
査
』
（
指
定
統
計
第
一
一
〇
号
）
を
行
つ
て
い
る
ぜ
（
財
政
金
融
統
計
月
報
第
三
〇
七
号
、
　
一
頁
y
と
あ
乃
。
一



（
3
）
　
本
調
査
は
、
昭
和
二
十
三
年
か
ら
同
三
十
四
年
ま
で
は
暦
年
調
査
の
形
を
と
っ
て
い
た
が
、
昭
和
三
十
五
年
以
降
は
年
度
調
査
の
形
を
と
．

　
て
い
る
。
調
査
期
間
が
暦
年
か
ら
年
度
へ
改
め
ら
れ
た
の
は
、
年
度
調
査
の
形
を
と
る
方
が
、
調
査
結
果
の
早
期
利
用
と
い
う
点
で
よ
り
よ
い
と

　
解
さ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。

　
　
二
の
こ
と
に
関
し
て
は
、
財
政
金
融
統
計
月
報
第
一
二
〇
号
、
八
－
九
頁
、
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
4
）
　
標
本
法
人
と
な
る
調
査
法
人
の
選
定
は
、
づ
ぎ
の
方
法
に
よ
り
行
わ
れ
た
。

　
　
昭
和
二
十
三
年
－
同
二
十
八
年
〔
資
本
金
一
、
○
○
○
万
円
以
上
の
も
の
は
全
数
、
一
、
○
○
○
万
円
未
満
の
も
の
は
層
別
無
作
為
抽
出
法
に
よ

　
り
抽
出
〕
、
同
二
十
九
年
－
同
三
十
三
年
〔
資
本
金
五
、
○
○
○
万
円
以
上
の
も
の
は
全
数
、
五
、
○
○
○
万
円
未
満
の
も
の
は
層
別
無
作
為
抽
出

　
法
に
よ
り
抽
出
〕
、
同
三
十
四
年
・
同
三
十
五
年
度
－
同
四
十
九
年
度
〔
資
本
金
一
億
円
以
上
の
も
の
は
全
数
、
一
億
円
未
満
の
も
の
は
層
別
無

　
作
為
抽
出
法
に
よ
り
抽
出
〕
、
同
五
十
年
度
ー
同
五
十
三
年
度
〔
資
本
金
一
〇
億
円
以
上
の
も
の
は
全
数
、
　
一
〇
億
円
未
満
の
も
の
は
層
別
無
作

　
為
抽
出
法
に
よ
り
抽
出
〕
。

　
　
調
査
法
人
数
お
よ
ぴ
集
計
法
人
数
の
内
訳
は
、
正
確
を
期
し
が
た
い
が
、
お
よ
そ
第
聾
表
の
と
お
り
で
あ
る
。

（
5
）
調
譲
人
の
蓋
の
難
は
、
昭
和
二
＋
三
年
に
つ
い
て
は
取
扱
高
、
同
二
＋
四
年
商
三
＋
三
年
に
つ
い
て
は
営
叢
入
、
同
三
＋
四

　
年
・
同
三
十
五
年
度
－
同
五
十
三
年
度
に
つ
い
て
は
売
上
高
に
よ
っ
て
い
る
。

（
6
）
　
本
調
査
で
は
、
成
長
性
指
標
と
し
て
、
つ
ぎ
の
二
つ
が
採
択
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
（
表
示
は
百
分
率
）
。

　
　
　
　
困
＆
～
お

　
　
　
　
蕩
磐
漆
煕
違
誹
禽
照
憾
営
蚤

　
　
　
　
　
陛
澄
暑
畠
魯
鞭
臨
甥
爵
1
き
濫
暑
畠
書
矯
煕
潟
副

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
晋
濫
軸
豊
魯
蹄
煕
賜
麗

わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標

八
三



一
橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究
　
2
2

　
困
糞
≧
お

針
駅
国
滞
塒
黙
津
罫
甜
無
臆
営
舞

　
脹
濫
暑
針
駅
鯉
灘
扇
蝋
ー
普
澄
滞
針
煎
國
祷
壌
隠

八
四

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
轡
澄
暑
餅
駅
國
｝
傭
蹄
騒

（
7
）
　
通
商
産
業
省
の
『
最
近
に
お
け
る
主
要
産
業
の
経
営
動
向
』
は
、
昭
和
二
十
五
年
下
期
－
同
二
十
九
年
下
期
の
調
査
結
果
を
・
『
最
近
の
企

　
業
経
営
分
析
』
は
、
同
三
十
年
上
期
－
同
三
十
二
年
下
期
の
調
査
結
果
を
、
そ
し
て
『
わ
が
国
企
業
の
経
営
分
析
』
は
、
同
三
十
三
年
上
期
－
同

　
五
十
三
年
の
調
査
結
果
を
、
そ
れ
ぞ
れ
掲
載
し
て
い
る
。

　
　
な
お
、
本
調
査
の
担
当
者
は
、
い
ず
れ
も
通
商
産
業
省
企
業
局
で
あ
る
。

（
8
）
　
『
最
近
に
お
け
る
主
要
産
業
の
経
営
動
向
』
に
は
、
「
企
業
経
営
の
安
定
化
乃
至
健
全
化
の
た
め
に
は
何
よ
り
も
ま
ず
企
業
乃
至
産
業
の
経
営

　
の
実
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
一
つ
の
手
段
と
し
て
経
営
分
析
調
査
資
料
が
漸
次
そ
の
利
用
価
値
を
高
め
つ
つ
あ
る
こ
と
」
（
は

　
し
が
き
）
と
あ
る
。

　
　
本
調
査
の
目
的
は
、
『
わ
が
国
企
業
の
経
営
分
析
』
昭
和
四
十
四
年
下
期
版
に
お
い
て
、
初
め
て
明
記
さ
れ
た
・
す
な
わ
ち
・

　
　
「
こ
の
調
査
は
わ
が
国
経
済
の
動
向
、
企
業
経
営
の
一
般
動
向
お
よ
ぴ
個
別
業
種
の
動
向
を
判
断
し
て
産
業
施
策
立
案
上
の
参
考
に
資
す
る
こ

　
と
を
目
的
と
し
た
。
」
（
一
頁
）
と
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ρ

（
9
）
　
製
造
業
に
つ
い
て
は
、
医
薬
品
製
造
業
が
当
初
か
ら
除
か
れ
、
食
料
品
製
造
業
も
昭
和
二
十
六
年
上
期
ー
同
三
十
六
年
下
期
以
外
で
は
除
か

　
れ
て
い
る
。

　
　
本
調
査
で
は
、
主
要
企
業
は
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
基
準
で
選
定
さ
れ
て
い
る
。

　
　
昭
和
二
十
五
年
下
期
－
同
三
十
六
年
下
期
〔
わ
が
国
の
ト
ッ
プ
レ
ペ
ル
の
企
業
〕
、
同
三
十
七
年
上
期
－
同
三
十
八
年
下
期
〔
原
則
と
し
て
東

　
京
証
券
取
引
所
第
一
部
上
揚
企
業
で
、
当
該
業
種
の
総
出
荷
（
販
売
）
額
中
の
カ
バ
リ
ソ
ジ
を
五
〇
％
以
上
に
で
き
る
企
業
〕
、
同
三
十
九
年
上



第15表　通商産業省調査の営業期別調査企業数

　営業期
業数

25

　　上

26　　　27　　　28　　　29　　　30　　　31　　　32
　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下

調査企業

うち製造業）

192

45

4144・5321133133111醤113413113113113113113・

・・2922359292器墨9291919191919・
　営業期
業数

33

　　下　　上

34　　　35　　　36　　　37　　　38　　　39　　　40
　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下

調査企業
うち製造業）

131　131

1　　91　　91

131131　131131　130130　249249　249249　396396　428426
91　91　91　90　90　210210　210210　340340　371369

　営業期
業数

41

　　下　　上

42　　　43　　　44　　　45　　　46　　　47　　　48
　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下

調査企業
うち製造業）

419　412

63　356

411409　405402　395376　376376　376373　373373　375375
55353　349347　344318　318318　318316　316316　317317

　営業期
業数

49

　　下

50　　　　51　　　　52　　　　53

調査企業
うち製造業）

374　373

16　315

372　　　372　　　371　　　373
14　　　314　　　314　　　314

〔備考〕　1）　本調査は年度調査の形をとっている・上期は4月飼9月，下期は10月一翌年3月を意味する。

　　　　2）昭和28年下期および同29年上期において，上段の数字は当該前期との比較上採り入れられたものと思われる。

　　　　3）調査企細年2回決算企業に限るということが明継批のは，騨37年上期力・ら脇る・この方針は恐らく同49年下期鯉変わら

　　　　　　なカ、ったものと思われる。また，昭和36年下期以前についても，この方針は変わらなかったものと思われる。
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一
橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究
　
2
2
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
八
六

　
期
－
同
三
十
九
年
下
期
〔
原
則
と
し
て
売
上
高
か
ら
当
該
業
種
の
動
向
を
判
断
で
き
る
と
認
め
ら
れ
る
程
度
の
企
業
〕
、
同
四
十
年
上
期
－
同
四

　
十
四
年
上
期
〔
わ
が
国
経
済
の
動
向
を
左
右
す
る
企
業
〕
、
同
四
十
四
年
下
期
－
同
五
十
三
年
〔
原
則
と
し
て
売
上
高
か
ら
当
該
業
種
を
代
表
す

　
る
と
認
め
ら
れ
る
、
資
本
金
一
〇
億
円
以
上
の
企
業
〕
。

　
　
調
査
企
業
数
の
内
訳
は
、
正
確
を
期
し
が
た
い
が
、
お
よ
そ
第
1
5
表
の
と
お
り
で
あ
る
。

（
1
0
）
　
調
査
資
料
の
明
示
は
な
い
が
、
恐
ら
く
そ
れ
は
営
業
報
告
書
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

（
1
1
）
　
こ
れ
も
明
示
は
な
い
が
、
昭
和
三
十
七
年
上
期
以
降
の
揚
合
と
同
じ
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

（
1
2
）
　
日
本
銀
行
の
『
本
邦
主
要
企
業
経
営
分
析
調
査
』
は
、
昭
和
二
十
六
年
上
期
－
同
三
十
三
年
下
期
の
調
査
結
果
を
、
そ
し
て
『
主
要
企
業
経

　
営
分
析
』
は
、
同
三
十
四
年
上
期
－
同
五
十
三
年
の
調
査
結
果
を
、
そ
れ
ぞ
れ
掲
載
し
て
い
る
。

　
　
な
お
、
本
調
査
の
担
当
者
は
、
い
ず
れ
も
日
本
銀
行
統
計
局
で
あ
る
。

（
1
3
）
　
日
本
銀
行
統
計
局
（
編
）
『
中
小
企
業
経
営
分
析
』
昭
和
三
十
一
年
度
分
、
一
頁
。

（
1
4
）
　
本
調
査
で
は
、
主
要
企
業
の
選
定
は
、
業
種
別
に
み
て
お
お
む
ね
当
該
業
種
の
動
向
を
反
映
す
る
に
足
り
る
と
認
め
ら
れ
る
程
度
の
社
数
を

　
選
定
す
る
と
い
う
方
針
の
も
と
に
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
基
準
で
行
わ
れ
て
い
る
。

　
　
昭
和
二
十
六
年
上
期
〔
原
則
と
し
て
資
本
金
五
、
○
○
○
万
円
以
上
の
上
揚
企
業
、
こ
れ
に
五
、
○
○
○
万
円
未
満
ま
た
は
非
上
揚
の
有
力
企
業

　
を
附
加
〕
、
同
二
十
六
年
下
期
〔
原
則
と
し
て
資
本
金
六
、
○
○
○
万
円
以
上
の
上
揚
企
業
、
こ
れ
に
六
、
○
○
○
万
円
未
満
ま
た
は
非
上
揚
の
有

　
力
企
業
を
附
加
〕
、
同
二
十
七
年
上
期
－
同
三
十
八
年
下
期
〔
原
則
と
し
て
資
本
金
一
億
円
以
上
の
上
揚
企
業
、
こ
れ
に
一
億
円
未
満
ま
た
は
非

　
上
場
の
有
力
企
業
を
附
加
〕
、
同
三
十
九
年
上
期
－
同
五
十
三
年
〔
原
則
と
し
て
資
本
金
一
〇
億
円
以
上
の
上
揚
企
業
、
こ
れ
に
一
〇
億
円
未
満

　
ま
た
は
非
上
揚
の
有
力
企
業
を
附
加
〕
。

　
　
調
査
企
業
数
の
内
訳
は
、
お
よ
そ
第
1
6
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
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第16表　日本銀行調査の営業期別調査企業数

　営業期
業数

26　　　　　　　　　　27　　　　　　　　　　28　　　　　　　　　　29　　　　　　　　　　30　　　　　　　　　　31

　　下　　上　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　下

32

　　下

調査企業
うち製造業）

474　　503　　　　510　　523　　　　519　　546　　　　526　　535　　　　528　　544　　　　525　　524

18　　337　　　　347　　359　　　　353　　367　　　　351　　362　　　　345　　361　　　　347　　346

522　521

46　346

　営業期
業数

33　　　　　　　　　　34　　　　　　　　　　35　　　　　　　　　　36　　　　　　　　　　37　　　　　　　　　　38

　下　上　下　上　下　上　下　上　下　上　下

39

　　下

調査企業
うち製造業）

521　　517　　　　516　　515　　　　513　　512　　　　511　　509　　　　507　　507　　　　506　　504

46　　345　　　　344　　343　　　　342　　341　　　　341　　340　　　　338　　338　　　　337　　335

525　521

94　390

　営業期
業数

40　　　　　　　　　41　　　　　　　　　42　　　　　　　　　43　　　　　　　　　44　　　　　　　　　45

　下　上　下　上　下　上　下　上　下　上　下

46

　　下

調査企業
うち製造業）

520　　520　　　　516　　512　　　　508　　505　　　　502　　496　　　　488　　484　　　　476　　474

89　　389　　　　387　　383　　　　380　　377　　　　375　　373　　　　368　　366　　　　362　　360

473　467

60　356

　営業期
業数

47　　　　　　　　　　48　　　　　　　　　　49　　　　　　　　　　50　　　　　　　　　　51　　　　　　　　　　52

　　下　　上　　下　　上　　下

53

調査企業
うち製造業）

460　　458　　　　451　　452　　　　447　　438　　　　　　508　　　　　　　　　525　　　　　　　　　525

52　　350　　　　347　　347　　　　343　　337　　　　　　351　　　　　　　　　355　　　　　　　　　355

524

55

備考〕1）本調査は年度調査の形をとっている。上期は4月～9月，下期は10月飼翌年3月を意味する。

　　　2）昭和31年上期から，調査企業は年2回決算企業に限られ，年1回決算企業は除かれることとなった。この方針は恐

　　　　　らく同49年下期まで変わらなかったものと思われる。また，昭和30年下期以前についても，この方針は変わらなか

　　　　　ったものと思われる。この間の調査企業数は，同31年上期以降のそれと大差ないからである。

誕簑圃e《掘麗魎郭騨



　
　
　
一
橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究
　
2
2
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
八
八

（
1
5
）
　
業
種
分
類
の
基
準
に
つ
い
て
明
示
は
な
い
が
、
恐
ら
く
そ
れ
は
日
本
標
準
産
業
分
類
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

（
1
6
）
　
三
菱
総
合
研
究
所
の
『
本
邦
事
業
成
績
分
析
』
は
、
昭
和
二
十
五
年
上
期
ー
同
三
十
八
年
上
期
の
調
査
結
果
を
、
そ
し
て
『
企
業
経
営
の
分

　
析
』
は
、
同
三
十
八
年
下
期
－
同
五
十
三
年
の
調
査
結
果
を
、
そ
れ
ぞ
れ
掲
載
し
て
い
る
。

（
1
7
）
　
『
本
邦
事
業
成
績
分
析
』
昭
和
二
十
五
年
上
期
！
同
二
十
六
年
上
期
版
に
は
、
「
こ
の
調
査
は
各
会
社
が
各
営
業
期
末
に
発
表
す
る
決
算
報
告

　
書
を
資
料
と
し
、
各
社
の
勘
定
を
一
定
の
共
通
の
形
式
項
目
の
下
に
分
類
集
計
し
、
各
会
社
別
及
ぴ
各
業
種
別
の
財
務
状
況
及
ぴ
営
業
成
績
を
相

　
互
に
比
較
対
照
し
易
か
ら
し
め
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
編
纂
し
た
も
の
で
あ
る
。
」
（
九
六
頁
）
と
明
記
さ
れ
て
い
る
。

　
　
本
調
査
の
目
的
は
、
『
本
邦
事
業
成
績
分
析
』
昭
和
三
十
一
年
上
期
版
に
お
い
て
、
よ
り
鮮
明
と
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、

　
　
「
こ
の
調
査
は
、
わ
が
国
主
要
株
式
会
社
の
経
営
実
態
を
把
握
す
る
た
め
、
各
会
社
の
公
表
す
る
経
営
資
料
（
当
所
依
頼
の
調
査
票
、
有
価
証

　
券
報
告
書
）
を
基
礎
に
各
社
の
勘
定
を
一
定
共
通
の
形
式
項
目
の
下
に
分
類
・
集
計
し
、
各
会
社
及
ぴ
各
業
種
肘
の
財
務
状
況
、
損
益
状
況
及
ぴ

　
利
益
処
分
の
状
況
を
相
互
に
比
較
対
照
で
き
る
よ
う
に
編
纂
し
た
も
の
で
あ
る
。
」
（
1
頁
）
と
。

（
1
8
）
　
本
調
査
で
は
、
主
要
株
式
会
社
は
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
基
準
で
選
定
さ
れ
て
い
る
。

　
　
昭
和
二
十
五
年
上
期
ー
同
三
十
年
下
期
〔
不
明
〕
、
同
三
十
一
年
上
期
ー
同
五
十
三
年
〔
東
京
証
券
取
引
所
上
揚
企
業
を
中
心
と
し
、
非
上
揚

　
で
も
各
産
業
に
お
い
て
主
要
な
地
位
を
占
め
る
企
業
を
附
加
〕
。

　
　
調
査
企
業
数
の
内
訳
は
、
お
よ
そ
第
∬
表
の
と
お
り
で
あ
る
。

（
1
9
）
　
『
本
邦
事
業
成
績
分
析
』
昭
和
二
十
五
年
上
期
－
同
二
十
六
年
上
期
版
に
は
、
こ
の
間
の
事
情
が
つ
ぎ
の
よ
う
に
述
ぺ
ら
れ
て
い
る
。

　
　
「
わ
が
三
菱
経
済
研
究
所
は
、
昭
和
三
年
以
降
『
本
邦
事
業
成
績
分
析
』
調
査
を
実
施
し
、
そ
の
結
果
を
年
二
回
定
期
に
発
表
し
て
来
た
が
、

　
戦
争
末
期
及
ぴ
終
戦
直
後
、
特
殊
事
情
の
た
め
に
一
時
中
絶
の
已
む
な
き
に
至
つ
た
。
然
る
に
戦
後
経
済
の
安
定
化
と
、
か
た
が
た
企
業
再
建
整

　
備
の
大
方
完
了
す
る
に
及
ぴ
、
鼓
に
昭
和
二
十
五
年
上
期
よ
り
本
調
査
を
再
開
し
、
取
り
敢
え
ず
二
十
六
年
上
期
ま
で
三
期
分
を
取
り
纏
め
、
而



第17表　三菱総合研究所調査の営業期別調査企業数

　営業期
業数

25

　　下

26　　　　27　　　　28　　　　29　　　　30　　　　31　　　　32
　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下

調査企業

うち製造業）

610　643

08　432

鰹5825955975975635636・359958458458358・579

　営業期
業数

33

　　下

34　　　　　　　　　35　　　　　　　　　36　　　　　　　　　37　　　　　　　　　38　　　　　　　　　39　　　　　　　　　40

　下　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下

調査企業
うち製造業）

578　575

13　412

573572　571569　568565　563562　560637　640628　628628
11410　409406　406404　402401　399467　470459　459459

　営業期
業数

41

　　下

42　　　　43　　　　44　　　　45　　　　46　　　　47　　　　48
　　下　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　上　　下

調査企業
うち製造業）

618　618

52　452

614600　604600　584584　576573　570556　556555　549549
49440　441440　433433　430427　426419　419418　416416

　営業期
業数

49

　　下

50　　　　　　　　　　51　　　　　　　　　　52　　　　　　　　　　53

調査企業
うち製造業）

539　539

10　410

536　　　　　　　　　534　　　　　　　　　549　　　　　　　　　557

07　　　406　　　　413　　　　421

〔備考〕1）本調査は年度調査の形をとっている。昭和25年についてのみ，上期は3月一8月，下期は9月～翌年2月を意味し，それ以外の年

　　　　　　については，上期は4月一9月，下期は10月～翌年3月を意味する。

　　　　2）昭和26年上期において，上段の数字は3月僧8月の企菜数，下段のそれは4月～9月の企粟数をさす。

　　　　3）昭和31年下期から，調登企彙は年2回決算企業に限られ，この方針は同49年下期まで貫かれることとなった。また，昭和31年上

　　　　　期以前についても，この方針は変わらなかったものと思われる・同31年下期版に・r上・下両期の計数を継続させるため・一年決算

　　　　　会社は主要企桑といえども除外した。」とあるからである。

　　鶏顎圃eく《嘱裂細㌍駆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く“



　
　
　
一
橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究
　
2
2

　
も
調
査
範
囲
を
拡
大
し
、
分
析
方
法
に
改
善
を
加
え
る
等
、
面
目
を
一
新
し
て
本
書
を
世
に
送
り
得
る
に
至
つ
た
－

（
2
0
）
　
本
調
査
で
は
、
成
長
性
指
標
と
し
て
、
つ
ぎ
の
六
つ
が
採
択
さ
れ
て
い
る
（
表
示
は
百
分
率
）
。

　
　
　
九
〇

：
」
（
序
）
と
。

西
ホ
ト
～

鼠
卜
副
爵
撫
暑

　
脹
蕾
鼠
卜
副

　
き
蓋
譜
卜
副

濁
a
卜
～

鵬
漆
耕
語
即
畳

　
態
濫
お
蹄
銚

　
嚇
澄
お
漆
耕

困
a
旨
～

皿
㎝
漆
耕
涛
撫
蚤

　
脹
苗
皿
印
蹄
耕

　
誹
澄
皿
印
矯
材

困
＆
卜
～

圏
鴻
蹄
鰍
島
迦
蚤

　
脹
濫
囲
祷
矯
隠

　
普
澄
國
満
漆
鰍

困
a
卜
～

酸
註
，
謹
財
褻
撫
蚤

　
脹
蕊
酸
、
舞
謹
財

　
き
澄
隙
諌
謹
財

困
＆
卜

脹
盗
識
漫
購
涛
迦
掻



　
　
　
　
普
這
露
鰍
一
一
購

（
2
1
）
　
本
節
で
触
れ
た
内
容
の
一
部
は
、
つ
ぎ
の
論
稿
に
依
っ
て
い
る
。

　
平
田
光
弘
（
稿
）
「
戦
後
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標
に
み
る
利
益
関
連
指
標
」
ビ
ジ
ネ
ス
．
レ
ピ
ュ
ー
、

　
年
六
月
刊
）
、
四
九
－
六
三
頁
。

　
　
　
　
瞳
濫
蔓
昌
財

第
二
十
七
巻
第
一
号
（
昭
和
五
十
四

四
　
結

　
大
正
期
こ
の
方
、
わ
が
国
で
は
、
経
営
指
標
を
用
い
た
企
業
運
営
の
分
析
調
査
が
、
諸
種
の
機
関
に
よ
っ
て
行
わ
矯
、
実
に
さ
ま
ざ
ま

の
経
営
指
標
が
公
表
さ
れ
て
き
た
。
本
稿
で
は
、
そ
の
中
か
ら
、
戦
前
・
戦
時
と
戦
後
と
を
そ
れ
ぞ
れ
代
表
す
る
と
思
わ
れ
る
七
種
の
調

査
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
て
み
た
ゆ
こ
れ
を
大
掴
み
に
言
え
ば
、
戦
前
・
戦
時
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標
は
、
東
洋
経
済
新
報
社
調
査
、

三
菱
経
済
研
究
所
調
査
お
よ
ぴ
日
本
興
業
銀
行
調
査
に
み
る
限
り
、
収
益
性
指
標
お
よ
ぴ
安
全
性
指
標
の
二
つ
か
ら
成
っ
て
い
た
、
そ
れ

に
対
し
て
戦
後
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標
は
、
大
蔵
省
調
査
、
通
商
産
業
省
調
査
、
日
本
銀
行
調
査
お
よ
ぴ
三
菱
総
合
研
究
所
調
査
に
み

る
限
り
、
収
益
性
指
標
、
安
全
性
指
標
お
よ
ぴ
生
産
性
指
標
の
三
つ
か
ら
成
っ
て
い
た
、
と
言
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。

　
い
ま
、
そ
れ
ら
の
公
表
経
営
指
標
を
比
較
対
照
し
て
み
て
気
付
く
の
は
、
ど
の
調
査
も
お
し
な
べ
て
指
標
採
択
の
基
準
と
根
拠
に
な
に

も
触
れ
て
い
な
い
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
た
め
に
、
あ
る
営
業
期
か
ら
ひ
ょ
っ
こ
り
姿
を
現
わ
し
た
指
標
が
、
の
ち
の
営
業
期
に
は
い
と
も

た
や
す
く
捨
て
去
ら
れ
る
こ
と
に
も
な
っ
て
い
る
。
そ
れ
に
、
も
う
一
つ
気
掛
り
な
の
は
、
ど
の
調
査
も
そ
ろ
っ
て
指
標
相
互
の
関
係
づ

　
　
　
　
　
わ
が
国
の
公
表
経
営
指
標
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
九
一



　
　
　
　
　
一
橋
大
学
研
究
年
報
　
商
学
研
究
　
2
2
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
九
二

け
を
怠
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
，
こ
の
た
め
に
、
あ
る
営
業
期
に
採
用
さ
れ
た
複
数
の
指
標
が
、
．
の
ち
の
営
業
期
に
は
い
と
も
簡
単
に
別

の
指
標
と
並
立
す
る
こ
と
に
も
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
二
つ
の
点
は
と
も
に
、
本
稿
で
取
り
あ
げ
た
七
種
の
調
査
に
共
通
の
問
題
点
を
な

す
、
と
言
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
昭
和
五
四
年
一
二
月
一
日
　
受
理
）

　
　
〔
補
注
〕

　
　
　
四
頁
（
3
）
　
通
商
産
業
省
企
業
局
（
編
）
『
最
近
の
経
営
と
生
産
性
』
に
つ
い
て
は
、
神
戸
大
学
経
済
経
営
研
究
所
経
営
分
析
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、

　
　
　
　
　
　
原
物
を
確
か
め
る
こ
と
が
で
き
た
。

　
　
　
【
七
頁
　
第
8
表
　
備
考
　
の
　
昭
和
十
一
年
下
期
の
調
査
企
業
は
一
、
四
三
〇
社
（
う
ち
製
造
工
業
四
五
二
社
）
で
あ
る
こ
と
が
、
「
昭
和
十
一

　
　
　
　
　
　
年
下
期
主
要
銀
行
会
社
事
業
成
績
」
（
日
本
興
業
銀
行
調
査
課
（
編
）
『
調
査
月
報
』
昭
和
十
二
年
三
月
号
、
九
二
－
一
一
四
頁
）
に
ょ
り

　
　
　
　
　
　
分
か
っ
た
。


